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1

序論

本論文の研 究対象 とす る塔状鋼構 造物 は、明確 に定義 さ れた呼称 ではな いが、文

献 口]で は 「照明塔 ・通信塔 ・観覧塔 ・広 告塔 な どの鉄塔類 、独 立煙突 ・鉄塔支持形

煙突 などの煙突類 、高架 水槽 ・立 体駐車場 、その他塔状 を な した鋼構造物 」 を適用

対象 と している。 これ らはいず れ も建築基準 法 ・同施行令 の適用 を受 ける建築工作

物 であるが、他 の適用基準 も含 めれば表0.1に 示す分類 がで きる[2]。 ここでは、通

商産業省令 「電気 設備 に 関す る技 術基準」 の適用 を受 ける送電用 鉄塔 ・鉄 柱 、あ る

いは鉄道 架空線鉄 柱 などの電気工 作物、索 道鉄塔 な どの土 木工作 物 な ども含 め、比

較 的規模 の大 きい塔状 の鋼構造物 を対 象 と し、 ま た、その 形状が 塔状 であ って も高

層 ビル などの一般建築物 は含 まないこ ととす る。

塔状鋼構造物 は、図0.1に 例示す ように、その機 能 ・用途 に より形状 や架構形 式 に

はそ れぞ れ特徴 が あ る。 これ らの構造的 に共通す る点 として、一 般建築物 の床版 に

相当す る ものが な く、質 量が高 さ方向 に連続 して 分布 す る とみなせ る塔 体部 と、用

途 に よって質量 ・配置の 異 なる付 属物か ら構 成 さ れてお り、高 さが比較 的 高い こ と

が あげ られ る。 また、構 造骨組形 式の特徴 として 、塔体 部 は、居 住 空間 と しての機

能 を要求 されない ものが 多 く支持構 造物 と しての 機能 に徹 す れば よい ことか ら、構

造体 重量 を軽減 しかつ高 い弾性剛 性 を確保 で きる構 造形式 、す な わち塔状 トラス架

構 、支線式鉄塔、 円筒 シェル、 な どが採用 されるこ とが多 い点 もあげ られ る。

用途が多 岐 にわた るこ とか ら、形 状だ けで はな く設計方 法 ・構造 計算 法 も用途分

野毎の技 術 的発展 に合 わ せ て扱 いが異 なるが、基 本 的には 許容応 力度 設計 が標準 的

な設計 方 法 として現在 も採用 され てい る ものが多 い。建築 系工作 物 で あれ ば、 日本

建築 学会 によ り構 造設計上 の技術 的問題 点 を整理 して構造設計指針[1]に ま とめ られ

てい る。
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表0.1塔 状鋼構造物の用途別分類[2]

適用基準

用途
建築工作物 電気工作物 土木工作物

観光施設
展望塔 ・観覧塔

記念塔など
照明燈鉄柱 その他

産業施設

無線通信塔

放送電波塔

気象観測塔

送電鉄塔 その他

運輸施設等
高 架水 槽

タワ ー ク レー ン
鉄道架空線鉄柱 索道鉄塔

一

支持工作物
照明塔鉄塔

広告塔
その他 その他

用途が多岐 にわた るこ とか ら、形 状 のみ な らず設 計方法 ・構造計 算法 も用 途分野

毎の技術 的発展 に合わせ て扱 いが異 な るが 、基本 的 には許 容応力 度設計 が標 準 的な

設計方法 と して現在 も採用 されて いる ものが多 い。建 築系 工作物 であれば 、 日本建

築学会 によ り構造設計上の技術 的問題 点を整理 して構 造設計指針[1]に ま とめ られて

いる。

一方、一般建築物 に関 して は、1981年 に改正 建築基準 法施行令 が施行 され、許 容

応力度設計法 に加 えて構 造種別 や高 さに応 じた層 間変形角 ・保 有水 平耐力 な どの確

認 を行 う二次設計 が導入 され るよ うにな り、また 、地震荷 重 な どの設計荷 重 に関 し

て もよ り改良 された形へ と整備 されてい る[3]。 さらには鋼構 造建築物 の構 造設計 に

関 しては、従来 の確定論 的手法 とは異 なる確率論 的手法が 着 目さ れ るに至 り、信 頼

性設計法 を実用 的な形 に定式化 した荷 重 ・耐力係 数設計法[4]も 提案 されてい る。 し

か し、 これ らの最新 の設 計規準 は一般 的な建築物 の構 造 的特性 を踏 まえた上で整備

されて きた もので あ り、塔状鋼構造物 に適用す るにあた ってはその都度 適切 な実験 ・

数値解析 などの手 法 によ って評価 しなけれ ばな らない部分 や、従 来の設計 方法 と同

様 の扱い とな る部 分 な どが多いの が実状 で あ る。 これ は産業施 設 な ども含 める と取

り扱 う分 野が多 方面 に分 散 してお り、塔状鋼構 造 物 と して の力学 的性状 に 関 して ま

とま った形での研究が充分尽 くされていない こ とが一因で ある。

さ らに、一般建 築物 が人命 にかか わ る被 害 を防止 す る こ とを最大 の 目標 として捉

え、高い安全性 を要求 されてい るの に対 し、塔状 構造物 で は産業 ・社 会施 設 と して

の機 能 を もつ ものが多 い こ とか ら構 造安全 性 に関す る考 え方が異 なる点 もその理 由

の ひ とつ と考 え られる。 しか しなが ら、塔状鋼構 造物 に多 く見 られる通信 ・送電 ・観



独立煙突 高架水 槽 テ レビ塔 ・観覧塔

図0.1塔 状鋼構 造物 に見 られ る架構 形態 の例

送電鉄塔

測 ・高架水槽 な どの用途 は現代 社 会の生活 か ら切 り離す こ とので きない基 盤 をなす

ものであ り、その依存度 ・重要性 はます ます高 ま っている。特 に、 ひ とつ の構 造物

の被害 に よる影響 が地域 社会全体 の活動 にお よぶ 場合 も多 く、時代 の要請 は よ り高

い信頼性 を求 めるている と考 え られる。

この ような観点 か ら、筆 者 は塔状 鋼構 造物 を対 象 として、その構 造設計 上重要 と

考 え られ る力学 的性状 を 、一般的 な鋼構 造建 築物 と異 なる部分 に着 目 し、 実験 お よ

び解析 的手法 に よ り調べ て きた。本論文 は これ らの結 果 について ま とめ た もの であ

る。

地震国といわれるわが国では構造 物の設計上、耐震設計の占める割合が大 きく、

また、一般建築物 と比較 して軽量 かつ高 さの高い塔状構造 物では耐風設計 にも主力

が注がれること力難多い。 そのため には構造物の基本的な振動特性 を把握す ることが

必要であ るが、用途が多 岐にわた り様々な付属重量物を支持する必要のある塔状構

造物の振動特性は、床版 に質量の大半が集 中する一般建築物 とは異なる高 さ方向の

質量分布 とな り、基本動特性は異 なることが考 え られる。 また、高架水槽 の水槽 内

の液体、送電鉄塔 や索道鉄塔の架渉線 など、特異 な振動特性を持つ付属物 が構造 物

の振動特性を特徴づける場合 もある。



4序 論

このような点について、第1章 、第2章 で塔状鋼構造物の縮小模型を用いた振動

実験を行い、振動特性について調べた。第1章 では高 さ方向の質量分布 を変化 させ

た塔体部試験体 に正弦波及び実地震波 による加振 を行い、主に水 平方向の地震荷重

の高 さ方向の分布を調べ、現在の耐震設計規準による分布 との相違について論 じた。

第2章 では、特徴的な振動特性を持つ付属物の一例 として送電鉄塔 における架渉

線を取 り上げ、鉄塔一架渉線連成振動系の地震時の動的挙動 を模型振動実験、数値

解析の手法により調べた。特に架渉線が幾何学的非線形性の高い振動系であること・

地形の複雑な山間部に建 設されるため個々の鉄塔の構造規模はまちまちであ り動特

性の異なる構造物が連結 された複雑 な振動系を構成すること、な どの理由でその動

特性は独 立鉄塔 と異なる。本章はこのような架渉線で連結 された鉄塔塔体部の応答

を独立鉄塔 と比較 して論 じた ものである。

第3章 では衝撃 的な外力が作用 した場合 に問題 となるひず み速度効果 を取 り上 げ

た。例 え ば送電鉄 塔 には地震 、変動風 、雪 の脱落 な どによ って生 じる電線類 の張力

変動 は、 一般 的 な建築構 造物で は考慮 され ない レベルの衝 撃荷重 を加 える場合が あ

る。 また、軽量 か つ剛性 が高い架構形式が とられ ることが多 い こ とか ら、 必然 的 に

一般建 築 物 よ りも固有周期 が短 く
、振動 中 の応答 速度 が大 き くな る ことが 予想 され

る。

鋼 材 な どの構造用 材料 は載荷速度 の影響 によって基本 的 な機械 的性 質が変化 す る

こ とはよ く知 られ てお り、 ひずみ速度効果 を扱 った研 究は多数行 われてい る。 しか

し、鋼構 造物 の接 合方法 として一般 的なア ーク溶接 や ファスナー による接 合部 を対

象 とした研究 は少 な く、 特 に繰返 し荷重 に対 す る載荷速度 の影響 を調べ た研 究 はほ

とん どな されてい ない。本 章では 、鋼素材 お よび溶接 ・ボ ル ト接 合部 を対 象 に載荷

速度 を制 御 した高 速繰返 し載荷 実験 を行 い、各種 接合部 の履歴特 性 に及 ぼす ひず み

速度 の影響 につ いて調べ、速度 の影響 を含めた形 での定量 的表現 を試み た。

第4章 、第5章 では、塔状鋼構造物の塔体部の架構形式として広 く採用 されてい

るダブル ワレン形式の トラス架構 を対象に、特 に変形性能 に着 目 して静力学的特性

を実験的に調べた。

軟鋼を主 な構造材料 として用いる鋼構造架構では鋼素材 の高い剛性や強度 と粘 り

強い性質 を生か した架構 形式 とし、終局強度設計の考え方 を採用 して合理的かつ高

い構造安全性 を実現することを心 がけた設計が行われてい る。 しか し、前述の通 り

塔状構造 物の設計 は許容応力度設計が一般 的で終局強度設計的な手法は採用 されて
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いないが 、その理 由の ひ とつ に、 一般建築 物 では避 け るべ き破壊 形式 であ る座屈 に

よって架構 の耐力 が決定 され る トラス架構 が多用 されてお り、架 構 の変形 性 能が低

いため に終局 強度設計 にな じまない点が あげ られる。

第4章 では実 大規模 に近い塔状 トラス架構 塔体部 の部分架構 を用 いた静 的載荷 実

験 を行 い、水平力 に対す る従来 の架構の復 元力特性 を調べ た。部材 の細 長 比の組合

せ、 ボル ト接合部 のすべ り、水平 材 の有無 、水 平荷重 の塔 体 軸 に対 す る作 用 方 向、

鉛直荷 重 の レベル な どを パ ラメー タに選び 、種 々 の条件 を変 えた実験 か ら変形性能

の特徴 を明 らかに した。

第5章 では、 トラス架構 に終局強度 設計 の手 法 を取 り入 れ る上 で重要 とな る変形

性 能 を向上 させ るための新 しい架構形式 を提案 した。第4章 の結果 を踏 まえ、 トラ

ス架構 の斜材両端 部 に曲 げ降伏 先行部材 を取 り付 けるこ とに よ り斜材 の座 屈 を遅 ら

せ 、曲げ部材の塑性 変形 によるエ ネルギー吸収能 力 を利用 してよ り変形性 能の高 い

架構 を 目指 した ものであ る。提案 架構 に よる試験体 を用 いて第4章 と同様 の載荷実

験 を行 い、従 来架構 と比較す る ことに よりその効 果 を検 証 した。
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第1章

塔状鋼構造物の動力学的特性

1.1研 究 目的

一般 に塔 状鋼構 造 物 と呼 ばれる もの(無 線鉄塔 ・送電鉄 塔 ・観覧 塔 ・高 架水槽 な

ど)に は床 に相 当 す るものが な く、質量 が 高 さ方 向 に連続 して分 布す るとみなせ る

塔体部 と、用 途 に よって質量 ・配 置 の異 な る付属 物(ア ンテナ ・架 渉線 ・展 望台 ・

水槽 な ど)か ら構 成 され ているた め、その組 み合 わせ の違 い によ り質量 や 剛性 の高

さ方 向の分布 形状 は多岐 にわたる。

一方、質量 の大半 が床面 に集 中す る とみ なせ る一般 的 な建築構造 物 では 、その層

数 と同数 の質点か らなるせ ん断型 振動系 モ デル に置 き換 えて応答 解析 をす るこ とに

よ り地震 を受けた ときの構造物 の動 的な挙 動 を評 価 で きる こ とが既往 の研 究 によっ

て明 らか にされて お り、現在の建 築構 造物 の耐震 設計 で は この よ うな考 え方 に基づ

いて設計用 地震力 や層 せ ん断力係 数の分布 な どが定め られ てい る[1]。 従 って、 この

ような現 行 の設計 方法(い わゆる新耐震設計 法)を その ま ま塔状 構 造物 に適用 す る

こ とが妥 当であるか どうかは疑問 である[2]。

したが っ て、塔状 構造 物 の耐震 ・耐風 設計 を行 うにはそ の力学的 特徴 を考慮 した

塔体部 の動特性 を把握す る必要が あ り、 ま た、例 えば送電 鉄塔の 架渉線や 高架水槽

の水槽 内 の液体 の ように、塔体 部 の挙動 に大 きな影響 をお よぼす と考 え られる付属

物が存在 す る場合 にはその特性 も設計上考慮 すべ き重要 な点であ る と考 え られ る。

構 造物 の基本 的動特性 は剛性 ・減衰 ・質量 の3要 素 に よ り決 まるが、架渉線 や水

槽 な どの特殊 な振 動性状 を持つか あ るいは塔体 に影響 を及 ぼす もの を除い て も、用
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途 に よ り取 り付 け られるその他 の付属 物の 中 には 、観覧席 ・無線 ア ンテナ ・送 電鉄

塔 の腕金 等 の質量 が塔体 部 と比較 して相 当 に大 きい ものが ある。 また、各 階 にほぼ

均等 な重 量配分 となる一 般的 な建 物 とは異 な り、 これ らの 付属物 によって か な り不

均一 な質 量分布 となる ものが多い 。地震 に よ り構 造物 に作 用 す る水平荷重 を評価 す

るときに はベ ース シア と高 さ方向 の分布 が基本 要 素 となるが、質量分布 は特 に高 さ

方向の分布 に与 える影響が大 きい と考 え られる。

そ こで、本章 では この ような塔状 鋼構造 物の高 さ方向の 質量分布 の不均 一性 に着

目 して質 量分布 を様 々に変化 させ た模型試 験体 を製作 し、振動 台 を用 いて正弦波 な

らび に実 地震波入 力 に よる動 的加 振実験 を行 った。試験体 各部 で計測 した応答記録

か ら弾性 振動時 の動特性 を調べ 、質量分布 が応答 ならびに地震荷 重 の高 さ方 向分布

に与 える影響 につ いて調べた。

1.2実 験概 要

本実験では塔状鋼構造物の特徴である塔体部の質量分布の不均一性 に着 目し、種 々

の質量分布を持つ塔状鋼構造物を簡略化 した試験体を製作 して振動台による弾性範

囲内の加振実験を行い、その結果か ら最大せん断力の分布形状を求め、塔体部 に作

用する地震力の高さ方向の分布の特徴 を調べた。

試験体 には塔体部 を中実均等な円形断面 としたものと、 ダブルワ レン型 の トラス

骨組 としたものの2種 類を用い、動的載荷実験では正弦波お よび実地震波記録によ

るランダム波 を用いて加振 した。以下に実験の詳細を説明する。

1.2.1試 験 体

塔状鋼構 造物 は高 さと幅 の アスペ ク ト比 が大 きく、一般 的 な建築 構造物 と比較 し

て高 さ方 向に細長 い点が 特徴 であ り、水 平荷 重 に対 しては構 造物 全体 の曲 げ変形 が

卓越す る と考 え られる。 そ こで、試験体 塔体部 は質量 ・剛 性が高 さ方向に一様 な中

実円断面 の丸鋼 で製作 し、 これに質量分布 形状 を調整す る ために鉛 で作成 した重錘

を取 り付 け、重錘 の重量 ・個数 と高 さ方向 の取付 け位置 を種 々変 化 させ た もの を用

意 した。

図1.1に 試験体 の塔体部 と振動台への設置用 架台 を示す。塔体部 は長 さ2000mmの

JIS規 格 に よる公称径12mmのSR24丸 鋼 であ る。実験 では実規模 で塔高 数十 ～100m
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程 度 の塔 状 鋼 構 造 物 を想 定 して お り、 これ らの基 本 固有 周 期 τ1の 値 は 、

旧 日本 電 信 電話 公 社 慣 用 式[3]Tl≒0.015H(sec)

電 力 会 社 慣 用 式[4]T1≒0.007H～0.012H(sec)

た だ し、Hは 塔 高(m)

な どの設 計 用 慣 用 式 が 示 す よ うに1.OHz前 後 とな る ものが 多 い こ と を踏 ま え て 、
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H12巽

加速度計測位置

判185L

図1.3Wシ リーズ試 験 体(単 位:mm)

試験体塔 体部の寸 法決定 に際 して はで きる限 り基 本 的動特性 が実構 造物 に近 くなる

ように した。 また、応答加速度 が1G程 度 に達 した場合 で も脚部 最大応 力が弾 性範 囲

内 に収 まるように した。

この タイプの試験体 をここで はSシ リーズ と称す。塔体部棒鋼 の重量 は1775.7gで 、

集 中質量 を付加す るために取付 けた重錘 は、重量が2509、5009、7509、10009の4

種 類 を用意 した.試 験体 の名称 は、先頭にSの 字 を付 し、2文 字 目には4種 類 の鉛 の

錘 の配置 を示す記号 をつけ、その配置 は図1.2に 示す8通 りであ る。

SOは 丸鋼塔体 部のみで重錘 のない試験体 、SAは 頂部の みに錘 のあ る試験体 、SB

、SCは 頂部 お よび塔高2分 割 点のいず れか に重錘 をつけた試験体 、SD、SG、SJ、SL

は頂部 お よび塔高3分 割点のいずれかに重錘 をつ けた試験体 であ る。8通 りの配置 と

2種 類 の質量 の組 み合 わせ に より、 この タイプの試験体 は全部 で23種 類 であ る。

また、現 実 の塔状 鋼構造 物 では通信塔 、送電鉄 塔 な どに見 られ る ように、塔体 部

構 造 として ダブル ワレン形式 の トラス骨組 が採用 される こ とが多 い。そ こで 、前述

の 中実円断面 の塔体部 を持 つ試験体以外 に、図1.3に 示 す トラス骨 組 の縮小模 型 を製

作 した。 これ はパ ネル数13、 塔高1950mmで 、主柱材 と水 平材 に径3mm、 斜材 に

径2mmのSS400規 格 相当の丸鋼 を使 い、固有振動数調整 のため に主柱 材 ・水平材 各
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部 に球状の鉛 の重錘 を取 り付 けた もので ある。 さ らに頂部 に2.Okgお よび4.Okgの

重錘 を追 加 して固有振動 数 と質量 分布 を変 えた試験体 も製作 した。 この タ イプの試

験体 をここで はWシ リーズ と称す。試験体 の名称 は、先頭 にWの 文字 を付 し、頂

部重錘 の違 いによ りWA、WB、WCの3種 の試験体 を用 意 した。

実験 に供 した試験体の重錘の位置 と重量 を表1.1(Sシ リーズ2分 割 モデル)、 表

1.2(Sシ リーズ3分 割モ デル、Wシ リーズ)に まとめて示す 。表 に示 す錘重量 は、S

シリーズ については付加 した重錘重量 、Wシ リーズ については塔体部 と重錘 の重量

の合計値 を表す。

また、試験体 を、頂部 お よび重錘取付 け位置 に質 点 を持 つ1質 点～3質 点 モデル

に置換 した ときの質点質量(塔 体 部 と重錘 の合計)も それぞれ示す 。Wシ リーズ に

ついては全 て3質 点 モデルに置換 し、図1.3に △ で示 す加速度計測位置3箇 所 に質量

が集 中す るとみな した ときの質量で示 した。

表1.1試 験体 質量分布(2分 割 モデル)

試験体
頂部

錘重量(g)

1/2分割点

錘重量(g)

頂 部 質 量

(×10'3kg・s㏄2/cm)

1/2分 割点質量

(×10弓kg・s㏄2加)

SO 一 一 0.9541 一

S250A 250 一 1,209 一

S500A 500
一

1,464 一

S750A 750
一

1,719 一

SlOOA 1000
一

L974
一

S250B 一 250 0,477 1,209

S500B
一

500 0,477 1,464

S750B 一 750 0,477 1,719

S100B
一 1000 0,477 1,974

SlC 1000 1000 1,498 1,974

S2C 1000 500 1,498 1,464

S3C 500 500 0.9878 1,464

S4C 500 1000 0.9878 1,974
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表1.2試 験体 質量分布(3分 割 モデル、 ダブル ワ レン型)

試験体
頂部

錘重量(g)

2β分割点

錘重量(g)

113分割点

錘重量(g)

頂 部 質 量

(×1σ3kg・sec21cm)

213分 割 点 質 量

(×1σ3kg・sec21・m)

113分 割 点 質 量

(×103kg・ ・ec2加)

S250D 一 250 一 0.3184 L209
一

S500D 一
500 一 0.3184 1,464

一

S750D 一
750 一 0.3184 1,719

一

S100D 一 1000 一 0.3184 1,974
一

S250G 一 一 250 0.6361
一 1,209

S500G 一 一
500 0.6361 一 L464

S750G 一 ● 一
750 0.6361 一 1,719

S100G 一 一
1000 0.6361

一 1,974

SIJ 1000 1000 一
1,339 1,974

一

S2J 1000 500 一 1,339 1,464
一

S3」 500 500 　 0,829 1,464
一

S4J 500 1000 一 0,829 1,974
一

SIL 一 1000 1000 0.3184 1,656 1,656

S2L
一

1000 500 0.3184 1,656 1,146

S3L
一 500 500 0.3184 1,146 1,146

S4L 一 500 1000 0.3184 1,146 1,656

WA 787 1671 2142 0.0803 1,705 2,185

冊 2787 1671 2142 2,844 1,705 2,185

WC 4787 1671 2142 4,885 1,705 2,185

1.2.2載 荷 ・計 測 方 法

実験 には京都大学 防災研 究所 人為 地震発 生装置の動 電型振動 台 を用 い、 各試 験体

には、正弦波加振 に よる共振実験 と実地震 時の地動加速度記録 に よる加振実験 の2種

の加振実験 を行 った。

共振実験 では、一定振動数の正弦波 地動 を大 きさ10～20galの 一定の加 速度振 幅

で加 え、試験体 の振動が 定常状 態 となった ときの各 点での加速度 を計測 した。与 え

た正弦波 の振動数 は、予想 される固有振動 数 を中心 に0.1～2.OHzの 間隔 で1.0～

14.OHzの 範 囲である。



1

表L3加 振実験に使用 した実地震波記録

地震波名 時間軸縮尺率 継続時 間(sec)

EICenぱoNS・EW成 分

ImperialValley地 震(1940年5月18日)

0.6 18.0

0.8 24.0

Ta丘NS・EW成 分

KemCoun甘y地 震(1954年7月21日)

0.6 18.0

0.8 24.0

入戸港湾NS・EW成 分

十勝 沖地震(1968年5月16日)

0.6 24.0

0.8 32.0

実地震波 による加振実験 には、ElCentro(ImperialValley地 震 、1940年5月18

日)、Taft(KemCountry地 震 、1954年7月21日)、 八戸港湾(十 勝沖 地震 、1968年5

月16日)の 地震 におけるNS、EW成 分 の加速度 記録 を用 いた。但 し、試験体 の固有周

期 が実際 の塔状鋼構 造物 の固有周 期 と比較 して短 いため、 それぞれの記録 の時 間軸

を0.6、0.8倍 に縮め て周 波数成分 の調整 を行 った。表1.3に 使用 した地震波の一覧 を

示 す。

加振方向 は、共振 実験 では水平1方 向のみ、実地震波 に よる加振 実験 で は水平2

方 向にNS、EWの 各成分 をそれぞれ入力 した。入力加速度 の大 きさはいずれ も最大

100gal程 度 であ る。

試験体 の頂部 ・重錘 の取 りつ け位置 にひず みゲージ式加速度計(容 量2G、 応答周

波数70Hz、 重量25g)、 振動 台上 にサ ーボ式加速度 型振動計(容 量2G、 応答周波数

400Hz)を それぞれ取 りつけ、それぞれ水 平2方 向の加速度 を計測 した。 また丸鋼塔

体基部 には抵抗線 歪 ゲージ(弾 性1軸)を 貼付 して歪量 も計測 した。加速度計 ・歪 ゲー

ジの出力 は動歪計 によ り増 幅 した後AID変 換器 によ りデジ タル量 に変換 し、計測用

コン ピュー タの記憶装置 に収録 した。AID変 換器 のサ ンプ リング周期 は3mseqで あ

る。

実験 か ら得 られた データ は入力 地動加速 度 と試験 体加速 度計設置 位置で の応答絶

対加速度 である。図1.4に 示す過程 に したが って計測値の フ ィル タ リング と積 分 を繰

り返 し、加速度 計設置位 置での相対応答加速度 ・速度 ・変位 をそ れぞれ求め た。 フィ

ル タ リングには・線 形 な過渡域 を持 つ0㎜sbyフ ィル タと過渡域のleakageを 低 減す

るKaiserウ イ ン ドウを結合 させ たデジタル フ ィル タ[5,6]を用 い、通過周波 数帯 域 は

0.5～55.OHzの 間 と した。
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図1.4実 験測定値か らの時刻歴 デー タ生成過程

1.3実 験 結 果

1.3.1共 振実験 に よる試験体の基本動特性

正弦波加振 に よる共振実験か ら得 られた各試験体 の基本 的 な動 特性 を以下 に示す 。

ある振動 数の正弦 波形 を うけた と きの試 験体 頂部 での絶対応 答加 速度 を地動加速

度 で除 して求め た加速度応答倍率 を縦軸 に、振動 数 を横 軸 に とりプロ ッ トした結 果

の一例 を図15(a)～ 図1.5(f)に 示す。

図中にプロ ッ トした各点 は計測値 を示 し、曲線 は式(1.1)で 求 め られ る正 弦波地動

を受 ける1質 点系 の減衰振動加速度応答倍率1∫。σ刎 を示す共振 曲線 を実験値 か ら最

小2乗 近似 によ り求め た ものであ る。
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1…2(ω/ω 。)21∫

。(∫ω)1={
1・(ω/ω。)}…2(ω/ω 。)

(1.1)

図1.5(a)、 図15(b)は 頂 部 に重 錘 の つ いた1質 点 モ デ ル に 置換 で きる タ イプSA試

験 体 の1次 モ ー ド、2次 モ ー ドの共 振 実験 結 果 を示 して お り、1次 固有振 動 数 は約1・0

～1 .5Hz、2次 固有 振 動 数 は約10.0～10.8Hz、 減衰 定 数 は1次 、2次 と もに約0・007

～0 .010程 度 の 範 囲 にあ る。

図1.5(c)、 図1.5(d)は3分 割 モ デ ルの塔 高2/3点 にの み重 錘 を取 り付 け、頂 部 とあ

わせ て2質 点 モ デ ル に置換 で きる タイ プSD試 験 体 の共 振 実 験 結 果 を示 す 。1次 固 有

振 動 数 は約1.4～1.7Hz、2次 固有 振 動 数 は約10.0～11.2Hz、 減 衰 定 数 は1次 ・2

次 と もに約0.006～0.012程 度 の範 囲 にあ る。

図1.5(e)、 図15(f)は3分 割 モ デル の塔 高1/3及 び213点 に重錘 を取 り付 け・ 頂

部 とあ わせ て3質 点 モ デ ル に置 換 で きる タイ プSL試 験体 の 共振 実 験 結 果 を示 す 。1

次 固有 振 動 数 は約1.4～1.6Hz、2次 固 有振 動 数 は約8.5～9.5Hz、 減衰 定 数 は1次 、

2次 と もに約0.004～0.009程 度 の 範 囲 にあ る。

各 試 験 体 につ い て同様 の共 振 曲線 を最小2乗 近 似 に よ り求 め 、 こ れ か ら得 た 基 本 的

動 特性 を表1.4(Sシ リーズ2分 割 モ デル)、 表1.5(Sシ リーズ3分 割 モ デル 、Wシ

リー ズ)に そ れ ぞ れ示 す 。

表1.4試 験体 固有振動数 ・減衰定数実測値(2分 割型)

試験体
固有振動数(Hz) 減衰定数

1次 2次 1次 2次

SO 1.80 一 一

S250A 1,518 10,854 0.0100 0.0070

S500A 1,287 10,383 0.0090 0.0080

S750A 1,145 10,261 0.0065 0.0090

S100A 1,039 10,054 0.0065 0.0100

S250B 1,788 10,411 0.0067 0.0040

S500B 1,734 9,493 0.0072 0.0110

S750B 1,680 8,962 0.0100 0.0100

SlOOB 1,663 8,460 0.0068 0.0038

SlC 0,997 6,857 0.0080 0.0120

S2C 1,Ol6 7,676 0.0125 0.0130

S3C 1,264 7,206 0.0116 0.Ol29

S4C 1,233 7,204 0.Ol25 0.0170
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表1.5試 験体 固有振動数 ・減衰定数実測値(3分 割型)

試験体
固有振動数(Hz) 減衰定数

1次 2次 1次 2次

S250D 1,687 11,】68 0.0093 qoO59

S500D 1,601 10,693 0.0115 0.0079

S750D 1,508 10,302 0.0060 0.0065

S100D L445 9,972 0.0113 0.0081

S250G L813 10,815 0.0070 α0029

S500G L815 10ρ78 0.0085 0.0047

S750G L786 9,522 0.0082 0.0060

S100G 1,781 9,018 0ρ100 0.0048

SlJ 0,940 7,284 0.0100 α0116

S2J 0,990 8,122 0.0090 0.0150

S3J L209 8,794 0.0077 α0090

S4」 1,123 7,898 0.0065 0.0087

SlL 1,419 8,457 0.0060 0.0053

S2L 1,441 9,112 0.0065 α0036

S3L 1,585 9,529 0.0048 0.0054

S4L 1566 8!739 0.0057 0.0049

WA 16,395 一 0.0064 一

冊 10,466 一 0.0065 一

WC 8,416 一 0.0142 一

Sシ リーズ 全体 で見 れ ば1次 固有 振動 数 が約1.0～1,8Hz、2次 固有 振 動 数 は約7.2

～11 .2Hzで あ る。 ま た減 衰 定 数 は1次 、2次 と もに約0.004～0.014程 度 の範 囲 で

あ り、一 般 的 な鋼 構 造物 と比 較 す れ ばか な り小 さい値 とな っ て い る。

1.2.1項 に示 した慣 用 式 に よ りこ れ らの試 験 体 の実 規 模 に相 当す る塔 高 を略 算 す れ

ば 、T1≒0.0121f(sec)と して11=50～80m程 度 の構 造 物 に相 当す る基 本 固有 周 期 を

持 つ こ とに な る。 実 地震 波 に よる加振 実験 で入 力 した 地震 波 記 録 は時 間軸 を0.6倍 ～

0.8倍 に縮 小 して い るか ら相対 的 に固有 周 期 の 長 い構 造物 に相 当す る応 答 を扱 う こ と

に な り、 この 点 を考 慮 す れ ば、11ニ60～130m程 度 の塔 状 構 造 物 を対 象 とす る こ と

に な る[7]。

ダブ ル ワ レ ン形 式 の塔 体 部 を持 つWシ リー ズ の1次 モ ー ド固有 振 動 数 は約8.5～

16.4Hzで あ り、Sシ リーズ の2次 モ ー ドと同等 程 度 に大 きい 。 また 、2次 モ ー ドに

っ い て は さ らに固 有 振動 数 が大 き い た め、 振 動 台 の 能力 上 の 制 限 に よ り計 測 して い

ない 。減 衰 定 数 は0.006～0.014でSシ リー ズ と同程 度 で あ り、 また 、 試 験体 に相 当

す る実 架構 の 規模 はH=10～20m程 度 で あ る。
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1β.2実 地震波記録 に よる加振 実験結果
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実地震波加振 に用 いた入力 地震動 の卓越振 動数 はお よそ5.0～10.OHzで あ り、 こ

れ はSシ リーズの2次 モ ー ド、Wシ リーズの1次 モー ドに近 い。 したが って、本 章

の実地震波 による加振実験で は、Sシ リーズ(質 量 分布型)で は2次 モー ド、Wシ

リーズ(ダ ブル ワレン型)で は1次 モー ドが卓越 した振動性状 を示 してい る もの と

考 え られ る。

全 ての試 験体 の質量 は塔体部 とそ れに取 り付 けた集 中質量 とか らなる。 そ こで以

下で は、 連続体塔 体部の分布 質量 も集 中質量 に置 換 し、加 速度 計 に よる応答 記録 が

得 られてい る箇所 、す なわち試験体頂部 と重錘取 り付 け位置 に、表1.1～ 表1.2に 示

す値 の質 点 を持 つ集 中質量型の振動 モデル として取 り扱 う。
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質量分布 と応答の 特徴 との関係 を見 るため に、実 地震波加振 中に加速度 計設置位

置で計測 した応答値 か ら図L4の 過程 をへ て求め た相対応答 変位 の最大値 の一例 を図

1.6、図1.7に 示す。図の縦軸 は質点位置(cm)を 示 し、横軸 はその位 置での最大応

答変位(㎜)を 示す。

図1.6は 頂部 と1/2分 割点に集 中質量のあ るタイプで、頂部 の質量 が極端 に小 さい

S100Bか ら、頂部 と1/2分 割 点の質量が ほ とん ど同 じSCタ イプ まで4種 の試験体 に

つ いて、EICen廿o地 震波の時間軸 を0.6倍 に縮小 した場合 を(a)、0.8倍 に縮小 した場

合 を(b)に 示す。時 間軸の縮小率 に よ り応答 変位 の大 きさは異 な るが、両図 に共通す

る傾 向 として、頂部質量が相対 的に小 さいSlOOB(図 中の○、●)の 頂部 におけ る変

位がか な り大 き く、 いわ ゆ る鞭打 ち現象 を生 じて いることが分 か る。頂部 質量 が比

較 的大 きいSCタ イプで は中間部 と頂部の変位応 答 には大 きな差異 は見 られ ない。

図1.7は3分 割点 に集 中質量 を配 したSLタ イプに よる最大応答変位 を示 す。 この

モデルの特徴 は、先 のSCタ イプの頂部 に更 に小 さい質点 を追加 した質量分布 となっ

ている点で ある。 図1.6のSCタ イプに よる結果 と比較 すれば、中間部 の質量分布 に

よらず 、 いず れ も頂 部 に近 い点 ほ ど変位 が 増 大 す る傾 向 を示 して お り、 前 述 の

S100Bと 同様 であ る。

14質 量分布 と地震力の高 さ方向分布

耐震設計 を規定 してい る各 国の設 計基準 で は設計 用 地震 力 の算定 方法 は様 々であ

るが、基本 的 には各階 レベル毎 に作用す る地震力1}あ るいは層せ ん断力9」 として

静的水平荷重 を算定す る ものである。 その算 定方法 はある レベル ∫での重量 貼 また

は レベル ゴよ りも上の部分 の重量 理 に、震度 瓦 または層せ ん断力係 数qな どと呼

ばれ る係数 を乗 じる ものが ほとん どである。す なわ ち、

君=K画 (1.2)

あ る い は、

¢=q四 (1.3)

であ る。

地震力 の大 きさを左右す るさまざまな因子 の影響 は震度1(、 や層せ ん断力係 数C 、

などの係 数 を決定 す るプ ロセスの 中で考慮 されて お り、地 震力 の高 さ方向分布 もこ
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れに含 まれ る。

わが国の 最初 の耐 震規定で あ る市 街 地建築 物法(1924年)で は高 さ方 向の分布 に

関す る規定 はな く水平震度 は高 さによらずベースシヤ係数 に等 しい一定値(α1以 上)

に採 られ ていたが 、近年 の耐震規 定ではほ とん どの国でそ れぞれ高 さ方向 の分布 に

対す る規 定が含 まれてい る。 これ らの一般 的傾 向 は頂部 に近 いほ ど震度が 大 き くな

る点 を考慮 した ものであ るが、そ の表現 方法 は種 々あ り、大別 す れば、震度 を逆三

角形型の 分布 と した もの 、逆 三角 形型 の震 度分布 に頂部集 中荷重 を組み合 わせ た も

の、放物線型 の震 度分布 と した もの、振動 モー ド形状 に応 じて分 布 させ た もの ・な

どが あげ られる[8]。現在 のわが国の耐震規定 はこれ らの いず れ とも異 な り・A'分 布

と呼 ばれ る次式 の分布係 数 を用 いて層せ ん断力係 数C`を 規定 してい る。

4ニ1+〔去 一傷〕lllT (1.4)

α
、

四

へで》
」こ

T

で あ る。

=基 準化重量 理/W

:'層 以上の重量

:地 上部分 の全重量

:1次 固有周期(sec)

これ らの耐震規定 による地震荷重 は一般 建築物 を対象 と して いる ため に、構 造物

の振動モ デル と してはせ ん断 モデ ルを採用 してお り、 また 、振 動 モ ー ドと しては基

本振動モ ー ドのみ を取 り扱 うものが大半 で ある。 しか し、 塔状構 造物 につ いては曲

げせ ん断型の振動 モデル に近 い応答 を示 し、また2次 以上の高次 モ ー ドの影響 が大

きい場合 も考 えられるか ら、 この ような仮 定の違 い によ り地震荷 重の評価 には適 切

でない場 合 もあ る と考 え られ る。 そ こで以下 で は、一般 的 な建 築 物 におけ る地震荷

重 の高 さ方 向の分布 がA,分 布 に従 うもの とみ な し、実験記録 か ら求 めた層 せ ん断力

係 数の分 布 と比較 す るこ とに よ り、塔状構 造物の 作用 す る地震荷 重 の高 さ方 向の分

布 の特徴 を調べ る。

ここでは 、実地震 波加振 実験 か ら得 た地震応答記 録 に基 づ いて次 の値 を求 め た。

す なわち 、各質点 の質量 と実験か ら得 たそ の点で の応答加 速度 の最 大値 を用 い て、

各質点位置 におけ る最大層せ ん断力 を水 平直交2方 向、お よび両方 向成分 を合成 し

た方向に ついてそ れぞれ求 めた。 また、 この値 を基 に層せ ん断力係 数・ な らび に層

せ ん断力 係数 をベ ース シヤ係数 で 除 して無 次元化 した値(以 後 、層せ ん断力係 数分

布係 数 と呼ぶ)を それぞれ求めた。
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表1.6層 せ ん断力係数(2分 割型2質 点 モデル)

試
験
体

入力地震波

(時間縮尺)

X方 向(田) Y方 向(NS) 2方向

1分
/割
2点

器
1分
/割
2点

器
1分

/割
2点

環

S500B

EICenπo(0.6) 0,277 0,479 0,278 0,493 0,390 0,633

EICenじo(0.8) 0,315 0,455 0,244 0,353 0,398 0580

S100B

ElCenじo(0.6) 0,294 0,490 0,140 0,303 α352 0,601

EICen膨o(0.8) 0,269 0,488 0,280 0,527 0,394 0,719

SIC

EICe煎o(0.6) 0,152 0,127 0,188 0,161 0,246 0,208

ElCen廿o(0.8) 0,163 0,126 0,184 0,155 0,237 0,197

Tafl(0.8) 0,372 0,286 0,337 0,282 0,471 0,385

S2C

ElCenロo(0.6) 0,207 0,148 0,157 0,127 0,258 0,195

E且Ce宙o(0.8) 0,310 0210 0,274 0,200 0,393 0,276

Taft(0.8) 0,547 0,373 0,515 0,374 0,666 0,481

S4C

ElCen官o(0.6) 0,179 0,183 0,241 0,253 0,294 0,302

EICen甘o(α8) 0,310 0,283 0,330 0,330 0,432 0,415

Taf【(0.8) 0,487 0,450 0,518 0,515 0,694 0,685

表1.7層 せ ん断力係数(3分 割型2質 点モデル)

試
験
体

入力地震波

(時間縮尺)

X方向(即) Y方 向(NS) 2方向

2分
/割
3点

頂
部

2分
/割
3点

頂
部

2分
/割
3点

頂
部

S500D

EICenじo(0.6) 0,138 0,254 0215 0,432 0,267 0,521

EICe甜o(0.8) 0,153 0289 0,240 0,479 0541 0,282

S100D

ElCe甜o(0.6) 0,194 0,416 0,209 0,473 0,285 0,628

ElCen廿o(0.8) 0,157 0,316 0,191 0,407 0,247 0,516

SIJ

ElCenαo(0.6) 0,200 0,189 0,260 0,252 0,330 0,320

EICenロo(0,8) 0,232 0,229 0,235 0,234 0,333 0,229

Taft(0.8) 0,404 0,387 0,370 0,345 0503 0,526

S2」

E星Ce宙o(0.6) 0,203 0,165 0,172 0,142 0,284 0,231

ElCe甜o(0.8) 0,230 0,195 0,208 0,176 0,310 0,267

Taf【(0.8) 0,496 0,401 0,422 0,316 0,605 0,492

S4J

EICenro(0.6) 0,225 0,275 0,198 0,232 0,284 0,347

ElCen賦o(0.8) 0,372 0,474 0,307 0,391 0,485 0,621

Taft(0.8) 0,486 0,782 0,486 0,622 0,763 0,994

1分
/割
3点

頂部
1分
/割
3点

頂
部

1分
/割
3点

頂
部

S500G

EICe煎o(0.6) 0,377 0,482 0,418 0,555 0,477 0,618

EICenじo(0,8) 0,315 0,436 0,338 0,453 0,428 0,603

SIOαG

ElCenro(0.6) 0,280 0,416 0,263 0,405 0,390 0,590

EICe甜o(0.8) 0,356 0554 0,386 0,550 0521 α789



22第1章 塔状鋼構造物の動力学的特性

表1.8層 せ ん断力係 数(3分 割型3質 点 モデル)

一
2方向

試
験体

入力地震波

(時間縮尺)

X方 向(EW) Y方 向(NS)

1分
/割
3点

2分
/割
3点

頂
部

1分

/割
3点

2分
/割
3点

頂
部

1分
/割
3点

矯
3点

器

SlL

日Cen㍑o(0.6) 0,251 0,223 0,705 0,228 0,197 0,589 0,341 0,296 α926

ElCen廿o(0,8) 0,252 0,257 0,630 0,229 0,226 0,510 0,330 0,334 0,793

Taft(0,8) 0,359 0,359 0,977 0,303 0,303 0,732 0,461 0,453 1,187

S2L

ElCenロo(0.6) 0,183 0,170 0,439 0,188 0,168 0,404 0255 0,238 0,596

E且Cenro(0.8) 0,208 0,209 0,521 0,239 0244 0,545 0,305 0,311 0,733

Taft(0。8) 0,431 0,431 1,130 0,350 0,350 0,805 0,584 0546 1,340

S4L

ElCenロo(0.6) 0,223 0,292 0,488 0,199 0,203 0,382 0,290 0,292 0,609

E且Cen⑳(0.8) 0,349 0,372 0,802 0,304 0,315 0,609 0,445 0,470 0,979

Taft(0.8) 0,431 0,431 1,130 0,350 0,350 0,805 0,584 0,546 1,340

WA

ElCen廿o(0.6) 0,360 0,502 0,713 0,300 0,428 0,545 0,403 0,653 0,889

Taft(0.6) 0,313 0,399 0,540 0,237 0,303 0,358 0,380 0,486 0,616

八戸(0.6) 0,232 0,291 0,408 0,169 0,202 0,255 0,268 0,321 0,423

WB

ElCe甜o(0.6) 0,397 0,511 0,622 0,464 0,558 0,666 0,609 0,780 0,912

TafI(0.6) 0,725 0,934 1,136 0,755 0,970 1,118 1,056 1,363 1,604

八戸(0.6) 0,355 0,435 0,513 0,336 0,402 0,455 0,434 0,519 0,609

WC

ElCen官o(0,6) 0,263 0,299 0,323 0,248 0,288 0,309 0,289 0,328 0,355

Taft(0,6) 0,630 0,745 0,800 0,555 0,653 0,699 0,811 0,957 1,033

八戸(0.6) 0,322 0,371 0,403 0,295 0,340 0,361 0,409 0,474 0,507

求 めた層 せ ん断力係数 を表1.6～ 表1.8に 示す。表1.6に はSシ リーズの質点数2

で塔高2分 割点 にあ るSB、SCタ イプ、表1.7に 質点数が2で その位置が塔 高3分 割

点 にあるSD、SJ、SGタ イプ、表1.8に 質点数が3で 塔 高3分 割点にあ るSLタ イプ

お よび塔体 部が ダブル ワレン型のWシ リーズの試験体 の値 であ る。

また、 これ らの表 中の値 か ら層 せ ん断力 係数分布 係 数 を求めた結 果 を、 新耐震基

準 のA,分 布 と比較 して図1・8～1・10に 示 す。各図の縦 軸 は基準化 重量 α、を示 し、

横 軸 は層せ ん断力係数分布係数 を示す。

図1.8は 頂部 と1/2分 割点 に集 中質量 のある タイプで、頂部 の質量が極端 に小 さい

S100Bか ら、頂部 と1/2分 割点の質量がほ とん ど同 じSCタ イプまで4種 の試験体 の

結 果であ る。入力地震波 はElCentro地 震波の時 間軸 を0.6倍 、0.8倍 に縮小 した もの

で、それぞれ水平2方 向の成分 についての結果 を示す。

入力波 や成分 の違 いに よらず、頂部質量が極端 に小 さいS100B(図 中●印)の 層せ

ん断力係数分布係数が最 も大 きくな っているが、 その大 きさはA,分 布 とほぼ同 じ値

を示 している。SCタ イプで はいずれ もせ ん断力係数分布係 数 はA,分 布 よ りも小 さ
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く、1前 後 の値 を示 してい る。

図1.9は 、先 のSCタ イ プ と、 そ の上 部

に さ らに小 さ い質 点 を 追加 した 質量 分布

形 状 のSLタ イ フ.、 合 わせ て6種 の試験

体 に関 す る結 果 で 、入 力 がElCentro地 震

波 の 時 間軸0.6倍 、0.8倍 、 お よびTaft地

震 波 の0.8倍 の場 合 につ い て示 す 。

SLタ イ プの 中間 部 にお け る値 は いず れ

も1D前 後 でA,分 布 と比較 す れ ば小 さ く、

SCタ イ フ.と ほぼ 同 じ値 に な っ て い る。

しか し、 頂 部 で は急 激 に大 き くな っ て お

り、 そ の値 はA,分 布 と同程 度 で あ る。 こ

れ は 質量 が 中 間点 と比 較 し てか な り小 さ

い た め に相 対 的 に 大 き くな っ た もの で あ

り、先 のSlOOBの 頂 部 と同 じ傾 向 を示 す

もの と考 え られ る。
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図1.10Wシ リーズ
地震層 せ ん断力係数分布

これ らのSシ リーズ試験体 はいず れ も2次 モー ドが卓越 した振 動 を してお り、 こ

の場合 のせ ん断力係 数分布係数 は、1次 モ ー ドを基準 に算 出されるA`分 布 に近 い分

布形状 を示 してい る と考 えられ る。
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次 に、図1.10にWシ リ_ズ の3体 の試験体 について、3分 割3質 点 モデルの場合

の結果 を示 す。 このシ リーズで は先 のSシ リーズ と基本的動特性が異 な り、1次 モー

ドが卓越 した応答 を示 してい るが、層せ ん断力係 数分布係 数 は全般 にわた りA,分 布

よ りも大 きな値 を示 している。

図 中に太 い点線で 示すの は曲げせ ん断型振動 モデ ル によ る解析 値 である。高 さ方

向の質量分布が ほぼ等分布 となる塔状 トラス構 造物 を6質 点系 に置換 し、主柱材 お

よび斜材 の剛性 か ら塔体 部全体 の 曲げ剛性 とせ ん断剛性 を計算 して得 た曲 げせ ん断

型振動 モデル を用 い、EICentro地 震 波 による弾性応答解析 の最 大応答値 か ら層せ ん

断力係数分布係 数 を算 出 した ものであ る。 この曲げ変形 を考慮 した解析値 をWシ リー

ズの実験値 と比較 す れば両者は中 間部 か ら頂部 まで高 さ方 向全般 にわた って良い対

応 を示 してお り、実験値 と同様 にAご 分布 よ りも大 きな値 を示 してい る。

A,分 布 と解析 値の重要な相違点 は、仮 定す る振動系 がせ ん断型 であ るか 曲げせ ん

断型であ るかの違 いであ り、骨組 の アスペ ク ト比 が比較的 大 きい塔状鋼構 造物 では

曲げ変形が卓越 す るためA∫ 分布 とは異 なる分布性状 を示 す。従 って・地震層 せ ん断

力係数分布係 数 と して新耐震設計基準 で使用 されてい るA,分布 をそ のま ま用 いる と・

地震層せ ん断力 を過少評価 す るこ とにな り、曲げ振動系 が 卓越 す る ことを考慮 した

モデルによるせ ん断力係数分布 を採用 する必 要があ ると考 え られる。

1.5結 論

塔状鋼構造物に特徴 的な高 さ方向の質量分布 を持 つ試験体 を各種用いて振動台に

よる動的加振実験 を行い、弾性振動時の動特性 を調べた。一般建築物の地震荷重の

高さ方向分布はA`分 布によるもの とみな し、これと比較 して塔状鋼構造物の地震荷

重の高さ方向分布の特徴をまとめると以下の通 りである。

(1)塔 高50～100m程 度の鉄塔で あれ ば、過去の地震記録 に よる卓越 振動数 に対

して2次 モ ー ドが卓越 す る場合が多 く・その場合 に層 せ ん断力係数分布係 数 は ん 分

布 と大差 ない と考 え られ るが 、頂 部 の質量 が軽 くなる に従 って相 対 的 に頂 部 の層 せ

ん断力係 数が大 き くなる傾 向があ る・従 って、機 能上 などの理由 で厳 しい変形量 の

制限が課せ られる場合(例 えば無線鉄塔 ・通信鉄塔)に は特 に注意が必要 である。

(2)1次 振動 モー ドが卓越 して振動す る場合 、地震層 せ ん断力係数 の分布係 数 と
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して新耐震設計基準で規定されるA,分 布によれば地震層せん断力の過小評価 につな

がる場合 があ り危険側 となる。従 って曲げせん断型の振動系 を仮 定 して地震力 を評

価する必要がある。
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第2章

鉄塔一架渉線連成系構造物の動力学的特性

2.1序 論

2.1.1研 究 目 的

塔状鋼構 造物 が一般的 な建築構二造物 と異 なる構造上 の特徴 のひ とつ に、用途 によっ

て質量 ・配置 ・構二造特性 の全 く異 なる付属 物が取 付 け られ る点 が あ り、付 属物 の挙

動が風や 地震 な どの動荷 重 に対す る構 造物全体 の動 的挙動 に大 きな影響 を及ぼす場

合が多い。 この ような例 として以下 の構造物が挙 げ られ る[1]。

・観覧鉄 塔 ・マイ クロ無線鉄塔 な どの頂部 に大 きな重量物 が取 りつ く構 造物 で、極

端 に トップヘ ビーな質量分布 とな り地震時 に顕著 な動 的応答 が予測 される場合。

・通信鉄 塔 、航空 管制塔 の ように機能上、応答 の 大 きさに一定の 制限が設 け られる

場合。

・高架水 槽 におけ る水槽 内の水 の スロ ッシ ング現 象の ように、構 造物系の 中で特異

な振動現象が予測 され る場合。

一般 に、 これ らの特異 な動特性 を持つ と考 え られ る塔状 鋼構 造物 の設計 では固有

周期 ・振 動モ ー ドなどの基本 的動 特性 を的確 に評価 す る必 要が あ り、その ための構

造物 のモ デル化 に は架構 形式 ・規 模 な どの構 造 的特徴 を踏 まえた上 で、曲 げ ・せ ん

断多質点系 モデルあ るい は連続体 モデルな どの 中か ら選択す る必 要が あ る。
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本章で は、特異 な動 的挙動 が予測 され る構造物 の 中で も特 に送電 鉄塔 に見 られる

ケ_ブ ル と塔状構 造物 か らなる連 成系構造 物 に着 目 し、地 震時 を対象 に実 験 お よび

解析的手法 によ りその動特性 を調べ た。

この種 の塔状鋼構造物の特徴 は、第1に ケーブル 自身が独 自の振動特性 を有 して

いる点で 、比較 的低振 動 数の横波 モー ドか ら高振 動数の縦 波モー ドまで多 数の振動

モー ドが存在す る。 この ようなケ ーブル独 自の振 動 は特 に風荷 重 時の ようにケーブ

ル に直接動荷重が作用 す る場合 に問題 となる。第2に ケーブル を介 して多数 の塔状

鋼構 造物 が連結 されてい る ことに よ り隣 接す る鉄 塔群 の間 で連成 振動 し、単独 の鉄

塔 とは異 なる動特性 を持 つ点であ る。特 に送電鉄 塔 は地形 の複雑 な山間部 に建 設 さ

れ る場合 が多 く、個 々の鉄塔の高 さや重量 、あ るいは架渉 線 の取 り付 け られ る角度

は全 て異 なる場合 が多 い。 このた め基本 的動特性 の異 なる構造物 が多数連 結 された

複雑 な振 動系 を構 成す る こ とにな り、地震 などに よる動荷 重 の作 用 を受 け た ときの

応答 は、単独 の構 造物 とは相 当異 なることが予想 される。

近年発生 した数件 の大地震 時 には比較 的小規模 な架 空配 電設備 に おいて傾斜 ・倒

壊 の被害例 が多 く見 られ る。その 主要な原 因は軟 弱地盤地 域 にお け る支 持 力不足 あ

るいは地盤 の移動 や液状化 による ものであ るが 、折損被害 の原 因 は地際部 の固定条

件 と架線 ・支線 の張力 の影響が大 きい ことが 指摘 され ている[2]。 しか し、過 去 に国

内で送電鉄塔 が地 震 に よ り重大 な被害 を受 けた例 はほ とん どな く、台風 な どの風 に

よる被害 が多 い。 この ため、現行 の設計 に おいて は風荷重 に対 す る規定 は詳細 に定

め られてい るが、地震の影響 は特 に考慮 されていない場合 が多 い[3]。

一方、近年の大都市 を中心 とす る電力需要が急激 に増加 してい る こと と、原子力 ・

火力 を中心 とす る大規模 な発電設備が都市か ら遠隔地 に多数建 設 された こ とに よ り、

高電圧 ・大容量 の送電設備 が必 要 とな り、送電鉄塔 は高 さ100m以 上 に大型化 した も

のが多数建設 され ている。 これ らの大型 送電鉄塔 は大 規模 化す る 架渉線 や腕金 の影

響 も大 きく、耐震性 に検討 を加 えることの重 要性 が指摘 されている[13]。

本研究で は、特 に地震時 におけ る鉄塔 一架渉線連 成系の 動 的応答 が架渉 線 の存在

によ りどの ような影響 を受 けるか とい う点 を主眼 に、単純 化 され た模 型 を用 い た振

動 台 による動 的載荷実験 を行 った。実験 か ら得 られたデー タに よ りシステ ム同定 の

手法 を用 いて振動 中の鉄 塔試験体 の動特性 を調べ る と共に 、 これ らの結 果 を検 証 し

なが ら架 渉線 の非 線形挙 動 を考慮 に入 れた数値解 析 を行 って、連 成系 の応 答 の特性

を調べた。
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2.12既 往 の研 究

(1)ケ ー ブルの振動特性

ケ ーブルの 自由振 動特性 に関す る研 究 は古 くか ら行 われ ているが 、近年 も多 くの

研 究成 果が発表 されている。

山 口 ・伊藤 は完全可挑 性 と伸張性 を仮 定 したケーブル の3次 元連続体 と しての振 動

を取扱 う場合の厳 密 な定 式化 を行 い、微小 変位 の仮定 に よる線形 支配方程 式 を求め

固有値解析 を行 ってい る[4]。 また、構 造物 に使用 される多 くのケ ーブル構造 は幾 何

学的非線形性 を有 す ることか ら、線形系 の初期状態 の固有モ ー ドを基準座標 にと り、

これ を一 般化 変位 と して幾何 学的 非線 形項 を含 む運動方程 式 を直接積分 法 で積分 す

るこ とに よ り弱非線形問 題 に適用 し、正弦 波外乱 に対 す る時間応 答解析 を行 ってい

る[5]。 これ らの結 果か ら、特 に、ケーブルの振動特性 は1つ の材料パ ラメー タ(縦

波 ・横波伝 播速度 比)と2つ の形状パ ラメー タ(サ グ比 と両支持 点の傾斜角)に よ

り決 まる こと、固有 モー ドの特徴 として、低次 固有振動 数 領域 において同一振動数

で3つ の固有モ ー ド(面 内2方 向、面外1方 向)が 存在 し、特定 のサ グ比 に対 して高

次モー ドへの遷移 領域が存在 す る こと、時 間応答 特性 に対 して もサ グ比 が重要 なパ

ラメー タとな り、振動方向 ・モー ド形状 によ り張力 ・変位 の応答特性が異 なる こと、

などが指摘 されている。

真柄 ・川股 ら[6,7]は、2方 向ケーブルネ ッ トな どの不安定 吊構造 の大変形時 には部

材の剛体 変位 のみ で構成 され るリ ンク運動 が変位 の大部分 を占め る点に着 目 し、部

材変形 を無視 した リンク機構 のみ での釣合 可能形 状 を決定 するた めに、節 点変位 と

部材 軸力 を未知数 とす る混合法形 式の非線 形方程 式 を導 き、数値 解析 に よ り形状決

定 と変形 解析 を行 う手法 を提案 している。 さ らに部材 のひ ずみ及 び初期応 力 を伴 う

場合 に拡張 し、幾何学 的非線形問 題の厳 密解 を得 る方程式 を誘導 し数値解 析 を行 っ

た結 果 について も報告 している。

(2)鉄 塔一架渉線連成系の強風時振動特性

小 園 ・前 田 ・牧 野 ら[8,9]は、真柄 ・川股 らの提 案す る混 合法 に よる解析 手法 を用

い、鉄塔 一送電線 連成系 の強風 時 の応答解 析 を 目的 と した数値解 析 的研究 につ いて

報告 している。塔高60m規 模 の耐張型鉄塔 を対象 とす るモデル に対 して、架渉線 の

端部拘束 条件 ・サ グ比 ・本数 ・分 割数 な ど をパ ラメー タとす る固有値解析 、周波数

応答解析 を行 った結 果、周波数域 毎 の架渉 線の 固有振動 モ ー ドの違 い と、架渉線張

力 お よび鉄塔変位 に及ぼす影響 に ついて報 告 して いる。 ま た、特 に低周波 域の横波
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モー ドに着 目 して起振機 による実 架構 の振 動 実験 と数値解 析 との比較検討 を行 った

結 果、鉄 塔_架 渉 線連成 系 の固有 振動モ ー ド特性 を明か に し、架渉線が鉄塔 に及 ぼ

す影響 と して、

1.架 渉線か ら直接鉄塔 に作用す る動 的張力(架 渉線主導 のモー ド)

2.架 渉線 に より結合 された隣接鉄塔 の影響(鉄 塔主導 のモー ド)

の2つ を挙 げ、架 渉線主 導のモ ー ドでは 、低周波 域 で横 波 ・奇数 次モ ー ド・高周

波域 では縦波モー ドが動 的張力 に対 す る影響 が大 きい こと、鉄塔主導の モー ドで は・

架渉線 は鉄塔 間で変形 を伝 える静 的結合バ ネ と して働 き、 鉄塔 間の振動の位相差 に

よ り固有周 波数 が分岐す ることなどを指摘 している。

また、Kempener[10]ら は塔高50mの 鉄塔6基 か らなる実規模 の鉄 塔 一架渉線系 の

静 的お よび動 的試 験 を行 い、鉄塔 単体 の固有振動 数 ・振動 形 につ い て理論 と実験 の

結果が10%程 度 の誤差で一致 した と報告 している。

(3)鉄 塔 一架渉線連成系の強震時振動特性

地震時の動 的応答 について調べ た研 究 として、以下の ものがあげ られる。

岩間 ・玉松 ら[11,12]は 、架渉 線 とガイ シか らなる振 動系 の動 特性 とそ の影響 を考

慮 した鉄塔系の振動特性 を把握す るため1ス パ ン実架渉線の動的加力実験 を行 い、

架渉線 ガイシ系の振動特性 を調べ る とともに、鉄塔 との連成系 につ いて固有値解析 、

周波数応 答解析 を行 った結果 につ いて報告 してい る。その 結果、 主 要 な固 有振動 と

して、長 周期の架 渉線 の固有振動 と、塔体 お よび腕 金の固 有周期 に近接 した周波数

域 におけ るガイシの変位 が卓越す る固有振 動 が存 在 す る。 また、耐 張型鉄 塔連成系

の地震時応答 は、線路 方 向で架渉 線 ガイシ系 の振 動 特性 の影響 を受 けるが 、架 渉線

による変 形拘束 に より応 答 は単独 鉄塔 より も小 さ くなる こ と、線 路 直交方 向は架渉

線 ガイシ系の応答 が連成 系 の応答 にほ とん ど影響 を及 ぼ さない こ と、 な ど を指摘 し

てい る。

小 坪 ・高 西 ら[13-17]は 、起振 機実験 、常時微 動 観測 によ る実験 と、固有値 解 析 な

らび に動 的応答解 析 を行 い、鉄塔 一架渉線 連成系 の地震応 答 につ いて詳細 な一連 の

研究結果 を報告 している。

この中で 、実架構 の常時微 動観 測 か ら、 架渉線支 持方法 が懸垂型 の鉄塔 で は加振

方 向 によ らず架渉線 の影 響 は少 な いが、耐 張型の鉄 塔 では線路方 向振動 時 に架渉線

の影響 を受 け、架 渉線 の ばね作用 ・質量作 用 を考慮 す る必 要が あ るこ とを指摘 し、

架渉線の ばね定数 の振動 数特性 を詳細 に調 べ てい る。その結 果、 架渉線 の 固有 モ_

ドは多数存在す るが、特 に振動数 特性 で顕 著 なピー クを示 す固有 モ ー ドは数個 に限
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定 され る ことを示 し、 これ らのモ ー ドのみ を考慮 した簡略 化 した振 動数特性 を用 い

た振動形解析法 に より動的応答 最大値 を評価 で きるこ とを示 している。

この結果 を基 に耐 張型鉄 塔 と架渉線 か らなる連成 系 の強 震時線 路 方向振 動解析 を

行 った結 果、変位 ・加速度 ・部材 応力 な どの最大応答値 は単独鉄 塔 の場合 の最大応

答 と比較 して同程 度 また はそれ以 下であ り、単独 鉄塔 に対 す る設計値 が鉄 塔 一架 渉

線系 中の鉄 塔 については、安全 側の値 を与 える と結論 づ けてい る。

これ ら既往 の研究 におい て鉄塔 一架渉線 連成系 の動 特性 は、架渉線 の振 動特性 を

把握 し、 それ を考 慮 した連成系 の動 的応答 を評価 す る形で行 われ てい る。特 に架渉

線 の振動 特性 は、前述の小 園 ら、小坪 ら、岩 間 らの研 究 に よ り詳細 に明 らかに され

てお り、動的応答 に及 ぼす影響の大 きい架渉線振動 モー ドとして、

・高周波域の縦波モー ド(5～50Hz)の1次 あ るい は2次 モー ド

・低周波域の横 波モー ド(0 .2～1.OHz)で 奇数次 にみ られ る遷移モー ド

があげ られ、偶 数次モー ドな どのその他 の多 くのモー ドは架渉線動 的張力へ のモー

ド寄与 は小 さいこ とが報告 されてい る。

また、架渉線 の支持方法 として、鉄塔腕金に架渉線 張力 が直接作用 す る耐張型 と、

直接張力 が作用 しない懸垂型の2種 類 が使用 されてい るが、懸垂型鉄塔 で は架渉線 と

の動的相 互作用 は認 め られず、そ の影響 が 問題 となるの は耐張型鉄 塔で しか も線路

方向加振時 であ ることがいず れの振動 実験 で も報告 され ている。

したが っ て、地震 時 を対 象 とした既往 の連成系 の動 的応 答解析 は主 に耐張型鉄塔

の線路方 向加振 時 の応答 を中心 に行 われて いる。 いず れの研 究結 果 も、強震 時の連

成系 の動 的応答 は単独鉄 塔の応答 を下回 る場合が 多 く、架 渉線 の 動的張力 が連成系

内の鉄塔 の応答 に及ぼす 影響 は安 全側 にな る、 とす る もの が ほ とん どであ る。 これ

らの解析研 究の対 象 とな る複数の 鉄塔 と架 渉線か らなる連 成系 モ デル は、 いずれ も

鉄塔 、架渉線 などの諸元が 同一 で、一直線 上 に配置 された鉄塔群 を扱 っている。

しか しなが ら、現 実 の送 電鉄塔 におい ては各鉄塔 の基本 的動特性 や架渉 線のサ グ

比(中 央 携み 一スパ ン比)、 傾斜 角 な どが多様 な値 を とる ため、隣接す る鉄塔の動

的応答が それぞれ異 な り、連成系 の動 的応 答 は さ らに複雑 な挙動 を示す こ とも予想

されるが 、 これ らの点 も考慮 した動的応答 に関す る研 究 は ほ とん どなされ ていない

のが現状 である。
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2.2塔 体一架渉線連成系の動的加振実験

2.2.1実 験 概 要

本実験は、送電用鉄塔特有の付属物であ る架渉線が地震動を受ける鉄塔塔体部の

挙動にお よぼす影響 を調べる目的で行 った もので、棒鋼 を用いて簡略化 した鉄塔模

型 と架渉線とか らなる連成系の試験体 を用意 し、振動台を用いて正弦波あるいは実

地震波記録による動的載荷実験を行 った。

棒鋼を用 いた鉄塔試験体 では塔体部は主 に曲げ振動型にモデル化 して取 り扱 うこ

とになるが、現実 の送電鉄塔は山形鋼あるいは鋼管によるダブル ワレン形式の トラ

ス骨組で構成される場合 が多 く、棒鋼 を用 いた試験体 による塔体部のモデル化が適

切かどうかを確認する必要がある。そのため、ダブルワレン形式 の模型試験体 を併

せて製作 し、独立鉄塔 としての動特性 を棒鋼 と比較検討するための実験 も行った。

2.2.1.1試 験 体

連成系試験体 に用 いた鉄塔部 を図2.1

に示 す。塔体部が径5mm、 高 さ400mm

のSS400相 当丸鋼製 で、頂部 に板 厚6mm

の鋼 板製 の腕金 部 を取 りつ け、 さ らに

固有 周期 を調整 す るた めに腕 金下 に鉛

のお もり(5009)を 取 りつ けた。

連成系試験体 は図2.2に 示 す ように鉄

塔 試験体3基 をスパ ン1058mmで 直線

上 に配置 し、塔 体部 棒 鋼 の基 部 に切 っ

たネ ジで振動台上 の治具 にネジ留め し、

各腕金先端 に2本 ずつ計4本 の架渉線

で鉄塔 間を繋いで構成 され る。3基 の鉄

塔 には端か ら順 にN、M、Sの 名称 を付

し、鉄塔NとM問 に架 した架 渉線 はN.

M1、N-M2、 鉄塔MとS間 に架 した架

渉線 はM-S1、M-S2、 の名称 に よ り区別

す る。

ト馴
「「緊

銘、

一

図2.1連 成系鉄塔 試験体
(単位:mm)
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図2.2鉄 塔 一架渉線連成系 試験体全体 図
(単位:mm)

図2.3ダ ブル ワ レン型 試験 体
(単位:mm)

架渉線 には ピアノ線(直 径 α1㎜ 、公称 引張 強度28.5～34.5k蜘2)を 用 いた。

質量 を調整す るため2cm間 隔で鉛 のお もりを取 りつけ、架渉線1本 当 りの重量 は約

8.8gで あ る。架渉線重量に よるカテナリー曲線 の釣 り合 い条件 か ら計算 した静 的釣

り合 い時の架渉線初期 張力 は55.10gfで ある。

試験体 の塔高 と鉄塔 問距離 の比 は1:2.56、 静的釣合 時 におけ る架 渉線 中央 たわみ

の鉄塔 間距離 に対 す る比(サ グ比)は3%で 、 いずれ も実際の送電鉄塔 に近い値 と

した。試験体 の鉄塔 ・架渉線 の重量 な どの諸元実測値 を表2.1に 示 す。

ダブル ワ レン形式の単独鉄塔 の試験体 を図23に 示す。試験体 の詳細 は第1章 図1.3

に示すWシ リーズ と同 じである。

現実の送 電鉄塔の 高 さ方 向の質量 分布 を見 る と上 部 に取 り付 け られた腕 金 の影響

で トップ ヘ ビーな質量分布 となる ことが多 く、 ま た、比較 の対 象 となる連 成系試験

体 の塔体部 も同様 の分布 となってい ることか ら、最上部パ ネル に2.Okg、4.Okgのi集

中質量 を取 り付 けた試 験体 も製 作 した。 ダブル ワレ ン形式試 験体 の名称 は先頭Wで

始 め、頂 部 に取 り付 けたお もりの重量 の違 いに よ り表2.1に 示すWA、WB、WCの3

種 の試験体 が ある。
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表2.1試 験体諸元値 一
一

連成系試験体 ダブルワレン型試験体

塔体部 架渉線

名称 重 量(9) 塔 高(mm) 名称 重 量(9) 名称 頂部重量(g) 全 重 量(g)

-
3813一N 559.2 393.0 N-M1 8.8 WA 0

M 568.7 3945 N-M2 8.6 WB 2000 5813
一

7813S 561.4 393.0 N-S1 8.6 WC 4000

N-S2 8.6 一

2.2.1.2加 振 方 法

実験 には京都大学 防災研 究所人為 地震発 生装 置の 動電型 振動台 を用 い、正弦 波入

力 に よる共振 実験 と、実地震波 の地動加速度 記録 に よる加振実験の2種 の動 的載荷

実験 を行 った。

連成系 試験体 の加振 条件 は以下の通 りであ る。

実験のパ ラメー タは、① 架渉線の有 無、② 入力 地震波、③1方 向加振 または2方

向加振 による加振方向、の3種 で ある。共振実験 で は、一定振動数 の正 弦波 を20cm/

sec2程 度 の一定の加速度振幅で加 え、試験体 の応答 が定 常状 態 にな った ときに各点 で

の加速度 を計測 した。与 えた正弦波 の振動数 は、予測 される固有振動 数 を中心 に2.0

～5 .OHzの 範 囲内で、0.1～1.OHzの 間隔で変化 させ た。架渉線 の ない状態 お よび架

渉線 を架 設 した状 態で、 それぞれ線路 方向(架 渉線 と平行 な方 向)ま たは線路 直交

方向のいずれか1方 向のみ加振 した。

実地震波加振実験で は、入力波 として表2.2に 示す3種 の地震 にお けるNS、EW

成分の加 速度記録 を用 い た、但 し、試験体 の固有 周期が実 際の塔 状鋼構造 物 の固有

周期 と比較 して短 いため、それぞれの記録の時 間軸 を0.6倍 お よび0.8倍 に縮 め て周

波数成分 の調整 を行 った。入力加 速度 レベ ルは塔 体部 が弾 性 範囲 内で挙動 す る程度

とし、 いずれ も最大約100cm/sec2で あ る。

加振方 向は、線路 方向、線路直交方向のいずれか1方 向加振の場合 と、2方 向 同時

加振 の場合があ る・試験体 と加振方向の組合 わせ に より表2・3に 示す4通 りの加振条

件 と した。地震波の入力成分 はいず れの実験 にお いて も線路直交方 向へNS成 分、線

路方向へEW成 分 に統一 した。
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表2.2加 振実験 に使用 した実地震波

地震波名 時間軸縮尺率 継 続 時 間(sec)

EICen心oNS・EW成 分

ImpedalVaney地 震(1940年5月18日)

0.6 18.0

0.8 24.0

Ta丘NS・EW成 分

KemCountry地 震(1954年7月21日)

0.6 18.0

0.8 24.0

八戸港湾NS・EW成 分

十勝沖地震(1968年5月16日)

0.6 24.0

0.8 3ZO

表2.3連 成系実験 の加振条件

実験名 試験体 加振方向

Cl_
独立鉄塔3基

(架渉線なし)

2方 向加振

(線路直交方向NS成 分/線 路方向EW成 分)

C3.。.X 連成系試験体 線路方向のみ1方向加振(EW成 分)

C3...Y 連成系試験体 線路直交方向のみ1方 向加振(NS成 分)

C3_ 連成系試験体
2方 向加振

(線路直交方向NS成 分/線 路方向EW成 分)

ダブル ワ レン型試 験体 で は、連成 系 と同様 の正弦 波加振 による共 振実験 ならび に

実地震波 による実地震波加振実験 を行 った。使 用 した地震波 は表2.2に 示 す地震波 の

内、T誼 お よび八戸港 湾における記 録 を時間軸縮尺率0.6倍 と した もので、全 てNS-

・EW成 分 による2方 向同時加振 と した。

試験体 の種類 ・加 振条件 ・入力波 の組合 せ を区別 す るた め、以下 の実験 名称 を付

けた。実地震波加振 に よる実験 の リス トを表2.4に 示 す。

⊆ 璽 ∠
(1)(2)(3)

(1)試 験体名

(2)入 力 波

C1:単 独 鉄 塔(鉄 塔3基 ・架 渉線 な し)

C3:連 成 系(鉄 塔3基 ・架 渉線 あ り)

WA:ダ ブル ワ レ ン型試 験 体(頂 部 錘 な し)

WB:ダ ブル ワ レ ン型試 験 体(頂 部 錘2kg)

WC:ダ ブル ワ レ ン型試 験 体(頂 部 錘4kg)

F:自 由振 動

K正 弦 波 加振

Rラ ンダム 波 加振

EEICentro、T:TaR、H:八 戸 港 湾

60.6倍 、8:0.8倍
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(3)加 振方向 ●
:

.
し

X

Y

な

線路直交方向のみ加振

線路方向のみ加振
2方 向同時加振

表2.4実 地震波加振実験 リス ト

実験名 試験体 地震波 時間縮尺

一 一

加振方向

2方向
〃

CIR6E 独 立鉄塔3基(架 渉線 な し) EICentro 0.6倍

CIR8E 〃 EICentro 0.8倍

CIR6T 〃 Taft 0.6倍 〃

CIR8T 〃 Ta丘 0.8倍 〃

CIR6H 〃 八戸港湾 0.6倍 〃

CIR8H 〃 八戸港湾 0.8倍 〃

C3R6EY 鉄塔一架渉線連成系 ElCentro 0.6倍 線路方向1方 向

C3R8EY 〃 ElCentro 0.8倍 〃

C3R6TY 〃 Taft 0.6倍 〃

C3R8TY 〃 Taft 0.8倍 〃

C3R6HY 〃 八戸港湾 0.6倍 〃

C3R8HY 〃 八戸港湾 0.8倍 〃

C3R6EX 〃 ElCentro 0.6倍 線路直交方向1方向

C3R6TX 〃 Taft 0.6倍 〃

C3R6HX 〃 八戸港湾 0.6倍 〃

C3R6E 〃 ElCentro 0.6倍 2方 向

C3R6T 〃 Taft 0.6倍 〃

C3R6H 〃 八戸港湾 0.6倍 〃

WAR6E ダブル ワレン型 ElCentro 0.6倍 〃

WAR6T 〃 Taft 0.6倍 〃

WAR6H 〃 八戸港湾 0.6倍 〃

WBR6E ダブルワ レン型(頂 部2kg) ElCentro 0.6倍 〃

WBR6T 〃 Taft 0.6倍 〃

WBR6H 〃 八戸港湾 0.6倍 〃

WCR6E ダブルワレ型 Ω夏部巫9) ElCentro 0.6倍 〃

WCR6T 〃 Taft 0.6倍 〃

WCR6H 〃 八戸港湾 0.6倍 〃
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2.2.1」 計 測 方 法

図2.2、2.3に 示す試験体 の頂部 ・中間部 にひず みゲージ式加速度 計(容 量2G、 応

答周 波数70Hz、 重量25g)、 振動 台上 にサ ーボ式加速度型振 動計(容 量2G、 応答周

波数400Hz)を それぞれ取 りつけ、水平2方 向の加速度 を計測 した。 また連成系試

験体 の塔 体基部 に抵抗線 歪ゲ ージ を貼付 し歪量 も計測 した 。加速 度計 ・歪 ゲージの

出力は動歪計 によ り増幅 した後AID変 換器 に よ りデジタル量 に変換 し、計測用 コン

ピュー タの記憶装置 に収録 した。AID変 換器のサ ンプ リング周期 は3msec.で ある。

実験 か ら得 られた データ は入力 地動加速度 と試験体加速度 計設置 位置 での応答絶対

加速度 である。図2.4に 示す過程 に したが って計測値 の フィル タリング と積分 を繰 り

返 し、加速度計設置位置での相対応答加速度 ・速度 ・変位 を求 めた。

フィル タリングには、線形 な過渡域 を持つOmsbyフ ィル タと過渡域のleakageを

低減するKaiserウ イ ン ドウを結合 させ たデ ジタル フィル タ[18,19]を用 い、通過周波

数帯域は0.5～55.OHzの 間 と した。

脚
¶
ノ

髪+夕

BANDPASS

FILTER

BANDPASS

FILTER

"み

(κ+y)ノ

α+y)一 タノ 薫
BANDPASS

FILTER
～

"
κ

莞∫IN丁EGRATI。N滝 BANDPASS

FILTER
兎∫INTEGRATIONκ

LOWPASS

FILTER
κノ

NOTA丁IONS

…SUR・一鴨 瓢 罐灘ll灘 雛 灘 雷縮
㎝

「(髭+夕),F・LTEREDABS・ ・UT・ACCELERATI…NTH・TAB・E脚 …Alll=:1;:1:謝:跳 搬 灘:醜

図2.4実 験測定値 か らのデー タ生成過程
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2.2.2試 験 体 の 基 本動 特 性

正弦波入 力 に よる加振実 験 を行 っ た結果 か ら得 た、各試 験体 の基本 的な動特 性 を

以下 に示 す。一定振動数 の正弦波 入力 による加振 を行 い、 試験体 の応答 が定常状態

になった と見 られ る時点 で測定 した応答値 に基づ いて、各 振動 数 毎 に試験 体頂部 で

の絶対応 答加速度 の最大 値 を地動 加速度 の最大値 で除 して求め た加速度応 答倍率 を

縦軸 に、振動数 を横軸 に と りプロ ッ トした結果 を図2.5(a)～ 図2.5(d)に 示す。

100

80

60

40

20

253.。3.54.。4.55ゆ

f(Hz)

(a)独 立 鉄 塔 線 路 直交 方 向

oC1-N(X}

口C1-M(X)
_△CIS{X} ㌧ro.

F

内 瀦覧

100

80

60

40

20

253ゆ3石4ゆ4.55ゆ

f(Hz)

(b)独 立 鉄 塔 線 路 方 向

△

陶

oC1-N(Y}

ロCIM{Y}

.▲CIS(Y)

口

△

「

50

40

30

20

10

253。3石 、。 、石5つ

f(Hz)

(c)連 成 系 鉄 塔 線 路 直交 方 向

oC洲(X}
ロC㌻M(X)

一・ ムC⑧S(X)

oo

o

口

△

Il

100

80

60

40

20

0

oC3N(Y}

ロC3-M(Y}
一 ▲CひS〔Y》

1
・{▼ ・

111

.53.03.54.04.55.0

f(Hz)

(d)連 成 系 鉄 塔 線 路 方 向

図2.5試 験体 の共振 曲線
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図2.5試 験 体 の 共振 曲線

20

図 中にプロッ トした点 は計測値 を示 し、 曲線 は式(2.1)で 求め られる正弦波地動 を

受 ける1質 点系 の減衰振動加速度応答倍率 β。('副を示 す共振 曲線で ある。

1亀(∫ω)1=

1…2(ω/ω 。)2

{1・(ω/ω 。)2}2+・ ・2(ω/ω 。)2

(2.1)

各試験体 につ いて式(2.1)の 固有振動数 ω。、減衰定数 〃 を実験計測値 か ら最小2

乗近似 によ り求め た結 果 を表2.5に 示す。いず れの試験体 も2次 以上の高次モー ドに

ついては振動数が大 きく、定加速度振 幅で作動 させ るには振動台の能力上無 理があ っ

たため に計測 していない。

表2.5試 験体 の1次 固有振動数 ・減衰定数

名称 試験体
1次 固有振動数(Hz) 減衰定数

線路方向 線路直交方向 線路方向 線路直交方向

WA ダブ ル ・ワ レ ン 16.3950 一 0.00640 一

冊 〃 104657 一 0.00649 }

WC 〃 84158 一 0.01417 一

CIN 独立鉄塔 3.6973 3.6988 0.Ol216 0.01024

CIM 〃 3.7646 3.7714 0.01050 0.00500

CIS 〃 3.7815 3.7733 0.00650 0.00667

C3N 連成系鉄塔 3.7030 3.6999 0.01081 0.Ol839

C3M 〃 3.6949 3.8013 0.01310 0.Ol772

C3S 〃 3.7111 3.8017 0.00863 0.Ol879
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連成系試験体 の各 鉄塔の 架渉線 をつけて いない独 立鉄塔 の状 態で の共振 曲線 は・

線路方 向(図2.5(。))、 線路直交方向(図2.5(b))と も同様 の傾 向 を示す・1次 固有

振動数 を見 る と端部 のN鉄 塔が約3.70H、 、他の2基 が約3!77Hzで 、わずかではあ

るが 曲線の ピー ク位置 には顕著 な違 いが見 られる。 また、減衰定 数は α6～1・2%程

度 である。

架渉線 をつけた状態で は、独 立鉄塔 の場合 と比較 して以 下の違 いが見 られ る。

線路方向加振 時(図2.5(c))に は3基 の共振 曲線 はほぼ一致 する。1次 固有振動 数

は3基 の平均 的な値 ではな く、3基 の中で最 も長周期 となるN鉄 塔の単独応答値 に

近 いの は、架渉線 重量 が付加 され た ことに よるもの と考 え られる。架渉線 を介 して

隣接鉄塔 同志が一体 として挙動す る傾 向が見 られ、独立鉄 塔 とは異 なる動特性 を有

す る もの と考 え られ る。 また、減衰定数 は単独 での応答 と変 わ らない。

線路直交方向加振時(図2.5(d))で は、各鉄塔の固有振動数 は独 立鉄塔 と変 わ ら

ず、N鉄 塔のみ共振 曲線の ピーク位 置がずれている傾 向 も変わ らない。 この場合 は

む しろ減衰定数 に顕著 な違 いが見 られ、独立鉄塔での減衰定数の2～3倍 の約1.77

～1 .88%の 値 を示す。 これ よ り、架渉線 を介 して隣接鉄塔同志が応答 に影響 を及 ぼ

し合 うこ とはないが、架 渉線 自身 が各鉄塔 に対 して若干の 減衰効 果 を もた らす もの

と考 え られ る。

ダブル ワ レン型独立鉄塔試験体(図2.5(e))で は、頂部 に と りつけ た錘 の重量 に

よ り違 いが見 られるが、1次 固有振動数 は8.4～16.4Hzで 連成系試験体 の3倍 前後

の値 になる。減衰定数 については連成系試験体 とほぼ同 じ値 を示 してい る。

2.2.3塔 体部のモデル化 に関す る検討

現実 に用 い られて いる鉄 塔の搭体 部 はダ ブル ワレ ン型の 塔状 トラス構造 に よ り構

成 されて いるの に対 し、 実験鉄塔 の搭体 部 は一様 断面の棒 鋼 を用 い ること に よ り、

頂部 に集 中質量 を有 す る連続体 に近 い形状 を とっ てお り、 曲げ型 の振動 モ デル に理

想化 され ている。 そ こで連成系 の動特性 を評価 す るに先立 ち、連 成系実験 で用 いた

搭体部 の モデル化 の適性 を調べ る ことを目的に、連成系試 験体塔 体部 とダ ブル ワ レ

ン型試験 体 の実 地震波加振 実験 に よる応答 結 果か ら試験体 剛性 を同定 し、 そ れぞれ

連続体 モデル による理論値 と比較検 討 した、
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2.23.11自 由度連続体 モデルに よる理論値

連成系鉄塔試験体 の 搭体部 とダブル ワレ

ン型試験体 の搭 体部 は、頂部水平変位 を一

般化座標 に と り、1自 由度 の連続体 と考 え

ることによ りいずれ も運動 方程式 を1質 点

系 モデル と同様 の形で 表現 す ることが で き

る。1自 由度連続体 モデルの運動方程式 は

以下の方法 で導かれ る[20]。

図2.6に 示す長 さ 乙 、曲げ剛性E1(z)、

質量分布 彫(z)の 連続体塔 体部 の頂部 に質

量 〃 、慣性 モーメ ン トz。の集 中質量がつ

いた塔状構造物 が地震 に よる地 動加振y(∫)

を受 けた とき、たわみ の形状 関数 を ψ(z)で

表 わ し、振動 に よる変位 を一般化座標zc)

を用いて式(2.2)で 表現す る。

配(z,')=ψ(z)κ(')

κ(')

lM
I

」 ・(、,、)ち
1

1

ψ(z)

配(z,り

1

L

謝ノ
1

z

←-y(')一 「

図2.61自 由度 連続体 モデル

(2.2)

塔体 の運 動 エ ネ ル ギ ー、 曲 げ変 形 に よ る ポ テ ンシ ャル ・エ ネル ギ ー 、 お よび 減衰

に よる非保 存 力 に よ りな され る仕 事 量 は そ れ ぞ れ式(2.3)～ 式(2.5)と な る。

7謙 ω陶f砒

v=糖 ②幽)膨

呪=撫 綱 ぬ

(2.3)

(2.4)

(2.5)

こ こ で 、Hamiltonの 原 理

∫1δ(T-v)訪+伽=・
(2.6)

に式(2.3)～ 式(25)を 代 入 す る と、

∫1[レ卿 脚+∬ 瞬 鰍 一隼・瞬 鰍}・=・ (2.7)
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とな り、式(2.2)を 式(2.7)に 代入 して整理す ると運動方程式 は(2.8)で 表現 される。

漉(∫)+♂ 歯(ご)+蜘)=砺(∫)(28)

ここに識 化質量 パ ニか(・ 廊'幽

一般化剛 性 ズ=飽(・)(幽 ②9b)

一般化減衰 ♂=∬(,)ψ2d・(2・9c)

一般化等価荷重 ρ身 卵(麟(29d)

である。

連成系鉄 塔 お よび ダブル ワレン型 試験体 の運動 方程 式の 定式化 に際 し、 一般化 質

量 の計算において塔体部等分布質量 畷z)=尻=coη ∫∫.と頂部 の集 中質量(質 量 〃 ・

慣性モーメン ト1。)を 考慮 に入 れ、たわみの形状 関数 として塔頂 部 に集 中荷 重が作

用 した ときのたわみ、

ψ(・)=(号一愛)(圭)2(Z1・)

を採用 し、一般化座標 と して塔頂部の水 平変位 を用 い る と、

一般化質量 パ=伽 … 圃+ち[ψ'(L)r=藷+〃+⊂ 誹

一般燗 獄 二飽(・)(伽 男

搬 化減衰 ♂一∬(繍 一論 ・乙

一般化荷重 ρ身 栴 蜘(ム)ト 伽+〃)

(2.11a)

(2.11b)

(2.11c)

(2.11d)

となる。式(2.11a～d)を 用 いて ダブル ワレン型試験体 、連成系試験体塔体 部そ れ

ぞれの一般化質量 ・一般化荷 重 ・一般化剛性 を計算 した結果 を表2.6に 示 す。連成系

試験体鉄塔 については3基 の内の鉄塔Sに ついての計算値 を示す。 また、 ダブル ワ

レン型試 験体 につ いては、質量、 剛性 とも高 さ方 向 に変化 す るが 、 これ を等断面 と

み な して高 さ100cm位 置における断面の値 を用 い・曲げ剛性 につい ては、主柱材 お

よび斜材の寄与す る分 を考慮 に入 れて計算 した。
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表2.6試 験体塔体部の動特性理論値

試験体
一般化質量

●
m(kg)

一般化荷重

〆(kg)

一般化剛性
3

k(kg∬cm)

ダブルワレン型
頂部2kg 3.37×1σ3 4.18×1σ3 15.37

頂部4kg 5.37×1σ3 6.18×1σ3 15.37

連成系塔体部鉄塔S 5.380×104 5.382×104 0.3020

2.2.3.2シ ス テ ム 同 定 手 法

ランダム波 に よる加振実験か ら得 た結果 を用 いて、試験体 を1自 由度系 とみな し

たときの振動 中の剛性 ならびに減衰 をシステム同定の手法 によ り求 めた。

運 動 方 程 式(2.8)に お い て 、一 般化 質 量 〆 、 一 般化 荷 重 ρ身 は(2.11a)、(2.11d)に

より求め られる表2.6の 理論値 を用 い、一般化剛性 ズ 、一般化減衰c重 を同定 の対象

パ ラメータとす る。

振動 中の質点 に作用 する抵抗力 ム は復元力 ∫ と減衰力 五 に分 け られ、復元力 は

相対応答変位 κの関数 、減衰力 は相対応答速度 元の関数 とみ なせ る。す なわち、

ム=五(κ)+プ ニ(歯)(2・12)

図2.7に 示す ように、質点の速度応答 時刻歴 の中で速度0の 時点か ら次 の速度0ま

での半サイクルの 間は式(2.12)の 復 元力 お よび減衰力が単調 に変化 す るので各係数

が 一定で ある と仮 定 して多項式 に よる表現 が可能 で ある。 この とき、減衰力 は原 点

を通 る と仮定す ると、半 サイクル間の η個 の標本点で定数項が0の 多 項式 と して一

般 に次式の形 に表現 で きる。

4(滝)ニc1妾+・、考+・,元1+…,∫ ニ1,2,…,・(2・13)

また、復 元力 は半 サ イクル のイ ンターバ ルの開始 点が原 点 となる ように座標 変換

を行 う と次 式 で 表 現 で き る。

4=柘+瑠+ち ・12+ち ・r3+…,∫ ニ1,2,

た だ し・ π=五 一五
、・xl=κ`一 κ1

...,η(2.14)

抵抗力 為 は質点 に作用す る慣 性力 と等 しく、各標本 点での運動方程式 は一般 に、
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髭+y

.
κ

1

』 i
2 '

/＼i
＼ 占/'

;
ξ

A B C

図2.7振 動実験 に よる応答記録

瓶=一 配{(髪、+y、)一(元1+y1)}

=柘+耀+観2+嘱3+…+c1£,+c、 虎3+c
,歯2+…,∫ ニ1,2,_,η

(2.15)

となる。結局 、半サ イクルの インターバ ル内の標本点 を基 に式(2 .15)の 係 数ベ ク

トルが最小2乗 最小 ノルム となる値 を近似 的に求 める ことに よ り係 数 を同定す る こ

とがで きる。

2.2.3.3シ ス テム 同 定 に よ る実 験 値 の 評 価

加振実験 では入力加速度 レベルは試験体の応答が弾 性域 に とどまる範 囲内で あ り、

復 元力 は相対応答変位 κの1次 関数 、減衰力 は相対応答速度 オ の1次 関数 とみ なせ

る。表2・6に よる一般化質量 ・一般化荷重 を既定値 と し、WB、WC 、Cl(架 渉線 な

し)の 試験体 につ いて以下の運動 方程式 をシス テム同定の対象 と した。
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ダブル ワレン型(頂 部2kg)WB

ダブル ワレン型(頂 部4kg)WC

連成系試験体(鉄 塔S)C1

"
κ

.
X

へしだた

"y

o
るい用を

3.37×10-3ii+c愛+1ヒ κ=-4.18×10-3y

5.37×10-3髭+c」 叱+た κ=-6.18×10-3y

5.38×104髪+c愛+奴=-5.382xlO-4y

鉄塔頂部の相対応答加速度記録

鉄塔頂部の相対応答速度記録

鉄塔頂部の相対応答変位記録

振動台上の絶対加速度記録

(2.16a)

(2.16b)

(2.16c)

図2.8～ 図2.10に 、シス テム同定の対 象 とした加振実験 の地動加速度、鉄 塔頂 部

の相対応 答加速度 ・速度 ・変位 の各 時刻歴 の例 を示 す。図 はいず れ も線路 方向の応

答 について示 した。

0
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0

0

0

2

5

0

0

0

0

2

5

0

〇

一b

O

を

0
,

0

50一

0246TIME(s㏄)8

図2.8ダ ブ ル ワ レ ンB型(Spec、WBR6E)線 路 方 向 応 答 時 刻 歴
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図2.9ダ ブ ル ワ レ ンC型(Spec.WCR6E)
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0
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0

0
0

0
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2

.

0

凋

6丁IME(sec》8

線 路 方 向 応 答 時 刻 歴

0510TIME(sec)15

図2.10連 成 系 実 験 用 鉄 塔(Spec.ClR6E)線 路 方 向応 答 時刻 歴

システム同定 に用 いた標 本点 は、3種 の試験体 にElCentro及 びTaft地 震波 を入 力

した加振 実験結 果 の中か ら応答の 大 きい時 間領域 を取 り出 し、近似 精度 を上 げ るた

めに計測デー タ問 を3次 スプライ ン曲線 に よ り補 間 してデータ点数 を10倍 に割増 し

た もので ある。
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図2.11独 立 鉄 塔 加 振 実 験 か ら 得 た 剛 性 の 同 定 値
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図2.11(a)～ 図2.11(f)に 各 実験 か ら同定 した剛性値 を図示す る。 図中の ● は線路

方向(Y)、 ○ は線路 直交 方向(X)の 応答 か ら同定 した値 で、1つ の点が1つ の イ

ンターバルか ら同定 された値 を示 し、横軸 は対 応す るサ イクルの変位振幅 を示す。

図2.11(a)～ 図2.11(d)に 示す ように、 ダブル ワ レン型試験体 の剛性 は変位 振幅の

小 さい領 域 でば らつ きが大 きいが 、振幅 の大 きい主要 な応 答で は一定 の安 定 した値
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となっている。小振幅時のば らつ きは高次振動モー ドの影響 と考 えられ、1次 モ ー

ドが卓越 す る振 幅 の大 きい領 域 で剛 性が 理論値 に近 い値 を示 して いる。 また ・図

2.11(e)、(f)に 示す連成系試験体 の剛 性は振幅 によらずほぼ一定 の値 を示 してい る。

表2.7に これ らの結果か ら得 た剛性平均値 と理論値 を比較 して示す。 ダブル ワ レン

型 で最大3.9%程 度、連成系鉄塔 で最大1.4%程 度 の差が見 られ、ダブル ワ レン型 の

方が誤差 が大 きい。 この差 は1自 由度 連続体 と仮定 した理論 モデル と現実 の試験体 の

挙 動の違 いを示す ものであるが、1次 振動 モー ドが卓越 す る領域 においては両 者の

差 は問題 にな らない と考 え られ る。

なお、減 衰項 につ いては復 元力項 に比較 して絶対 値 が小 さいため安定 した値 に同

定す る ことがで きず、負の値 になる こともある。表2.7中 の減衰 定数 は同定結 果の最

頻値 を示 した。

以上の結 果 よ り、基本 モ ー ドが主 要 な振 動 モー ドであ る限 り、 ダブル ワ レン型 ト

ラス構造 の鉄塔 は曲げ型の1自 由度 連続体 とみなす ことがで き、棒鋼 による連成系

試験体 で実鉄塔の動特性 を十分 にモデル化 で きている もの と考 え られ る。

表2.7塔 体部剛性の理論値 と実験値の比較

試験体 実験名 応答の方向
剛性(kglcm) 減衰(%)

理論値 実験値 誤差(%) 実験値

ダ
ブ
ル
ワ
レ
ン

型

頂部

2kg

WBR6E 線路直交

15.37

15.52 0,966 0.1280

WBR6E 線路平行 15.65 1,789 0.1067

WBR6T 線路直交 15.44 0,453 0.0899

WBR6T 線路平行 15.69 2,040 0.1074

頂部

4kg

WCR6E 線路直交

15.37

15.85 3,028 0.3743

WCR6E 線路平行 15.77 2,536 一〇.1358

WCR6T 線路直交 15.99 3,877 0.1259

WCR6T 線路平行 15.96 3,697 0.1405

連成系

鉄塔S

CIR6E 線路直交

0.3019

0.3032 0,429 0.0056

CIR6E 線路平行 0.3062 1,404 0.0106

CIR6T 線路直交 0.3027 0,264 0.0036

CIR6T 線路平行 0.3060 1,340 一〇.0016

～
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2ユ4実 地震波記録による連成系加振実験結果

2ユ4.1加 振方 向 をパラ メータ と した応答 の比較

実地震波 記録 に よる実 地震波 加振 実験 か ら得 た応答 記録 を、独 立鉄塔 と鉄塔 一架

渉線連成系 、あるいは加振 方向に よる相違 に着 目して整理す る。図2.12～ 図2.15に

応答時刻歴 の一部 を示 す。いず れ もEICentro地 震波 を時間軸0.6倍 に縮小 した波形

に よる もので、N、M、Sの3基 の鉄塔 の頂部 における応答 変位 記録 を示 す。 また、

各図の(b)に は3基 の鉄塔頂部 の水平2方 向の変位軌跡 を示す。

架渉線 をつけていない独 立鉄塔3基 のモデル(CIR6E、 図2.12)の 応答 を見 る と、

鉄塔SとMは よ く似 た波形 を示 し、Nの み他の2基 と若干異 なる波形 を示 す。 これ

は、前述の通 り鉄塔Nの み固有振動数が他 と異 なる ことに よる ものであ る。

鉄塔 一架渉線 連成系 モデ ル につ い て見 る と、線 路直 交 方向 の み加振 した実 験(

C3R6EX、 図213)で は、加振方 向の応答 は独立鉄塔 の場合 とほぼ同 じレベルであ り、

加振力の作用 していない線路 方 向の応 答 は極 めて小 さい。一 方、線 路方向 のみ加振

した実験(C3R6EY、 図2.14)で は、加振方 向の応答が極 め て大 き く、3基 の鉄塔

いず れ も架渉線 のない場合 と比較 して2倍 以上 の最大応答 変位 を示 してい る。加 振

力 の作用 していない線路 直交方 向の応答 を見 る と、鉄塔M、Sは 応答 が極 めて小 さ

く変位軌跡 を見 て も加振 方向のみに方向性 の強い応答 を示 しているの に対 し、鉄 塔N

では線路直交方 向への応答 も小 さ くな い。他 の加振 条件 と比 較 して この場合 に最 も

大 きな応答 を生 じた。

連成系 モデルに2方 向加振 した実験(C3R6E、 図2.15)で は、2方 向の応答 いず

れ も独立鉄塔 モデル と同程度 の レベルの応答 を示 している。

他の地震波 による結果 も含 めて応答の特徴 と して以 下の点が挙 げ られる。

・線路直交方 向のみ加振 した場合 には連成系 の応答 は独立鉄塔 と同程度 である。

・線路方向のみ加 振 した場合 に加振方 向に方向性 の強 い大 きな応答が見 られる。

特 に基本 動特性 が他の2基 と異 なる鉄 塔Nの 挙動 は他 と顕著 な違 いを見せ る。

・2方 向加振 時の応答 は独立鉄塔 に近い レベルであった。

したが って、鉄塔Nの み他 の2基 と異 なる応答 を示 し、架 渉線張力 の作用方 向で

ある線路 方向応 答 に対 しては架 渉線 を介 して他 の鉄 塔 の応答 に も影 響 を及 ぼす が、

これ と直 交する方 向に はほ とん ど影響 を及ぼ さない 、 と考 え られる 。 しか し、加振

実験 にお ける各 入力地 震波の再 現性 が 必ず し も完全 で はない ため、 これ らのデ ータ

か らこれ以上 の比較検討 は無理で ある。
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2.2.4.2架 渉 線 の有 無 に よ る応 答 の比 較

前項で述べたように、加振方向に よっては鉄塔_架 渉線連成系 と独立鉄塔では応

答に大 きな差がでる場合があ り、架渉線の有無が応 答に及ぼす影響 をさらに詳細 に

調べる必要がある。そのために、連成系の加振実験 と同一の加振条件下における独

立鉄塔の応答を求め、実験による連成系の応答 と比較する。

独立鉄塔 の応答を求めるため、連成系の加振実験 から得 た振動台の加速度記録 を

入力加速度 に用い、各鉄塔を1自 由度振動系にモデル化 して線形加速度法による数

値解析 を行 った。数値解析の精度 を確認するため、予め実験 により入出力 の分かっ

ている独立鉄塔の2方 向加振実験結果 と数値解析結果 を比較 し、両者の時刻歴が一致

するような3基 の鉄塔の固有振動数および減衰定数 を定めた。数値解析に用いたパ

ラメータを表2.8に 示す。

表2.8独 立鉄塔数値解析 に採用 した試験体諸元

鉄塔 方向 固有振動数(Hz) 減衰定数

N
線路平行 3,720 0.0035

線路直交 3,740 0.0015

M
線路平行 3,788 0.0035

線路直交 3,788 0.0030

S
線路平行 3,788 0.0035

線路直交 3,788 0.0030

この解析 か ら得 た応答時 刻歴 と実験 か ら得 た応答 時刻歴 を重 ねて プ ロ ッ トした例

が図2.16で ある。図 は独立鉄 塔試験体 にElCentro地 震波お よび 八戸港湾 地震波 に よ

る加振実験 の記録 を基 に鉄塔N、Mの 線路方 向の応答 を計算 した結 果 を示 してお り、

応 答の最大値、位相 な ど実験値 と比較 で きるだけの十分 な精度 が得 られている。

連成系試 験体 に よる全 ての ラ ンダム波加振実 験か ら得 た加 速度 ・速度 ・変位 の最

大応答値 をそ れぞれ 。砿パ 露㎜ 、 ,μm、、、数値解析 か ら得 た同一加振 条件 に おけ る独

立鉄塔系の加速度 ・速度 ・変位 の最大応答値 を 評m。、、 評m、、、 。μm砥 と した と き、最

大応答の実験値 を独 立鉄塔 の応答値 で除 した応答比 を、それぞれ

α 。。=。 寵。、x/。 涜。。.・ α
.。,=。 諺_/。 擁max、 α 、、,=μ 。、./。 ・_

と定義 し、 この応答 比 α によ り比較 を行 う。
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表2.9に 連成系 試験体 に よるラ ンダム波加振実験 か ら求め た応答 比 を示 す。

加速度 ・速度 ・変位 いずれの応答 比 も同様 の傾 向 を示 している。

線路 直交 方向の応答 は、入力地震波 ・加振方向の違 いに よらず全 て0.6≦ α≦1.2程

度 の範囲 内 にあ り、架 渉線の存 在 によ り応答 は独 立鉄塔 と同 レベル あ るい はそ れを

下 回る場合 が多い。入力地震波別 に見 れば、Taft及 び八戸港湾地震波の場合 は0.85

≦α≦1.12で 連成系 と独 立系 の差 はほ とん どな く、ElCe煎o地 震波で は0.65≦ α≦1.16

で応答 が小 さ くなる場合 が多い。

一方、線路方 向の応答 は、応答比 が0.65≦ α≦1.99と な り連成系 の方が大 き くなる

場合 が大半 である。2方 向加振 時の線路 方向応答 は全 て独立系 よ り大 き く応答比 の最

大値 はL69に 達す る。 また、線路方 向のみ加振 した場合 の応答 を見 ると入力地震波

に よる違いが顕著で、Ta丘 地震波 では0.93≦ α≦1.11で 応答比 は1前 後 であ るの に
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表2.9連 成系 ・独立鉄塔の最大応答 比較 一
変位応答比α卿加振

方向

応答の
方向

地震波
加速度応答比ασσ` 速度応答比α殖,

N M S N M S N M S

線
路
平
行

線
路
平
行

EICenロ ・o 0.81 1.90 2.01 0.77 1.81 1.94 0.75 1.85 1.99

1.05Ta丘 0.85 1.02 1.17 1.02 0.97 1.01 0.96 0.99

八戸港湾 1.09 L29 1.37 1.13 1.53 1.61 L15 1.48 157

線
路直

交

線
路直

交

EICenロo 0.65 1.04 α91 0.65 0.93 0.76 0.71 0.89 0.73

Tafヒ 0.99 1.04 1.07 1.02 1.05 1.05 1.09 1.05 LO5

八戸港湾 0.87 1.11 1.03 0.85 1.08 1.02 0.93 1.00 0.95

2
方
向

線
路
平
行

ElCentro 1.12 1.37 1.62 1.06 1.47 1.68 1.06 157 1.68

Ta丘 1.11 1.03 137 1.15 1.17 150 1.20 1.33 1.69

八戸港湾 1.07 L18 1.42 1.13 1.19 151 1.21 1.16 1.46

線
路直

交

ElCenじo 0.67 1.16 0.93 0.65 1.Ol 0.77 0.65 1.02 0.77

Ta丘 0.93 1.07 1.06 1.03 1.11 1.04 1.15 1.11 1.06

八戸港湾 0.98 1.12 1.02 0.96 1.10 1.01 0.99 1.00 0.90

対 し、八戸港湾 地震波 では1.07≦ α≦1.51と 全 ての応答 は増大す る。 また、ElCentro

地震波 では鉄塔Nが0.75≦ α≦0.81と 応答が小 さ くなるの に対 し、他 の鉄塔M、S

は1.81≦ α≦2.Olと 極 めて高い応答 の増大 を示す。

ElCentro地 震波 におけるこの ような応答 の特徴 は、鉄 塔Nの 固有振動 数が入力 地

震波 の卓 越振動 数 に近 いことに よ り振 動が励 起 され たため と考 えられ る。 独立鉄塔

と しての応答 は数値解析 による最大変位で2.61cmあ り、他 の2基 の鉄 塔 の最 大変位

(1.14cm)と 比較 して2倍 以上大 きい。従 って、連成系 で は3基 の鉄塔 の応答 の位相

及 び振幅が等 し くなる方向に影響 を及 ぼ し合 い、相対 的 に鉄塔Nの 応答 比 は小 さ く、

鉄塔M・Sの 応答 比 は大 き くなる。 これは架渉線 の影響 が最 も大 き く現 れた実験例

であ り、応答比 は2前 後で構 造設計上無視 で きない大 きな レベル に達 してい る。

2.24.3連 成系内の鉄塔試験体の動特性

連成系 を構 成す る鉄塔 は振動 中に架渉線 張力 を介 して隣接す る鉄 塔 と相 互 に影響

を及ぼ し合 うが ・ この 時の振動 中の鉄 塔 に作 用す る慣 性力 ・復元力 ・減 衰力 と比較

した架渉 線張力 レベル を知 る こ とが重 要 であ る。実 験 では直接張力 を測定 してい な

いが 、2.2.3.2項 の シス テム同定手法 を用 いて間接 的にその影響 を調べ る。
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式(2.16c)に 示す運動 方程式 を連成系試験体 の鉄塔頂部での応答記録 に適用す る。

す なわち 、連成 系 内の鉄 塔 を独 立鉄 塔 とみ な した ときの架渉線 の影 響 を含 め た見か

け上 の剛 性 をシ ステム同定手法 に より求め、独 立鉄 塔 の実験 か ら同定 され た剛性 と

比較す る。
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表2.10鉄 塔剛性実験値 の独 立系 ・連成系比較

一
加振

方向

応答の

方向
地震波 鉄

塔

独立鉄塔 連成系

平均値 平均値 最小値 最大値

線
路
方向

線
路
平行

ElCentro

M 0.3049 0.2921 0.2665 0.3161

S 0.3062 0.2918 0.2806 0.3079

八戸港湾
M 0.3027 0.2924 0.2740 0.3151

S 0.3065 0.2895 0.2586 0.3157

2
方向

直 線
交 路

EICentro

N 0.2908 0.2856 0.2623 0.3050

S 0.3032 0.3090 0.2816 0.3244

振動 中の 半サ イクル毎の インターバルか ら同定 された剛性値 と、対応 す るサ イク

ルの変位振幅 を図2.17(a)～ 図2.17(f)に 示 す。

独立鉄塔の応答 と比較 して連成系 の応答 が大 きい場合 の例 と して、ElCentro地 震

波 による鉄塔M(図a)、 鉄塔S(図b)、 及び八戸港 湾地震波 による鉄 塔M(図

c)、 鉄塔S(図d)の 実験結果 を用 いた結 果 を示す。いずれ も線 路方向のみ1方 向

加振 した場合 の線路方 向の応答 値か ら同定 した もの で、連成 系 内の鉄 塔 で は明 らか

に見 かけ上の剛性が低 下 しているのが分か る。表2.10に 各 図の プロ ッ ト点 の平均値

あ るいは最小値 を示 すが、平均 的 な剛性 は3～5%程 度低 下 している。独立鉄 塔の

同定剛性値 はほぼ一定 とみ なせ るの に対 し、連成系 の場合 は剛性 の ば らつ きが大 き

く、 これは振動 中の各サ イクルで架渉線張力 の大 きさが必 ず しも一定 では ない こ と、

あるいは1サ イクルの間で も架渉線張力が変動 す るこ とに よる と予想 され る。独立

鉄塔 との差 が最 も大 きい最小 の剛性値 と独立鉄塔 の平均 値で比較す れば、8～15%

程度 の剛性低下 が見 られる。 この こ とか ら架 渉線張 力が応答 を増大 させ る方 向 に作

用 していることが明 らかである。

また、逆に連成系 の応答が小 さい場合の例 として、ElCentro地 震 波 で2方 向加振

した ときの鉄塔N(図e)、 鉄塔S(図f)の 線路直交 方向の応答 を用 いた結 果 を示

す。 図よ り明 らか に独 立系 と連成系 の剛性 にはほ とん ど差 が見 られない。 図(f)の 鉄

塔Sで はむ しろ剛性 が若干増大 している と見 られ る。 この ような場合 、架渉線 が応

答 を減少 させ る方向 に作用 している ことを示 してい ると考 え られる。
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2.3塔 体一架渉線連成系の振動解析

前項までの実験結果から明らかなように、架渉線 で繋がれた鉄塔が強震 を受けた

ときの動 的応答 は架渉線張力の影響に よる連成効果が見 られ、基本 的動特性の異な

る鉄塔が繋がれた場合 に応答 を増大させる原因 となる。一部 の鉄塔の応答が大 きい

と隣接す る他の鉄塔の応答 も増大 し、その影響 は耐震設計上無視 し得ない レベルに

達 している。本項では、実験 に用いた試験体の鉄塔Nの ように他の鉄塔 と基本 的動

特性が異 なる鉄塔が存在 した場合の連成系応答への影響 を調べるこ とを目的 として

行った数値解析について論述する。

解析精度 の検証を容易にするため実験試験体 を対象 とす る解析モデルを用い、さ

らに試験体の鉄塔Nの 基本的動特性を種々変えたモデルを使 い、線路方向加振時の

独立鉄塔および鉄塔一架渉線連成系の応答を求めて比較 した。

2.3.1解 析 方 法

2.3.1.1解 析 モデル

実験 に用 いた試験体 は水平2方 向に挙動 してい ること、 あるいは架渉線 の重力 に

よる釣合状態 を求め る必要があ ること、 な どか ら解析 モデルには3次 元の 自由度 が

必要 とな る。 この ため線路 方 向 ・線路 直交方 向 ・鉛 直方 向 を基準座標 軸 とす る立体

モデル とす る。鉄 塔部 は1自 由度連続体 と見 なす ことが で きるか ら、 曲げ ・せ ん断 ・

伸び変形す る弾性線材 要素 に よ り構 成 し、質量 は塔体部5点 、腕金線端部2点 の合

計7質 点 に分 けた節 点集 中質量 とす る。1節 点の 自由度 は 直交3方 向の移動 と各軸

回 りの回転 による6自 由度 とす る。

架渉線 は軸方向変形 にのみ剛性 を持つ弾性線材 要素 と し、1本 の架渉線 を8節 点9

要素か ら構成 し、質量 は8節 点の集 中質量 とす る。要素 間は ピン接合 と し、架渉線

の撹 みが 大 きい ことが 予想 され るため幾何学 的非線 形性 を考 慮 した。架渉 線節点 に

ついては直交3方 向の移動のみ考慮 し、3自 由度 とす る。

解析 モデルの形状 を図2.18に 示 す。各鉄塔 には試験体実測 に よる質量 ・剛性 を与

え、 さらに表2⑳ 線路方向の固有振動数 と一致す る よう頂部質点 の質量 を調整 した。

減衰定数 は同表の線路方向の値 を採用 した。 また、架渉線 について も表2.1に 示 す試

験体実測 による質量 を各質点 に均等配 分 し、 伸 び剛 性 は試験 体 の ピア ノ線 の規格値

を用 いた。
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闇

セ
セ
」

S

で /
へ()5も①①ヌ

へ()5sσ①

図2.18連 成 系 解 析 モ デル(単 位=mm)

2.3.L2解 析 手 法

(1)解 析 フ ロ ー

図2.19に 数値解析 プ ログラムの フローを示す。

解析 は2段 階に分 けて行 い、第1段 階 では静 的解 析 を行 う。解析 モ デル に関す る

データを読 み込 み後、 重力 によ る架 渉線 の静 的釣合 状態 を求 め るた めの静 的解析 を

直接剛性 法 に よ り行 う。架渉線 の幾何 学 的非 線形性 を考慮 す るため に剛性 マ トリク

スの修 正 と不釣合力 を計算 して不釣合力 が十分小 さ くなるまでNewton-Raphson法 に

よる収敏 計算 を行 い、 静的釣合 状態 に達 した後 、釣 合 状態 にお ける剛性 マ トリクス

を用いた固有値解析 を行 った。

第2段 階で動 的解析 を行 う。す なわち、入力加 速度 記録 を読 み込 み後 、Newmark

β法 を用 いた線形加速度法 に より各節 点の応答 を求め、 これ に基づ いて各 時 間ステ ツ

プ毎 に架渉線 の幾何 学 的非線形 性 を考 慮 した収敏計 算 に より釣合状 態 を求 め、最終

的 な応答 を確定 した。
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START

架 構 デ ー タ読 込

剛性 マ トリク ス作灰

重 力ベ ク トル作 成

④

地動加速度データ読込

外力ベクトル作成

マトリクス静的縮合

Newmarkβ 法による
応答計算

剛性マ トリクス修正

不釣合力計算

収束判定OK

NG

不釣合力による
応答再計算

変位 ・応力計算

時間判定

回
図2.19振 動解 析 フ ロー

θ4(ル14)

zw・(Z・)κ

vノ(ろ)μ ・(X・)

θz,(Mz`)》(几4刃)

yw∫(ろ)

ノ θガ(Mガ)V
f(耳)

y'(ルも')
μ,(x,)4

θκf(ル残,)

図2.20鉄 塔 塔体 部 の 線材 要素

(2)鉄 塔 要 素 剛 性 マ トリクス

鉄 塔 部 分 を構 成 す る線材 要 素 は軸 方 向 ・せ ん断 ・曲 げ に つ い て弾 性 範 囲 内 で微 小

変 形 す る もの と仮 定 し、 両端2節 点 の12自 由度 に つ い て以 下 の 剛 性 方 程 式 を採 用 し
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た[21]。 式 中の 記号 につ い て は 図2.20に 示 す。1つ の要 素 両 端 の 節 点 を ム ノと し・ そ

れ ぞ れの応 力 ベ ク トル な らび に変位 ベ ク トル を、

F={x,揺 砿,〃,、 砿,x諾z1〃 。 嶋 〃、}T

・={・ 」 ・'呪 ¢'θ,、 砿'・ ノ ・ノwノ θ》 θ万 θ、}T

とすると、要素剛性方程式 は、

F=Ku(2.17)

要 素 剛性 マ トリクスKは 次 式(2.18)で 得 られ る。

K=

坐0000
4

　　　 ヱ000

(1・φ,)～
12ε1ン6」Eノ ンむ

　

(1+φ 、)43(1+φ,)42

童o

ど

(4+φz)亙 ノン

(1+φ 、)ぞ

Sym.

εAO
--O

f

　ゑノヱ 　　ゑム　
　

(1+φ ン)ゼ2(1+φ ン)ゼ3

000

000

000

(4・ φ・)島 。 .・ …

(1+φ ン)乏(1+φ ン)42

坐o
ど

　　なム

(1・φ,)ゼ3

0000

　なム
000

(1+φ ン)ゼ2

-

(1子舞 ・ ・ 一(ll笥 、・ ・
G/0

--00

ゼ

6E7・ 。(2一 φ・)助 。

(1+φ,)4(1+φ,)ど2

(2一 φンμ
000

(1・φ,)4

0000

　ゑん000-

(1+φ ン)ぞ2

(1聯 ・(ll笥,・ ・
旦oo
ぞ

(4+φ2)E1ン 0

(1+φ 、)'

(4・ φ,)E'・

(1・φ,)'

(2.18)

た だ し、Eヤ ング係 数 、

1ン、1、 断 面2次 モ ー メ ン ト、

A垂 直 断面 積 、

吻=毒去E参・乾=器
η ∫2

(3)架 渉線要素剛性 マ トリクス

4要 素長

Gノ ね じり剛性

馬 、A。,せ ん断断面積

ケーブル構 造の解 析 には幾何 学的 非線形 性 のみ考慮 し材 料 非線形 性 を考 慮 しない

場合が多 い。 これ は、材料 の非 弾性 域 に入 る こ とは まれであ るが、 弾性 変 形 であ っ

て も変形 は微小 とみ なせ ない こ とに よる もの で、本解析 の架 渉線要 素 は幾何 学 的非
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線 形 性 を考 慮 した軸 方 向伸 び 剛性 の み有 す る弾 性 線 材 要 素 にモ デ ル化 す る。

同様 の手 法 を用 い た ケー ブル構 造 の非 線 形 解 析 はMic圃os,Bdns"e1【22]に 始 ま り、

DeanI23]やWest【24]に よる単 一 ケ ー ブル を対 象 と した解 析 、 ケ ー ブル ネ ッ ト構 造 を

対 象 と したArgy貢s[25]やK.H.Chu[26]に よる解 析 、斜 張 橋 な どの ケ ー ブル を含 む構

造 形 式 のBaron,Venkatesan[27]、Leonard[28～30]、Morris[31,32]ら に よ る動 的解 析

が 行 わ れ て い る。本 解 析 で はArgyris[25】 の 手 法 を参 考 に以 下 の 架 渉線 要 素剛 性 マ ト

リクス を用 い た。

要 素 両端 の 節 点 を'、 ノとす る と、 そ れ ぞれ ピン接 合 され て い るか ら3自 由度 を有

してお り、要 素 座標 系 にお い て

要 素応 力 ベ ク トルFニ{Xi耳 ろXj}}Zノ}T

要 素 変 位 ベ ク トルuニ{配`聾w`μ 」V1吻}T

とお くと、要素剛性 方程式 は、

F=[K。+K。]・ (2.19)

ここで、K石 、Kσ はそれぞれ要素座標系 における弾性 剛性 マ トリクス、幾何 剛性

マ トリクスで、要素軸力(釣 合状態 における架渉線張力)をN、 要素 のある応 力状

態 における軸長 をfと す る と式(2.20)で 得 られる。 また、要素座標系 か ら全体座標

系へ の変換 マ トリクスRは 、全体座標系 にお ける変形後 の節点変位か ら求め られ る

要素の直交3方 向の方 向余弦 をそれぞれC.、Cン 、C、 とおいて式(2.21)で 得 られ、全

体座標系 における剛性 マ トリクスは、式(2.22)で 得 られ る。

00

00

Eン40
K・=7

SynL

0

0

0

d

O

O

Cヌ

らCンR
ニ

0

0

ら

ユ 　

ら+Cz

K・=7

0

0

1

0

1

C
,

Sym.

000

0-10

00-1

cンCz

000
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(2.20)

(2.21)

ユ ユ

ら+Cz

Cz

0

ら2+Cz2

ら

ユ 　

ら+Cz
　 　

ら+Cz
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K=RT[K。+K。1R (2.22)

式(2.19)～ 式(2.21)を 式(2.22)に 代 入 して整 理 す る と、 剛 性マ トリク ス は次 の 表

現 とな る。

ただ し、

ーk
k

印k

k一

ー=K

EA-1>
k=

fR・+71・
馬惚 倒

(2.23)

(2.24)

(4)振 動方程式 とその解 法

システム全体 の振動方程式はマ トリクス を用 いて次式で表現 され る。

こ こ で 、

M曲+C血+Ku=P

M

C

K

P

質量 マ トリクス

減衰 マ トリクス

剛性 マ トリクス

外力 ベク トル

前 加速度ベ ク トル

血 速度 ベク トル

u変 位 ベク トル

(2.25)

である。減衰マ トリクスは剛性 比例型 とし、減衰定数hと 固有値解析 に よ り求 まる

基本 モー ドの固有円振動数 ωを用 いて次式 に よった。

2hC
=-K

ω
(4.26)

ここで外 力ベ ク トル として、重力 は全 ての質点 に鉛直方 向外力 と して常 時作用す

るもの とし、 また、水平2方 向の加振力 は地盤 に支持 されてい る鉄 塔 の質 点 にのみ

作用す るもの とす る。式(2.25)の 各 ベク トルを外力 の作用す る主変位成分(全 節 点の

鉛直方向成分、鉄 塔節点 の水 平2方 向成分)と 作用 しない従 変位成分(全 節点の 回

転3成 分 、架渉線節点の水平2方 向成分)に 分 け、主変位 成分 を添字 〃3、従変位成

分 を添字3を 付 して区別す る。各マ トリクス も対応 す る成分 に並べ替 えて整理す る と

振動方程式 は式(2.27)で 表現 される。

[MO海OM5]{ll}+[鞠雛}+[無 無]{lr}={㍗}(z27)
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数値解析 におけ る計算量 を低減す るため以 下の方 法 でマ トリクス の静的縮合 を行

い・主変位のみ に関す る振動方程式 を得 る。すなわち、従変位u、 の方向 には慣性力 ・

減衰力が作用 しない と仮定す れば、

M∫=C"躍=C勲=0

で あ るか ら、 振動 方程 式(2.27)は 、

圏{u㎜u∫}+[c副{lr}+[諏 驚]{lr}={㍗}
(2.28)

とな る。 式(2.28)を 展 開 して整 理 し主変 位 成 分 のみ 取 り出 す と振 動 方程 式 は式

(2.29)の 形 に簡 略化 され る とな る。

M海 血配+C加 血配+K規u加=P涜(2.29)

た だ し、C加=C㎜

K=K-KK-1K 〃躍 ∫5∫ η=〃3㎜

ま た 、 従 変 位 は 式(2.30)に よ り求 め られ る 。

u∫=-K∬-1K∫ 加u切 (2.30)

本解析 では式(2.29)の 振動方程式 を線形加速度法 に よ り逐次解 くことにな るが 、

架渉線要 素の幾何 学的 非線形性 を考慮 す るた め に系 の剛性 は各時間 ステ ッ プにおけ

る接線剛 性 によ り表現 されなけ ればな らない。 その ため、静 的縮合 された振動 方程

式 を変位増分型の表現 に改 め ると、時刻 τ='+△ ∫における振動方程式 は式(4.31)と

なる(以 下、主変位成分 を示す添字 那 は省略す る)。

ぽ　ムノ
M顧 、他+C血 、他+ΣK。 △u.=-Mα,櫨(2・31)

τ=0

とな る。 た だ し、K,は 時 刻 τにお け る系 の接 線 剛 性 マ トリクス 、 △u.は 増 分 変位

ベ ク トル を表 わす 。 こ こで 、 時 刻 τ=∫ に お け る復 元 力 ベ ク トル をR、 、 時 刻

τ=什 △∫に お け る外 力 ベ ク トル を 篤栖 、入 力 加 速 度 ベ ク トル を{ろ 他 とお くと、

じ

R、=ΣK。 △u.

τ=0

篤+趣=-M{%砲 一Rf

で あ る 。 式(2.31)の 復 元 力 項 は 、
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ぱ　ムず ず

ΣK。 △u,一 ΣK。 △u。+K,.△,△u,.盈=R,+K紬 △u、.加(2・32)
τ霜0τ=0

と な り、 振 動 方 程 式 は 次 式 の 表 現 と な る 。

叫.△,+C血,.△,+K、.△,△ ・,.。二鰐.出(2・33)

振 動 方 程 式 の解 法 と して 、Newmark[32]に よ る 直 接 積 分 法(β=1/4)を 用 い ・

次 の 関 係 を得 る 。

輪=蕾 △隔 一麦 咄 ②34)

輪=急 △隔 一氏(z35)

これ らを式(2.33)に 代入 する と振動 方程式 は △u,仙 のみが未知数 の次 式 となる。

M{(器)・△隔 一麦氏一軋}+C{急 △隔 一氏}+輪 △転ゐ(236)

△u,.△、につ い て解 くと時刻 τ=什 △'に お け る応 答 は以 下 の よ う に得 られ る 。

輪=[(澄)・M+急C+叫'{妬+M(瀞 ・血・)+Cら}(237)

u,+捜=u,+△u`+△f(2.38)

式(2.37)で 求 め られ る △u、.△、を式(2,34)、(2.35)に 代 入 す れ ば応 答 加 速 度 雌、砲 、

応 答 速度 血、.△、が 求 め られ る。 これ らの応 答 値 か ら架 渉 線 の 幾 何 学 的 非線 形 性 を考 慮

して 剛性 マ トリ ク ス を新 た に計 算 し、 振 動 方 程 式 に代 入 す る と 、 元 の 振 動 方 程 式

(2.33)は 成 立 せ ず 、不 釣 合 力R.を 生 じる。

式(2.38)で 求 め られ た応 答 変位u,.△ 、か ら計 算 され る系 の接 線 剛 性 マ トリ クス を

Kl.△、とす る と、 不釣 合 力 は振 動 方程 式(2.33)よ り次 式 で計 算 さ れ る。

R、=窮+△,一(M∬,+△ 、+C血 ∫仙+Kl .△、△u,+∂(2.39)

R.=0と な る と きの 増 分 変 位 を △ul .△、=△u、仙+△u'と お き 、 系 の 剛 性 をKl他 と

して 式(2.39)に 代 入 す る と 、 増 分 変 位 の 誤 差 △u'は 、
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甜=[(澄メM+急C+Kホ (2.40)

となる。式(2.40)に よ り求め られる変位誤差 △u'か ら剛性 マ トリクスお よび応答

値 を修正 し・式(2・39)に よる不釣合力R、 が許容値以下 となるまで収敏計算 を行 うこ

とに より応答値 を確定す る。

収束判定 のための不釣合力 の許容値 と して、S.H.MoteとK.H.Chu[26]に よるケー

ブル トラス構造 の動 的解析例 では、節点荷重 の作 用 しない節点で応力の1%以 下 、節

点荷 重の作用す る節点 では節点荷重の10%以 下の基準 を採用 し、5～6回 の収敏計

算で収束 した と報告 されている。

本解析 では節点荷重 の作用す る節 点で節点荷重の10%を 基準 に した場合 には誤差

が累積す る場合が生 じたため、全ての節点 で不釣合力R .の 各成分 が応力 あるいは節

点荷重 窮他 の1%以 下 となったときに釣合状 態 に収束 した もの とみな した。解析 中

の収敏計算 回数 は2～8回 程度 であった。

2.32実 験モデルの振動解析結果

2.32.1加 振 実験 モデルに よる振動解 析結果

鉄塔 一架渉線連成系試験体の振動解析 では、同一の地震波入力 に対 して鉄塔Nに

相当する端部鉄塔 の固有振動数 を変化 させ た ときの、連成系 内の3基 の鉄塔 の応答

を比較す る。入 力 した地震波 は実地震 波加振 実験の 中で、独 立鉄塔 と比較 した連成

系 内の鉄塔 の応 答が特 に大 きい、線路 方向加振 に よるC3R6EYの 実験(ElCen面 波 、

時間軸0.6倍 、線路 方向加振)の 振動台 にお ける水平2方 向の加速度記録 を用 いた。

解析 パ ラメー タと して鉄塔Nの 塔体部剛性 を変化 させ る ことに より独 立鉄塔 とし

ての固有振動数 を3.00～4.50Hzの 範囲で15通 りに変化 させ た。 また、鉄塔M、S

は試験体 と同 じ動特性 を与 えた。

表2.11に 解 析パ ラメー タと、解析 か ら得 た連成系 の応答最大値 な どを示す。

鉄塔Nの 単独で の固有振動数《ニ3.788Hzの 場合 は、3基 の鉄塔 が全 て同一の動特

性 となる。解析 か ら得 た応答の時刻歴 が図2.21で 、上 か ら順 に鉄 塔N、M、Sの 頂

部節点 にお ける線路方 向変位応答 、お よび鉄塔N-M間 の2本 の架渉線の張力 の時

刻歴 を示す。
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表2,11振 動実験 モデル を用 い た動 的解析 による最大応答一
鉄塔N

単体最大

変位(cm)

鉄塔N単 体の

固有振動数

ル(H・)

鉄塔N塔 体部

曲げ剛性

(kglcm)

塔頂線路方向最大変位(cm) 架渉線最大張力(g)

一

N M S C1 C2

3.00 2.0000 2.0098 1.3705 1.5918 542.95 652.71 1.5712

3.30 2.4150 1.3694 L3694 15400 236.87 324.96 1.4746

350 2.7150 1.8934 1.5341 1.6988 396.53 279.34 1.5039

3.60 2.8725 2.7817 2.6322 2.6692 241.47 312.70 1.2495

3.65 2.9540 2.5491 2.4596 2.4527 206.33 190.41 1.2144

3.70 3.0350 1.9991 1.9177 1.9098 141.93 155.21 2.1560

3.72 3.0680 1.7231 1.6659 1.6766 135.84 138.79 2.6137

3.75 3.ll80 1.3545 1.3799 1.3900 5958 58.07 2.0890

3,788 3.1810 1.1666 1.1670 1.1672 58.70 57.44 1.1427

3.80 3.2000 1.1211 1.1339 1.1395 58.87 57.63 1.0513

3.90 3.3720 0.9401 0.9787 1.0231 116.39 153.20 1.2796

4.00 3.5460 1.2298 1.1665 L3348 303.36 305.83 1.1866

4.15 3.8190 1.4855 L4314 1.7022 436.92 441.39 1.2495

4.30 4.1000 1.8561 1.8366 2.2308 422.03 422.05 1.9058

4.50 45000 L3471 1.2076 1.6860 357.18 317.86 1.4552

この条件 では3基 の鉄塔頂部 の最大変位 はいずれ も約1.167cmと ほぼ同 じ応答 を

示 し、 また、架渉線 の最大張力 は約58gで 静 的釣合状態 とほ とん ど変化 していない。

架 渉 線 をつ け な い独 立鉄 塔 の数値 解 析 に よ る最 大 応 答 変 位 は 表 中 に示 す よ う に

1.1427cmで 、連成系 の応答 は これの約1.02倍 であるか ら架渉線 の影響 はほ とん ど無

視で きる程度 に小 さい。

鉄塔Nの 固有振動数 《=3.720Hzの モデルの場合 は、3基 の鉄塔 の動特性 が実験 に

用いた試験体 と同 じ場合 に相 当す る。解析 か ら得 た応答 の時刻歴 を図222に 示すが 、

これは図2.14の 実験 か ら得 た応答 時刻歴 と対応す る もので ある。 また、図2.16に は

独 立鉄塔 におけ る同 じ加振条件 での実 験 お よび解析 による応 答時刻 歴 が示 されてい

る。 これら3つ の応答 を比較 すれば、本解析 によ り連成系 の応答 の特徴 を十分 に再

現 で きている もの と考 え られ る。連成 系 の場 合 に最 大応答 の絶対値 は解析 値 が実験

値 より小 い値 となってい るが、 これ は解析 上 の仮 定 で、架 渉線 の減 衰定数 が不 明 で

あるため鉄塔 と同等 とみ な した こ と、あ るい は各鉄 塔 の水平2方 向の連成 が考慮 さ

れ てい ない こと、 な どに よる もの と考 え られ る。
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図2.22動 的解 析 に よる応 答 時 刻 歴(ル ニ3.72Hz)

20

前述の同 じ鉄塔3基 か らなる漏=3.788Hzモ デル(図2。21)の 応答 と比較 する と8

秒付 近か ら両者 の応答 の違 いが顕著 にな り、本モ デルで は以後 の変位応答 が次 第 に
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図2.23動 的解 析 に よる応 答 時 刻 歴(ル=3.60Hz)

増大 して最大応答値 は約1.5倍(14.5秒 付 近)の 値 に達 している。架渉線張力 の時

刻歴 を見 ると応 答 に及 ぼす架渉 線の影響 が明 瞭 に示 されてい る。す なわち 、振動初

期 の段階 では張 力 は静 的釣合時 と同 じまた はそ れを下 回って い るが 、応答 に違 いが

見 られる8～10秒 にかけて張力が急増 し、最大値 は138.79gで 静 的釣合状態 の約2.5

倍 となる。

鉄塔Nの 固有振動数 を変化 させ た中で最 も変位応 答の大 きか った《=3.60Hzモ デ

ルの応答時刻歴 を図2.23に 示す。最大変位 鉄塔Nで2.7817cm(14.3秒)に 達 して

いる。2本 の架渉線張力 の変動 も比較 的早期 に発生 してお り、3秒 付近 か ら増大 し始

め10秒 以後 は小 さな変動 がある もののそ れぞれ200g、300g付 近 で ほぼ定常状態 に

達 している。

図2.24は 応答が最 も小 さか った∫N=3.90Hzモ デルの応答 時刻歴 であ る。最大変位

は鉄塔Nで0.9401cmで あ り、3基 の鉄塔 の動特性 が同一のモ デル(!k=3 .788Hz)

や独立鉄塔の解析応答値 と比較 して も応答 は小 さい。 しか し架渉線 張力 は5秒 以後

約100～1409程 度 で定常状態 に達 してお り、静的釣 合状態 の2～3倍 の値 を示 して

い る。 これは鉄塔Nの 応答が他 の2基 と比較 して小 さ く、架渉線 を介 して鉄塔Nが

他の2基 の応答 を低減す る方へ影響 を及 ぼ した もの と考 え られ る。
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図2.25鉄 塔Nの 固有振動数 ル に よる最大応答比較

鉄塔Nの 固有振動数ん をパ ラメー タと した ときの全解析 モデルの応答 を図2.25に

比較 して示す。図(a)の 縦軸は各鉄塔 の最大応答変位D㎜ を3基 の鉄塔 の動特性 が

同一 のモデル(《=3.788Hz)の 最大応答変位D。 で除 して基準化 した値 であ る。同

様 に図(b)で は4本 の架渉線 それぞれの最大張力 ㌦ を3基 の鉄塔 の動 特性 が同一の

モデル(ん=3.788Hz)の 最大張力 η で除 して基準化 した値 を示す。
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図(a)の 破線 と○は、比較のため に独立鉄塔の 同一加振条件 におけ る最大応答 変位

をプロ ッ トした もので、試験体 の鉄塔Nに 相 当す る3.72Hz付 近 に顕著 な ピークが見

られる。 これに対 し連 成系 の応 答 は、独立鉄 塔の応 答 とよ く似 てい る もの の、 ピー

クの位置は3基 の鉄塔 いずれ も長周期側の3.6Hz付 近 にシ フ トしてお り、独 立系 と

連成系で は明 らか に異 なる周波 数特性 を示 している。架渉線 の ない独 立鉄 塔 であれ

ば、鉄塔M、Sは1.0に 近い値 になるが、連成系 の場合 には3基 とも最大2.3前 後 の

値 を示 してお り、鉄塔Nの 影響が架渉線 を介 して隣i接す る鉄 塔 に及 ぼされてい るこ

とが明 らかである。

図(b)の 架渉線張力 を見 ると、3基 の鉄塔 の動 特性 が同一で ある《=3.788Hzの 場

合 に応答は極小値 にな り、鉄塔Nと 他 の2基 の鉄塔の固有振 動数 の差が大 きくなる

に従い架渉線 の付 加張力 が増大 す る傾 向が見 られる。 これは、隣接 す る鉄 塔 の固有

振動数が異 なる ため に各鉄塔 の応答 の位相 にず れが 生 じ、 そ の結果 張力 の 増大 を招

くもの と考 え られる。

しか し、(a)、(b)両 図 を比較す れば鉄塔の変位応答の大 きさは架渉線張力 の増大 と

は直接 関係 な く、振動 中の連成 系 の動 特性 に よる影 響が大 きい と考 え られ る。そ こ

で、数値解析 に より求め た連成系 の1次 固有振動数 ん をパ ラメー タに とって最大変

位お よび架渉線張力 を比較 した結 果 を図2.26(a)、(b)に 示 す。図(a)に 示す 通 り連成

系 の応答 の ピークは 左=3.681Hz付 近 にあ り、やは り独立系 よりも長周期側 にシフ

トした動 特性 を示 して いる。 これ らの結果 か ら、振 動 中の鉄 塔 一架 渉線連 成系 の動

特性 は独 立鉄塔 あるい は静的釣合 時の 連成系 のいず れ とも異 なる ものであ る と考 え

られ、架 渉線 の影響 も含 めた振 動 中の 連成系 の動特 性 によ り最大応 答 は決 まる もの

と考 え られる。
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図2.275鉄 塔 一架渉線連成系解析 モデル

23225鉄 塔 モデルによる振動解析結果

鉄塔 一架 渉線連成 系 を対 象 と した本実験 の試験体 な らび にその数 値解析 モ デルで

は、試験装置の制約 に より3鉄 塔2ス パ ンか らなるモデル を対 象 と したが、現実の

送電鉄塔 ではは るか に多 くの鉄 塔が繋 がれた連成系 が形成 されてい る。試 験体 の端

部鉄塔N、Sの ように片 方向のみ架渉線 を張 られた引留鉄塔 は線路 の両端 にのみ存在

し、大多 数の鉄 塔 は両側 か ら架 渉線が 張 られ る形式 となる。 引留鉄 塔の連成系 内 に

お ける動 特性 は架渉線 の非対象 性が原 因で中 間部の 鉄塔 と異 なるこ とも考 え られ、

端部鉄塔 の動特 性 が他 と異 なる先のモ デルに よる結 果か ら現 実 の鉄 塔の特性 を論 じ

るこ との妥 当性 には疑 問が残 る。そ こで、先 の3鉄 塔2ス パ ンか らなるモデル を基

に鉄塔数 を増 し、5鉄 塔4ス パ ン としたモデル について同様 の数値解析 を行 い、基本

動特性 の異 なる鉄塔が混在 す る連成系 の応答 を調べ た。

5鉄 塔 モデルで は先のN、M、Sの3基 か ら成 る3鉄 塔モ デルの両端 に鉄塔Mと 同

じ鉄塔 を1基 ずつ追加 した もので、図2.27に 示 す ように端部 よ り順 にT1、T2、 …、

T5と 名称 を付 けると、Tl、T3、T5が 鉄塔M、T2が 鉄塔N、T4が 鉄 塔Sと 同 じ動

特性 を与 えられている。 スパ ンは全 て1058mmで 一直線上 に各鉄 塔 を配置 し、架渉

線 は各スパ ンに2本 ずつ合計8本 で全 て同一の質量 ・剛性 ・初期擁 み を与 えてい る。

中間部鉄塔T2の 剛性 を変 えるこ とに より固有振動数 を3.OHzか ら4.3Hzま で変

化 させ た8モ デルを使 い、実験か ら得 た地動加速度 を入力 して数値解析 を行 った。

表2.12に 解 析 か ら得 た5基 の鉄塔 の頂部 における線路方向の最 大応答 変位 な らびに

鉄塔T2-T3問 の2本 の架渉線最大張力 を示す。
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表2.125鉄 塔4ス パ ンモ デル を用 いた動 的解析 による最大応答一
鉄塔T2(N)単

体の固有振動

数右(H・)

塔頂部線路方向最大変位(㎝) 架渉線最大張力②

T1(M) T2(N) T3(M) T4(S) T5(M) C1 C2

3.00 2.0476 1.8039 1.3537 15212 1.8281 470.01 456.41

3.30 2.0902 1.9127 1.5857 1.7029 1.9383 467.38 408.56

3.50 2.8147 2.8147 2.6523 2.7203 2.7519 370.11 364.83

3.60 2.4242 2.4099 2.3268 2.2978 2.8214 245.96 276.09

3.72 1.5080 1.4872 1.5003 1.4479 1.4137 162.38 144.71

3,788 1.1824 1.1866 1.1864 1.1867 1.1831 74.87 74.84

3.90 0.9965 1.0277 LO306 1.0701 1.1224 140.84 142.68

4.30 1.4326 1.2181 1.1732 1.3119 1.7521 375.40 37456
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4.5

図2.28鉄 塔T2(N)の 固有振動 数ル による5鉄 塔 モデルの最 大応答 比較

図2.28は 、図2.25と 同様 に、固有振動 数 を変化 させ た鉄塔T2の 固有振 動数 をパ

ラメー タに とって最大 応答変位 お よび最大架 渉線張 力 を比較 した ものであ る。 ただ

し・各応答値 は5基 の鉄塔が 同一固有振動数(ル=3.788Hz)の モデルの最大応答値

で除 して基 準化 されている。

図2.28(a)の 最大応答変位で見 る と5基 の鉄塔 の変位応答 は よ く似 た特性 を示 して

お り、独 立鉄塔 の応答の ピーク(ル=3.72Hz)よ りも長周期 側 にシ フ トした位置 に

顕著 なピー クが見 られる。 これは先 の3鉄 塔 モデル と同 じ傾 向 を示 してい るが、 ピー

クの位 置は3鉄 塔 モデルが ム=3.60Hzで あ ったの に対 し・本モ デルではゐ=3.50Hz
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図2.29連 成系 の固有振動数 泥 に よる5鉄 塔 モデルの最大応答比較

と、 さ らに長周期側 にシフ トしてい る。また、同図(b)の 最大張力 を見 る と、5基 の

鉄塔の動特性 が同一である場合 に応答 は極小値 とな り、鉄塔T2と 他の4基 の鉄塔 の

固有振動 数の差 が大 き くなるに従 い架渉線 の付 加張 力が増大 す る傾 向が見 られ る。

これ も先の3鉄 塔 モデル と同様 の傾 向 を示す。

2種 のモ デルそれぞれの2基 の端部鉄塔(引 留鉄塔)、 すなわち3鉄 塔 モデルの鉄

塔N、S、 あ るいは5鉄 塔 モデルの鉄塔T1、T5に 着 目 して応答 を見 ると、固有振動

数 を変化 させた鉄塔(3鉄 塔 モデルのN、5鉄 塔 モデルのT2)に 近い側 の端部鉄塔

は長周期 側で他 の鉄塔 よ りも応 答 が大 き くな り、反対 側の端部鉄塔 は短周 期側で他

の鉄塔 よ りも応 答 が大 き くなる傾 向が認 め られる。 しか し、 いずれ も全般 的な応答

の傾 向か ら逸脱 す るもので はな く、 また、中 間部 の鉄塔の応 答 につ いて は引留鉄塔

の存在が特 に大 きな影響 を与 えているとは考 え られない。

図2.29に は連成系 の1次 固有振 動数 ん をパ ラメー タに変位 な らびに架渉線張力 の

最大値 をプロッ トした。変位応 答の ピークは ん=3.685Hzの 付近 にあ り、 これは3

鉄塔モデルで ん=3.681Hz付 近 に ピークが見 られたの と極 めて近 い値 を示 している・

従って、連成系 の特定 の固有モ ー ドが応答 に大 きく寄与 している ことが予想 される。

2.2.4.3項において、連成系 内で振 動 中の鉄塔 に対 して、架渉線張力 の影響 を含 めた

見掛 け上 の剛性 を実験 デー タか ら同定 すれば 、独 立鉄塔 と比較 して応答 が増大 して

い る場合 には剛性 が平均で3～5%程 度低 下 してい ることを示 した。仮 に見掛 け上 の

剛性 が4%低 下す るもの として この剛性 か ら独 立鉄塔 としての固有振動 数 を計算 す る
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と、一般化質量 配・=5.38×1・ ・kg一 般化暁 ん・=α3・19× α96=α288k創 ・mで あ

るか ら、固有振動数 は3.682H、 とな り、応答変位 の ピークに対応す る連成系 固有振

動数 とほぼ一致す る。

しか し、連成系 の静 的釣 合状態 における 固有値解 析 の結 果 ではこの固有振 動数 に

一致す るか、 も しくは これに近 い固有 モー ドは存在 しない。 従 って、静的釣 合状態

から連成系 の最大応答 をモー ド解析 などの手法 に よって予測す るこ とは困難iであ り・

本論で用 いた動 的解析 な どの手 法 によ り振動 中の架 渉線張力 の影響 を考慮 す る こと

が不可欠であると考 えられる。

2.3.2.3架 渉 線 の 張 力変 動

連成系 内の鉄 塔の固有振動数が異 なる場合 、図2.21～ 図2.24に 見 る動 的解析 に よ

る架渉線 張力の応答 は、鉄塔 の応答 と周期が 同一 の細 かな変 動 を除 けば、 静 的釣合

状態か ら始 まってあ る時 間の変動 域 を経 た後 にほぼ定常 な状 態 に達 す る、 とい う変

化 を示 している。 この静的釣合 状 態か ら動 的 な定常 状態へ移 行す る 問の挙 動 は過渡

的応答の一種で あ ると考 え られ るが、鉄塔 の 固有振 動数 を変 化 させ た各 モ デル に固

有の応答 性状 を示 して いるこ とか ら、 隣接す る鉄塔 毎 の固有 振動 数 の差 、 す なわち

応答の位相差が主 な要因で ある と考 えられる。

鉄塔3基 か らなる連成系 モデルの中で、基 本動特性が 同一の鉄塔Mお よびSの 固

有振動数を ん∫、端部鉄塔Nの 固有振動数 を ル とする。固有 振動数 の異 なる2つ の

振動系が同時 に自由振動 を始めた とき、両者 の位相 が同一 になるまでの時 間 らは、

11∫

0==

ん ∫一 ル3,788一 ル

(2.41)

となる。

図2.30に 、ル を変化 させ た各モ デル につい て架渉線張力 の応答 時刻歴 を示す。図

の太実線で示す範囲 は、架渉線張力 に変動が見 られた時刻 を起点 に式(2.41)に よる ∫。

の範囲 を表 して お り、張力応答 の変動 はほぼ太 い実 線 で囲む範 囲で 生 じて いて、そ

の後 はほぼ定常 とみ なせ る状態 になっているのが分 か る。 また、3基 の鉄塔 の固有振

動数が3フ88Hzで 等 しいモデルでは'。=。。とな り、解析結 果か らは変動 は見 られない。

これ らの 結果か ら、架渉線張力 の過渡 的応答 は鉄 塔間の 固有振動 数 の違 いに よる

位相 のずれが原 因 と考 えられ る。
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2.4結 論

機能上の理由か ら取 り付 けられる附属物 の影響 により特異な動的挙動が予測 され

る塔状構造物の一例 として、送電鉄塔 に代表 されるケーブル構造と塔状構造物か ら

なる連成系構造物を取 り上げた。特に架渉線張力の影響が大 きいとされる耐張型鉄

塔を対象 とし、3鉄 塔2ス パ ンからなるモデルを使って、地震時を対象に加振実験お

よび動的解析を行って弾性振動時の動特性 を調べた。

結論 として以下の点を明らかにした。

1.棒 鋼 による試験体 とダブル ワレン型架構 の試験体 を用 いた加振実験結果 か ら塔体

部 の振動型 を比較 したが、主に基本 モー ドで振動 している限 りいずれ も1自 由度 連

続体 の曲げ振動型 モデル によ りその動特性 を評価 で きるこ とを明 らかに した。

2.鉄 塔一架渉線連成系の動的応答には水平面 内で強い方向性が存在 し、特 に加振方

向ならびに応答の方向は、線路方向と線路直交方向で顕著な違いがある。

線路直交方向の応答では架渉線に鉄塔の応答を低減する減衰効果が見 られ、応答

の大 きさは架渉線のない独立鉄塔 と同定度またはそれを下回る場合 が多い。実験範

囲内では最大約40%応 答が小 さくなった。

逆 に、線路方向の応答は架渉線の影響が最 も大 き く見 られ、架渉線のない独立鉄

塔 と同定度またはこれを大幅に上回る場合がある。実験範囲内では最大約2倍 の応

答が見 られた。

これらの応答の方向性は主な加振方向がいずれの方向であっても同 じ特性 を示す。

3.架 渉線 によ り繋が れた鉄塔 の動特性 が同一 の場合 には、連成系 の応答 は線路方 向

で も大幅 に変化 す る こ とはな く独立鉄塔 と同 じ程度 とみなす ことが で き、 架渉線張

力 は静 的釣合状態 と変わ らない。

しか し、動特性の 異 なる鉄塔が存在 す る場合 には、架渉線 を介 した連成 効 果が見

られ、特 に線路 方向の応答 は独 立鉄塔 と異 な る。 この場合 、 架渉線 張力 は 、隣接す

る鉄塔 間の固有 振動数 が異 なる場合 に、固有 振動 数 の差が大 きいほ ど付加 張力 は増

大す る。 また、鉄 塔の応答 は、各鉄塔 の固有 振動 数 の組合せ と入力 地震波 の卓越振

動数 によ り、独 立鉄 塔 と比較 して増大 す る場 合 も減 少す る場 合 もあ る。あ る鉄塔 の

固有振動 数 が入 力地震 波の卓越 周期 に近 いこ とに よ り応答が 大 き くなる場 合 に は、

単独 での応答が小 さい隣接鉄塔 も、応 答の大 きい鉄 塔 と同定 度 の応 答 を生 じる可能
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性がある。従 って、連成系内で最 も応答の大 きい鉄 塔の応答 に基づ いて各鉄塔の地

震応答を評価する必要がある。

4.連 成系の動的応答を評価するとき、動特性 の異なる鉄塔からなる連成系の場合 に

は、静的釣合状態から求め られる固有 モー ドなどの動特性か ら評価 するの は適切で

はなく、架渉線 の幾何学的非線形性 を考慮 した動的解析などの方法 による必要があ

る。本論 で用いた立体振動解析 によれば、鉄塔 一架渉線連成系の動的応答 を十分 な

精度で評価することができる。

送電鉄塔 は地形の複雑な山間部に建設される場合が多 く、個々の鉄塔の高 さや重

量、あるいは架渉線の取 り付け角度 は全て異 なる場合が多い。このため基本的動特

性の異なる構造物が連結 された連成振動系 を構成することにな り、結論3.で 指摘 し

た条件 に合 う場合が現実に生 じる可能性は否定できない。本研究では、均等スパ ン

で一直線 上に高低差のない鉄塔が連結 され、鉄塔の固有振動数のみが異なる場合 を

取上げたが、鉄塔が一直線上に並ばない場合 や、入力地震波 の到達時間が鉄塔問の

距離に応 じて異 なる事 など、動 的応答 に大 きな影響 を及ぼす と予想 される問題点は

多々残 されてお り、これらの条件 を考慮 した応答の評価が必要であると考 えられる。
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第3章

高速繰返 し荷重下における接合部の復元力特性

3.1序 論

鋼構 造物 は地震 や風 な どによる大 きな荷 重 を受 けた ときに も、鋼 素材の 持つ高い

塑性変形能力 を生 かす ことによ り、合理的に安全性 を確保 で きる よう設計 され るが、

そのため の鋼素材 や骨組 の力学 的特性 は静 的 な載荷 過程 における挙動 を基 に評価 さ

れてい る。 しか しなが ら、 これ らの荷重条件 下で は構 造物 は動 的挙動 を示 し、載荷

過程 にお け るひず み速度 効 果 によ り鋼素材 の力学 的性 質が変化す るこ とが 予想 され

る。地震 時に鋼構 造架構 が受け るひずみ速度 レベル を解析 的に調べ た研 究[1]に よれ

ば、表3.1に 示す値 が得 られてお り、低層 の純 ラーメ ン構造 も しくはブ レース付 きラー

メ ン構造 な どの比 較的速 度 の影響 が大 きい と考 え られ る一般 的な架構 では、柱 ・は

りな どの曲げ部材 で100～101%/sec、 ブ レース部材 で101～102%/secの オー ダーの

ひずみ速 度 を受け ると考 え られ、 架構 の固有振動 数が比較 的大 きい塔状鋼 構造物の

場合 、低層 の ブレース付 き架構 と同 レベル以上の ひずみ速度効果が予想 される。

P.Soroushian[2]は 既往 の軟鋼素材 や鉄筋 の単調 引張実験 による実験報告か らデー

タを収集 し、降伏 点179.4～683.3MPaの 軟鋼 が ひずみ速度104～101se♂ で単調引

張 を受 けた場合 の ひずみ 速度効 果 について ま とめ ている。 その中 で、弾 性係数 はひ

ずみ速度 の影響 を受 けな いこ と、 上降伏 点 ・下降伏 点 ・引 張強度 の順 にひず み速度

の増加 に伴 う顕著 な上昇 が見 られ 、それ は降伏 点 の低 い鋼 材 ほど顕著 であ るこ と、

などを指摘 してい る。同様 の単調 載荷実験 に よ り鋼 素材の 力学的挙動 に及 ぼす ひず

み速度 の影響 を調 べ た若林 ・中村 ら[3]、青木 ・加藤 ら[4]、桝本 ら[5]、藤本 ら[1]、桑
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表3.1地 震時 に鋼構造架構 が受け るひずみ速度

架構規模

7層 4層 3層

純 ラ ー メ ン
1方 向 ブ レー ス

ラ ー メ ン構 造

2方向ブ レース

ラーメ ン構 造

層 間相対 速度 の最大値(㎝ 》sec) 25 40 60

部 曲
材 げ

ひずみ速度の最大値(%1s㏄) 4 6 10

ブ
レ

ー
ス

部
材

軸方向 ひずみ速度の最大値

(ボル ト近傍のみ塑性化した場合 、

%!s㏄)

200 300

軸方向ひずみ速度の最大値

(部材全長塑性化した場合、

%1就)

10 15

伸 び速度の最大値(㎜Vs㏄) 300 450

村 ら[6]など数多 くの研究 で もほぼ同様 の結果が報告 され てい る。

しか し、地震 などの構造 物 に作用 す る動 的外乱 に対 して は繰 返 し荷 重下 での履歴

挙動 を把握す ることも重要であ る。K.C.Chang[7]ら は軟鋼 の繰 返載荷 実験 を行 ない

履歴特性 に及 ぼす ひず み速度 ならび にひず み速度 履歴 の影 響 を調 べ ている。 ひずみ

速度が10冒6～10'1se♂ の範囲で、単調 引張載荷 と繰返 し載荷(ひ ずみ振 幅約2%)し

た結果 を比較 し、繰返 し載荷 下に おいてひず み速 度 を急変 す る とひず み速 度 に固有

の応カ ーひずみ 曲線 を描 くが、ひずみ速度効果 は単調引張時 ほ ど顕著 で はない こと、

また、ひずみ速度 の履歴 はヒステ リシスル ープの形状 に明 瞭 な影 響 を及 ぼ さない こ

と、 などを指摘 している。

渡辺[8]は 、軟鋼素 材 を使 って一定 の荷 重振幅 で正 弦状両振 り載荷実験 を行 ない動

的弾 塑性挙動 を調べ ている。荷重振幅 を一定 に し0.4～11.8Hzの 範 囲 の振動周波数

をパ ラメ ータに した実験 で得 た応 カ ーひず み関係 か ら、弾 塑性 域 にわ たる初期 の数

十回の繰 返 しで大幅 に軟化 した後 に定常状 態 に達 し、振動 周波 数 の増加 につれ て、

ひずみ振幅あ るいは1サ イクルあた りのエネルギー消費量 が減少す る こ とが報告 さ

れている。

若林 ・中村 ら[9]は、軟鋼素材(SS400)に5×1σ5、5×1σ3、5×10'2sec4の ひず み

速度 で両 振 り繰 返 し載荷 実験 した結 果か ら応 カ ー ひず み関係 を比 較 し、弾 性 域及 び

ひず み硬化 域での勾配 は ひずみ速度 に関 わ らず一 定 であ り、降伏 応力 にひ ずみ速度

効果が見 られ る、 と している。

この よう に繰返 し荷重下 にお ける履 歴挙 動 に対す るひず み速度効 果 につ い ては、
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研 究数が少 ないが 、単調引張荷重下 ほ ど顕著 ではない、 とす る結 果が多 い。

また、鋼 構造部材 あるい は骨組 を対 象 と して地震 時 に予 想 される程度の 載荷 速度

が復 元力特性 に及 ぼす影響 を調べ た動的載荷実験 も行 なわれている。

kD.Hanson[10]、A.M.Almuti[11]は 、そ れぞれ1層1ス パ ンの柱 崩壊 型お よび

は り崩壊 型 の鋼 架構模型 を用 いた静的及 び動 的繰 返 し載荷 実験 を行 ない、復元力特

性 の相違 について調べ ている。柱崩壊 型架構 に よる実験 では、載荷周波数3Hz、 降

伏 変位 の2倍 の変位振幅 で得 た動的履歴 曲線 は静的載荷 に よる履歴 曲線 とほぼ一致

す る としてお り、また、 は り崩壊 型架構 に よる実験では載荷周波数が11300Hzと314

Hzの 場合 を比較 して、問題 となる差異 は認 め られ ない、 と している。

加藤 ・高梨[12]ら は、SS400鋼H形 鋼梁お よびRCス ラブのついた合成梁 につ い

て高速 の単調 ・繰返 し載荷 実験 を行 なった結果、鋼 は りが塑性 域で2×1σlseσ1程 度

のひずみ速度 を受 ける と、単調 載荷 で16%、 繰返 し載荷 で11%の 曲げモーメ ン ト上

昇が見 られた ことを報告 してい る。

中島[13]は 、H形 鋼 片持ち柱部材 に、載荷速度 を変 えて、定変位振幅 ・定速度 で

両振 り繰 返 し曲げ載荷 した実験 を行 なった結 果、弾性域で はひず み速度の 影響 によ

る復元力の上昇 は高々5%で あるが 、降伏 変位 の2～3倍 の変位 を加 えた塑性域で は、

1sec'1程 度の ひずみ速度 で最大10%の 復 元力 上昇 が見 られ た、 と報告 している。

最相 ら[14]は 、H形 鋼 ならびに鋼管の片持 ち柱部材 に正弦波状 の変位制御 に よる

繰返 し両振 り載荷 実験 を行 ない、動的載荷(約0.5Hz)と 静 的載荷 の結果 を比較す

る と、弾性 域、塑性 域いずれ も復 元力の上昇 が見 られ、復元力 で最大約20%、 履歴

吸収エネルギーで7～18%の 上昇率であ る、 と している。

若林 ら[15]は 、3層1ス パ ンの は り降伏型及 び柱 降伏型 の鋼架構 を振動 台で実地

震波加振 した実験 か ら、動 的載荷 時 には静 的載荷時 に比較 して15%程 度 の復 元力上

昇が見 られ、 これは降伏耐力の上昇 に起 因す る としてい る。

また、金歩 ・甲津 ら[16]は 、 は り降伏型鋼架構 の振動 台に よる加振実験で、3.3～

3.8Hzの 正弦波外 乱 を与 えた場合 に、は り端部の 曲げモーメ ン トー縁 ひずみ関係 か

ら得 た骨格 曲線 は、静的載荷時 と比較 して、大幅 な上昇 を示 し、 ひず み速 度の影響

が無視で きないことを指摘 してい る。

これ らの報告 によれば、地震時 に予想 される1σ2～100seσ1程 度 までのひずみ速度

の影響 によ り、静 的載荷下 にお ける挙動 と比較 して、変化 がないかあるいは10%程

度 以上 の復元力 上昇が見 られ る場合 が多 く、架構 のエネル ギー消 散能力が 低下す る

ことはな い と考 え られる。 この こ とか ら、鋼 素材 の力学 的性質 に見 られる ひずみ速

度効果 を無視 し、静 的実 験か ら得 た部材 の力 学的 特性 を構 造物 の設計 に適 用 して も
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安全性 を評価 で きる、 と判断す ることもで きよう。

一方、架構 の力学 的挙動 を把握 す る上 で 、最大応 力が発 生す る可 能性 の高 い接合

部の挙動 を把握す ること も重 要な 問題 であ る。鋼 構 造物 に用い られ る接合 形式 と し

ては溶接 または フ ァスナ ーに よる ものが一 般的で あ るが、 これ らの挙動 を素材 の力

学的性 質か ら推測す るのは困難 であ り接合部 を対 象 と した研究 も行 なわれている。

接合部 を対象 とした研究 と して、金歩 ・甲津 ら[17～19]は 突合せ溶接接合部 ・高

力ボル ト摩擦 接合 部、及 びめっ き処理 された接合部 を対象 に高速載荷実験 を行 ない・

応 力伝達 機構 の異 なる各種 接合部 の単調引 張下 におけ る載 荷速度 の影響 を示す と共

に、応カ ーひずみ 関係 をバ イ リニ ア型 に置換 して応力度速 度 との関係の定 式化 を試

み ている。

青木 ・加藤 ら[3]、 桑村 ら[6]は 切 り欠 きを有す る変断面材 を対 象 と した実験 か ら・

応力集 中の大 きい材で は局部 的 に ひずみ速 度が大 き くなる と予想 されるが 、 ひずみ

速度 の影響はほ とん ど受け ない、 と している。

藤本 ら[5]は、地震力 を受 け る筋 かい付剛 接架構 にお いて筋か い部材の軸 方 向引張

速度 は最大40cm・sec'1程 度 になる と し、 山形鋼 筋か い部材の ボル ト接合部 を対象 と

した高速 引張実験 を行 な った結果 、高速引 張下 にお いては鋼素材 の降伏比 が低 下す

ることに よ りボル ト接合 部 におけ る塑性変 形能力 が低下 し接合 部 で早期破 断す るこ

と、保有耐力接合 の条件 を満足 しない場合 が予想 される ことを指摘 してい る。

これ らの研究か ら明 らか な ように、接合 部が高速 で荷 重 を受 けた場合 の力学 的挙

動 は鋼素材 に見 られ るひずみ速度 効 果 とは異 なっ た性 状 を示 し、静力学 的特性 を基

に した安全性評価 では危 険 となる可能性 も指摘 され ているが、研 究数 は少 な く接合

部の繰返 し履 歴特性 に対 す る載荷 速度 の影響 につい てはほ とん ど研 究 されて いない。

沼 田[21,22]は 高力 ボル ト摩擦接 合部 を対象 に荷 重制御 に よる正弦状 両振 り載荷実

験 を行 い 、滑 り荷 重 を上 回る動的 繰返 し荷 重下で の ボル ト軸力低 下特性 、摩擦 係数

変動特性 を調べ てい る。0.004～5Hzの 荷 重周 波数 をパ ラメー タ とした実験 か ら、

荷 重周波 数 を増加 させ る ほ ど、繰 り返 しに伴 うボ ル ト軸力 低 下量 は小 さいが 、赤 さ

び を発生 させ た摩擦面 の摩擦係 数 の低下が 著 し くなる と してい る。 しか し、荷 重波

形が正弦波で ひずみ速度 は一様 ではな く、速度 との関係 を定量 的 に把 握す る には至 っ

ていない。

この ような観点か ら、本研究 では塔状鋼構造 の接合部 として一般的 な突合せ溶接 、

高力 ボル ト摩擦接合 お よび中ボル ト接合 に よる接 合部 を対 象 に、 一定の変 位振 幅 ・

変位速度 でひずみ 速度 をパ ラメー タと した動 的繰 返 し載荷 実験 を行 い、接 合部 の履

歴 特性 に及ぼす載荷速度 の影響 につい て調べ た。
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3.2実 験 概 要

3.2.1試 験 体

載荷実験 に供 した試験体 は突合せ 溶接接 合 と高力 ボル ト摩擦接合 による接合 部試

験体、な らびに比較 のための鋼板 の鋼素材 の3種 類 である。試験体 に使用 した鋼材

は全てJISに よるSS400規 格の構 造用鋼材 である。母材 ・溶接接合部試験体 は板厚6

㎜ 、高力 ボル ト接合部試験体 は母材板厚45mm、 ス プライス プ レー ト板厚2.3mm

で、それぞれの化学成分 と機械的性 質 を表3.2に 示す。以下 、各試験体 について説明

す る。

表3.2試 験体鋼材の化学成分 と機械的性質

化学成分 機械的性質

樽

(mm)

C

(%)

Si

(%)

Mn

(%)

P

(%)

S

(%)

降伏 点

(kg∬㎝2)

引張強度

(kg餅㎝2)

破断伸び

(%)

6 0.17 0.02 0.63 0,018 0,014 3,532 4,678 34.18

4.5 0.16 0.02 0.68 0,Ol8 0,006 3.10 4.80 37.0

2.3 0.11 α02 0.42 0,013 0,002 3.10 4.60 33.0

(1)鋼 素材試験体

他の接合部試験体 の実験結果 と比較 を行 な う上での基準 となるもので ある。図3.1

にその寸法 ・形状 を示すが、JIS規 格 による標準試験片 を基 に、両端 のつかみ部 を載

荷装置に合せ た形状 とした もので、鋼板 の圧延方 向に材 軸方向を とってある。板厚6

mm、 平行 部 は幅50mmで 、平行 部長 さは、載荷装置 の能力内で数 十%/sec程 度の

ひずみ速度 を得 るために100mmと している。
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図3.1鋼 素材 試験体(単 位:mm)



88第3章 高速繰返 し荷重下における接合部の復元力特性

(2)突 合せ溶接接合部試験体

突合せ溶接接合部 の試験体 は、鋼 素材試 験体の平 行部 中央 を切断 した後 ・ルー ト

ギ ャップ2mmの1型 開先 に裏 当金付 で突合せ溶接 して製作 した。溶接方法 はCO2ガ

ス半 自動 アーク溶接 で、溶接 ワイヤ はAS.1、 電流170A、 電圧25V、 下向 きの条

件 で行 なった。試験体 の寸法 ・形状 は図3.2に 示す ように素材 試験体 と同 じであ る。

繰返 し載 荷時の座 屈 防止 治具 との接触 を円滑 にす るため、 溶接後 に裏 当金 な らびに

溶接余盛 を除去 して表面 を平滑 に した。

醐 BUTT-WELDING
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oり

命
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2
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o 藁
130
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図3.2突 合せ溶接接 合部試験体(単 位:mm)

(3)高 力ボル ト摩擦接 合部試験体

図3.3に 示す ように母材板厚4.5mm、 スプ ライスプ レー ト板厚2.3mmの 鋼板 を

それぞれ使用 した。母材 は 日本建 築学会 「鋼構造設計規準 」 に規定 され る、最小 ピッ

チ、最小縁端距離 な らびに応 力方向の縁端距離 の最小値 を満足 し、F10T、Ml6の 高

力 ボル ト2本 によ り2面 せ ん断型の高力 ボル ト摩擦接 合 されてい る。使用 した高力

ボル ト等 の機械的性 質を表3.3に 示す。摩擦 面 はデ ィス クサ ンダーに よ り黒皮 を除去

した後赤 さびを発 生 させ 、ボル ト締付 け前 に浮 きさび を除 去 した 。 ボル トの締付 け

は トル ク法 に よる管理 を行 ない、載荷 直前 に28.Okgf・mの トル クで締結 した。

試験体 の接合部設計耐力等 は高力 ボル ト接合設計施工 指針[23]な らび に鋼構 造 限

界状態設計規準(案)・ 同解説[24]に よる と、表3.2の 値 を用 いて以 下の通 りに計

算 され る。
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図3.3高 力 ボル ト摩擦接合部試験体(単 位:mm)

表3.3試 験体 高力 ボル トの機械 的性質

ボ ル ト ナ ッ ト 座金 トルク係数値

肋

(k働㎜う

引張強度

剛 ㎜ う

伸 び

(%)

絞 り

(%)

引 張荷 重

(lonO

硬 さ

田RC)

硬さ

αRC)

保証荷重

(りnO

硬 さ

(耳RC)
平均値 標準偏差

規格 ≧90 100～120 ≧14 ≧40 ≧15」 27～38 16～35 15.7 35～45 α150～0.190 ≦0.013

成績 106 111 18 68 17ρ 34 認 合格 40 0,159 0.0045

・高力 ボル ト

すべ り耐力6.35tonf(高 力 ボル ト接合設計施工指針)

7.24tonf(鋼 構造限界状態設計規準(案)・ 同解 説)

最大耐力21,72tonf(鋼 構造限界状態設計規準(案)・ 同解説)

・板 要素接合部分(鋼 構 造限界状態設計規準(案)・ 同解 説)

降伏耐力4.604tonf(母 材有効 断面)

4.706tonf(ス プライス プレー ト有効断面)

最大耐力5.290to㎡(ス プライス プ レー ト端 あ き部破 断)

従 って、 接合 部 の降伏耐 力 は摩擦 接合す べ り荷 重 以下で の母材 お よびス プ ライス

プレー トの降伏 に よ り決ま り、最大耐力 はス プ ライス プ レー トの破 断 に より決 まる。
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(4)め っき中ボル ト接 合部試験体

試験体 の形状 ・寸法 ならびに母材 の鋼種 は図3.3に 示 す高力 ボル ト摩擦接合部試験

体 と同様 である。ボル トにはSS400相 当のMl6中 ボル トを用 い た。母材、ス プ ライ

ス プ レー トお よび中ボル トには全 て表3.4に 示 す条件 で溶融 亜鉛 め っきが施 されて

い る。中ボル トの締 め付 け トルクは6.00kg・mと した。

ボル トのせん断耐力 は12.80tonfあ り、接合部 の降伏耐力 は母材 の有効断面 におけ

る降伏 に より決 ま り、 また最大耐力 はスプライス プレー トの破 断 によ り決 まる。

表3.4中 ボル ト接合部試験体 の溶融亜鉛 めっ き処理条件

手順 名称 条件

脱脂 オル ソケ イ酸 ソー ダ+力 性 ソー ダ80℃60分

水洗

前 酸洗 塩酸20℃60分
処
理 水洗

フラ ックス処 理 塩化亜鉛+塩 化アンモニウム50℃2分

乾燥

部材温度 室温

鎗 亜鉛浴温度 456℃

き 浸漬速度 5500±50mm!分

条件 浸漬角度 15±0.5。

浸漬時間 2分

温
水

部材の初温

温水温度

亜鉛浴温 一α

62℃

処
理

浸漬速度

浸漬角度

11000±100mm1分

15±0.5。

以上4種 の試験体 には以下の要領 で4文 字の記 号 を付 して区別 する。

先頭1文 字 は試験体 種類 を示 し、Aが 母材 試験体 、Bが 溶接接合部試験体 、Cが 高

力 ボル ト接合部試験体 、Dが め っ き中ボル ト接合 部試験体 であ る。2文 字 目は載荷

速度 を示 し、後述の載荷 装置の ジャ ッキ速度 による4段 階 の設定速度 を速度 が小 さ

い順 に1～4の 数字 で、静的載荷 は0で 示す。3文 字 目は載荷条件 を示 し、Mが 単

調 引張載荷、Cが 繰返 し載荷 をそれぞれ示す。 同一試験体 ・載荷 条件 でそれぞ れ2

体 の実験 を行 い、試験体 を識別す る番号 を4文 字 目に付す 。
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試験体記号例

A3Cl

L隷 熱 ・-C・-
0:静 的 載荷

1:5mm/sec2:15mm/s㏄3:25㎜!sec4:35mmlsec

[試 験 体 種 類]

A:鋼 素 材B:突 合 せ 溶接 接 合 部

C:高 力 ボル ト摩 擦 接 合 部D:中 ボ ル トせ ん断 型接 合 部

322実 験装置

図3.4に高速載荷実験 に用 いた装置の全体 と試験体 の取付状況 を示 す。載荷にはサ ー

ボ型油圧 ジ ャッキ(押 引最大荷 重15tonf、 ス トローク120mm)を 用 いた。 ジャ ッ

キの移動速度 を5～35mm/secの 範 囲で制御 す るサ ーボ機構 によ り一定速度 で載荷

で きるもので、本実験で は5、15、25、35㎜/secの4段 階 に鮪 速度 を設定 した。

繰返 し載 荷実験 で は、 ピス トンに取 り付 けたナ ッ トに よ り繰返 し載荷時 の変位 振

幅 を設定 し、載荷方向 反転 点 に達す れば機 械 的 にジ ャッキの移動 を止 め、約1秒 間の

静止後 、逆方向 に載荷 す る機構 となってい る。載 荷前の位 置 を原 点 に とり、設定変

位振幅 を母材 な らび に溶接接合部試験体}ま4mm、 高力 ボル 膿 合部試験体 は6㎜

と して、それぞれ5サ イ クルの繰返 し載荷 を行 った。

試験体 は高力 ボ ル トに よ り載荷 治具 に取 付 け られ、一 端 は荷 重 計 を介 して油圧

ジ ャッキ に接続 し、 もう一端 は反 力壁 に固定 され る。荷 重 計 と油 圧 ジ ャッキの 問に

は速度 調整 治具 を取付 け 、ジ ャッキ移動 開始 と載 荷 開始 に時 間差 を設 けて ジ ャッキ

が一定の設定速度 に達 した後 に試 験体 に載 荷 する よう工夫 した。 また、繰 返 し載荷

時 には圧縮力 に よ り試験体 が座屈 す るの を防 ぐため、図3.5に 示 す ように、試験体 の

横 方向変 形 を拘束 す る治 具 を取付 けた。試 験体平 行部 お よび試験体 両端 の つかみ部

を両側 か らプ レー トで は さんで面外 の移動 ・変形 を拘束 し、図 中の▲ で示 す位置 で

これ らのプ レー トの面外移動 を止 め るように した。
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3ユ3測 定方法

載荷実験 にお ける測定項 目は載荷 荷重 な らびに試験体 の軸 方向伸 縮であ る。荷 重

は速度調 整治具 と試験体 つかみ部 の間に装 着 した荷 重計 に よ り測 定 し、試 験体 の伸

縮 は試験 体 つかみ部 に取付 けた高周波差動 トランス型変位 計 によ り測定 した。母材

お よび溶接接合部試験体 につ いては、ゲージ長 さ5mmの 抵抗線式塑性 ゲージ を試験

体 中央部の裏 表に計2枚 貼付 して材 軸方向の伸 びひずみ を測定 した。

荷重計、変位計 、ひず みゲージの出力 は載荷 と同時 に動 ひずみ計 を介 してAID変 換

機 に取 り込 み、載荷速度 に応 じて200～1000Hzの サ ンプ リング周波数でデ ジタル

化 して計測用 コン ピュー タに収録 した。以 下 の実 験結果で は、 さ らに測定 後 にデジ

タル フィル タによ り高周波 ノイズ を除去 したデー タを示す。

3.2.4載 荷 速 度 の 評価 方 法

本実験で は高速載荷時 の載荷速度 をパ ラメー タと して各 試験体 の力学 的性質の変

化 を調べ るため、 油圧 ジ ャッキの ピス トン移動速 度が一定 となる ように制御 して実

験 を行 な った。実験 か ら得 たデー タを基 に、本研 究 で採用 した載荷速度 の評価 方法

について説明す る。図3.6は 母材試験体 の単調 引張試験 に よる各測定値 の時刻歴の一

例(Spec.A3M2)で あ る。横軸 に載荷 開始 か らの経過時 間(sec)を 、縦軸 には荷

重、軸方向伸 び、お よび試験体 中央部の ひずみ(2枚 のひずみゲージ測定値 の平均

値)を それぞ れ示 し、各線 の勾 配が速度 に対応 す る。

荷重時刻歴か ら判断す ると載荷 開始 か ら約2秒 後 に降伏点 に達 してい るが 、変位

計 による伸 び変形 時刻歴 を見 ると降伏点の 前後で勾配 が急 変 してお り、弾 性域 と塑

性域 でそ れぞれ固有 の一定載荷速 度 となっ てい る ことが分 かる。 また、ひ ずみゲー

ジの記録 は降伏 点到達 よ り約0.1秒 遅 れた時点で勾 配の急変 が観察 される。伸 び変形

が試験体全体 の伸 び変形 の総量 を示すの に対 して ひずみ値 は試験 体 中央局所 の変形

量 を示す か ら、 この時 間差 は、降伏棚 で試 験体 が 全長 にわ た り一様 な伸び 変形 をせ

ず、塑性 流れ を生 じてい る領域が 時 間の経 過 に伴 い試験体 軸方向 に移動 してゲージ

貼付位置 に到達す るまで に要 した時 間を示 す と考 え られる。 ひず み硬化 開始点 に達

す る前 にひずみ時刻歴の 勾配 は再 び緩 くな ってお り、 これ はゲー ジ貼付位 置 におけ

る塑性流れが終了 した ことを示 している もの と考 え られる。
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(b)塑 性域(降 伏点→最大荷 重)

変位計とひずみゲージによるひずみ速度の比較

母材試験体実験 にお ける変位計 とひず み ゲージの時刻歴 か らそれ ぞ れの勾配 を最

小2乗 近似 によ り求 めた結果 を、弾1生域(載 荷 開始点 か ら降伏 点 まで)を 図37③ に、

塑性域(降 伏点 か ら最大荷 重点 まで)を 図3.7(b)に それぞれ示す。塑性域 でやや ば

らつ きが見 られるが 、2つ の測定量 か ら得 た速度 には弾 塑性 域 にわた って ほぼ線形

な比例関係 が認 め られ、 いず れの 測定値 を用 いて も載荷速 度の評価 は可 能 で ある と

考 え られる。また、図3.8に 変位 計測定値 よ り求め た弾性域 と塑性域 にお ける載荷速

度の対応 を示すが 、両者 には線形関係 が成 立す る と考 え られる。

これ らの実験結果 を踏 ま え、本研 究で は各種接 合 部 の非 線形領域 におけ る巨視 的

な挙動 を見 る必要 性か ら、塑性域(降 伏 点 か ら最 大荷重点)に お け る変位 計 に よる

試験体全体 の変形量 か ら速度 を評価す るこ とにす る。
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図3.9繰 返 し載荷実験(鋼 素材)に よる測定値 の時刻歴例(Spec.A4C2)

鋼素材 ・溶接接合部試験体 については平行部 長 さ(100mm)で 除 してひずみ度 に

換算 した値 を用 いてひず み速度(%/sec)を 求め、 ボル ト接合部試験体 につ いては

変位 計測定値 か ら得 た値 を載荷 速度(mm/sec)と す る。

図3.9に 鋼素材試験体 の繰返 し試験 による各測 定値 の時刻歴 の一例 を示す。 図は

Spec.A3C2の 載荷 開始か ら1サ イクル半の様子 を示 した ものでab・e-f間 が 引張側

載荷 、cd、hi問 が圧縮側載荷 されてい る区 間を示 し、変位 時刻歴 よ り一定の速
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度 で繰返 し載荷 されてい るのが分か る。 また、b-c、d-e、f-h間 は載荷 方向反転 時

の停止 区 間であ るが、 この間に載 荷装置の機構 か ら除荷 が行 なわれ、荷重 時刻歴 よ

り最 大応 力 ・最大 ひずみ に保持 さ れてい ない ことが分 かる。従 っ て、本実 験 で は繰

返 し載荷 におけ る除荷時 には載荷速度 の制御 は行 われず 、荷重0点 か ら次 の反転 点

までが一 定速度 に制御 されている。既往 の研 究 か ら弾性域 ・除荷 域 におけ る載荷速

度 は機械 的性 質 にほ とん ど影響 を及ぼ さな い ことが報告 されてお り、実験 上問題 は

ない と考 えられる。 ひず み波形 は台形波 に近 いが 、台形波 の場合 は反転点 で最大 ひ

ず みに保 持 された まま応 力弛緩 に よ り応力 だ けが 下降すれ ば、応 カ ーひず み関係 に

ひずみ波形 の影響が現われ ることが報告 され てい るが[25]、 本実験 では前述の とお り

最大 ひず み点 に到 達後、 直ち に弾 性除荷 され るた め この よ うな影 響 は現 わ れない。

実構 造物 の地震や風 によ る荷重条 件で も最大荷重 に保持 されてい る時間 は短 い こと

か ら、ひずみ波形が履歴特性 に及 ぼす影響 は問題 ない と考 え られる。

3.3載 荷速度が力学的特性 に及ぼす影響

3.3.1鋼 素 材試 験体

(1)単 調 引張載荷実験

実験 か ら得 た応カ ーひずみ関係 の一部 を図3.10に 示す。横 軸 は載荷 開始 か ら破 断

までの変 位計 に よる伸 び計測値 を示す。載荷速度 を変 えた それぞ れの曲線 を比較す

る と、速 度の上昇 に伴 う応力度 の増加が明 らかで ある。実 験 か ら得 た機械 的性 質 と

ひずみ速度 との関係 を、図3.11に 上 ・下降伏 点 σ
ンひ・σン乙、引張 強度 σ、、図3.12に

ひずみ硬化開始点 のひずみ ζ、、最大荷重時 ひずみ ε、、破断伸 び δについてそ れぞれ

示 す。図 中の直線 は各応力度(ton∬cm2)並 び にひずみ度(%)と 、ひずみ速度 ε(

%/sec)の 対数 との関係 を示す最小2乗 近似 直線 で、各近似直線式 は次 式の とお りで

あ る。

上降伏点

下降伏点

引張強度

σンσ=4.044+0.192610g{}

σンL=3.791+0.138010gε

σβ=4.765+0.050510gε

ひ ず み 硬 化 開 始 ひ ず み:ε 。、=2.736+0.04821098

最大荷重時ひずみ εμ=21.08+0.01971098

(3.1)

(3.2)

(3.3)

(3.4)

(35)



97

5

認露購4

ハ
」

9
」

i
5

(創
§

、茎

)
の
の
山
∈

の

0

0

"'」 岬 ♂虫 ・㌔弗 ら
、.
、●こ

.、

AIM2

-一 一一一一A2Ml

A3M2

・… … ・…A4M2

102030

DISPLACEMENT(mm)

40

図3.10母 材 単調 引張試験 に よる応力度 一伸 び変形関係

5

4

3

(
㌔

。
港

2

)
ω
の
毘

ト
の

2

; ._.ρ ・}B④.
.- -響

...。 多・ノ"
・・"=⇒ ・一'一'

綾・一一

3.一 聯 凶 …

… く}一 σ 一{レ ・ σ 一一ロー σ

yUyLB

0召1σ2111♂1011。

STRAINRATE(%!sec)

図3.11SS400鋼 素材 単調 引張 による
各応力度 とひず み速度 関係

50

40

30
(
零

)

02

Z
一く
匡
ト
の

10

0

1σ310921σ11(P101102

STRAINRATE(%!sec)

…(》 ・・ε 一 ・【}・ ε 一 △一一δ

stu

△i

日i 目屯
9'

十

38◎i

IIIIH・ トHllHllHIH匪

《}・

IIHIIHIIHHII

図3.12SS400鋼 素材単調引張 による

各 ひずみ度 とひずみ速度 関係

破断伸び: δ ニ33.51-0.2334109ε (3.6)

図3.11に 示 す 各 応 力 度 につ い て は ひず み 速 度増 加 に伴 う上 昇 が 見 られ、 特 に上 ・

下 降伏 点 の変 化 は顕 著 で あ る。 ま た、 図3.12に 示 す各 ひず み度 に関 して は、 ひず み

速 度 の影 響 は ほ とん ど認 め られず 、 既往 の研 究 結 果 と同様 の性 状 を示 して い る。

ひず み速度 ε。 ニ8×10'3%/secの 静 的単 調 引張 試 験 に よる上 降 伏 点 σw
。ニ3・635

ton7cm2、 下 降伏 点 σ玲=3.508ton恥m2、 引 張 強度%=4657tonσcm2の 値 を基準

に した変化 率 とひず み速 度 ε(%/sec)と の 関係 を最 小2乗 近 似 に よ り求 め る と以 下

の通 り とな り、特 に下 降伏 点 の ひず み速 度 増 加 に と もな う増 大 率 が 高 い 。
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上 降 伏 点:σ ン4σ ン乙
。=1.081+3.848×10-210910ε

下 降 伏 点:σ ン〃 σンσ
。=1.113+5.314×10-21091。 ε

引 張 強 度:σ 、/σ、
。=1・023+1・088×1r21・91。 ε

(3.7)

(3.8)

(3.9)

(2)繰 返 し載荷実験

実験か ら得 た応力度 一ひずみ度 関係 の一部 を図313に 示す。図の横軸 のひずみ は・

ひずみゲージによる計測値 を用 いている。 いず れ も第1サ イクルの圧縮側 で明瞭 な

降伏 を示 してお り、第2サ イクル以後 はほぼ2%程 度 の ひずみ振 幅で定常 な履歴 曲線

を描 いている。
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ひずみ速 度 の異 な る各試 験体 の履 歴 曲線 を比較す る と、 ひずみ速 度 の増 加 に伴 い

初載荷 時の降伏点 は増大 してい るのが明 らか であるが、第2サ イクル以後の履歴 は

速度 による差異 はほ とん ど認め られ ない。

初載荷 時圧縮側 に見 られる降伏 点 σンとひず み速度の関係 を図3.14に 示す。図 中

には比較のために単調引張実験か ら得 た上 ・下 降仇 点 σン.、 σンLも重 ねてプロ ッ ト

した。実験 で は上下 降伏 点の区別 は明瞭 に現 われなか ったが、図3.14か ら判断す れ

ば単調引 張時の上 降伏点 に近 い関係 を示 している。 同図 に実線 で示す 降伏 点 とひず

み速度 との関係 の最小2乗 近似 、お よび静載荷時 の値で無次元化 した関係 は下式 と

な り、 ひずみ速度 の対数 に関す る勾 配 は式(3.1)、(3.2)、(3.7)、(3.8)に 示 す単調引張

時の上下降伏 点に極 めて近 い値 となってい る。

σ,=40(耳+1・929×10-11・91。1ε1(3・10・)

σ,/σ,.ニ1・112+5・359×10-21・91。}81(3・10b)

図3.15は 、履歴 曲線 の第2サ イクル 目以後の定常ループ における特性 を見 るため

引張 ・圧 縮 それぞ れの最 大応 力点 と対応す る各サ イクルの ひずみ速度 との 関係 をプ

ロ ッ トした もので ある。 引張側 と圧縮側 で値 は異 なるが、 いずれ もひず み速度 に よ

る影響 は小 さ く、 一定の応 力度 を示 してい る と判 断で きる程度 の差異 しか見 られな

い。図中に直線で示す各点の最小2乗 近似 直線 は次の通 りで ある。

引張側最大応力点:、 σ皿.=4.358+0.028310g、oε(3.11)

圧縮側最大応 力点:。 σ㎜=4.140+α031510gloi61(3.12)
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ひずみ速度の対数 に掛 る係 数の値 は式(3.1)や(3.10)に 示す 降伏点の場合 よ り1

桁低 くなっている。 この ように、単調引張載荷 あ るいは繰返 し載荷の第1サ イクル

目の応カ ーひず み関係 に見 られる ようなひずみ速度効 果は、繰返 し載荷 の第2サ イ

クル以後 には現 われてい ない。 これは、 ひずみ振 幅が2%程 度 で降伏棚 域 にあ り・

応力の変動 につ いては鈍感 な領域 であることが一因 と考 え られる。

3.32突 合せ溶接接合部試験体

(1)単 調引張載荷実験

図3.16に 応カ ー伸 び変形 関係 の一部 を示 す と共 に、実験か ら得 た機 械的性 質 とひ

ずみ速度 との関係 を鋼素材 実験結果 と同様 に、図3.17に 応力度 関係 、図3.18に ひず

み度 関係 についてそれぞれ示 す。

試験体 の塑性化 は主 に溶接接合部近傍の母材 で進行 し、破 断位 置 は溶接線 か ら約2

cm離 れた位置 とな り、破 断 に伴 う絞 りは溶接部 には観察 されず母材 に生 じる。

従 って、図3.17に 示す各応力度 は鋼素材 の場合 と同様 の性 状 を示 し、素材 の静的

引張試験結 果を基準 に した上昇率 は式(3.13)～(3.15)の 通 りで ある。 ただ し、 ひずみ

速度 の対 数 に掛 る係 数 は鋼素材 の場合 より も大 き く、速度 増加 に対 して敏 感 に各応

力度 が増大 している。
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■Il■・HI,1

上降伏点

下降伏点

引張強度:

σ,。=3・347+6346×10-11・98

σ,。/σ,。
。=α921+1・746×10-11・9、 。ε

σ,、=3!叡D2+5・109xlO-11・9ε

σ,、/σ,島=α970+1甫6×10-11・91。 ε

σβ=4522+1.977×10-110gξ

σ、/σ、
。=α971+4246×10-21・91。 ξ

(3.13a)

(3.13b)

(3.14a)

(3.14b)

(3.15a)

(3,15b)

図3.18に 示す各 ひずみ値 で は、主 に溶接部 以外 の母材で塑性化 が進行 しているた

め、伸び ひずみ は鋼 素材 と比較 して同等あ るいは それ より低 い値 を示 す。 特 に破断

伸び に関 してはば らつ きが大 き く、 ひずみ速度 との定性 的 な関係 は認 めに くいが、

概ね ひずみ速度 の違 いに よる変化 は少 ない と見 られる。

(2)繰 返 し載 荷実験

実験か ら得 た応 力度 一ひずみ度 関係 の一部 を図3.19に 示 す。横軸 のひず みは試験

片 中央の ひずみゲ ージに よる計測 値 を用 い ている。 いずれ の試験 体 も明瞭 な降伏点

は現 われず、第2サ イクル以後 はほぼ1%程 度 のひず み振 幅で定常 な履歴 曲線 を描 い

てい る。
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図3.19突 合 せ溶接接合部繰返 し載荷 による応力度 一 ひずみ度 関係

鋼素材 試験体 と同 じ設定 振幅で載荷 した に もかか わ らず ひず み振 幅が小 さ くなっ

ているが 、 これは、試験 体 中央の 溶接部が ほ とん ど弾性 域 に留 ま り、溶接 部 近傍 の

母材のみ塑性化が進行 している ことに よる と考 え られる。

図3.20に は、履歴 曲線 の第2サ イ クル 目以後 における引張 ・圧縮 そ れぞれの最大

応力点 と対応す る各サ イ クルのひず み速度 との関係 をプ ロ ッ トした。全 般 的に最大

応力度 の ば らつ きが大 き く、引張 側 と圧縮 側 で値 は異 な る ものの 、いず れ もひずみ

速度 の増 加 に伴 い最大応 力度 は増 大す る傾 向が見 られ る。 図 中に直線で示 す各 点の

最小2乗 近似 直線 は下式 とな り、式(3.ll)、(3.12)に 示 す鋼 素材の場合 と比較 す れ

ば、ひず み速度 の対 数 に掛 る係 数の値 は1桁 大 きい数値 を示 している。
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図3.20溶 接接合部繰返 し載荷 による最大応 力度 とひずみ速度 関係

引張側最大応力点 、σ㎜=3.732+3.758×10-lloglo6

圧 縮 側 最 大 応 力 点:。 σ㎜=4.002+3.337×10-11091。1ε1

(3.16)

(3.17)

しか し、 ひずみ速度 の違 い による応力度の差異 はば らつ きの範 囲内に入 ってお り、

一概 にひずみ速度 との相 関性 が高 い とは認 め られない。

3.3.3高 力ボル ト摩擦接合部試 験体

(1)単 調 引張載荷実験

図3.21に 実験か ら得 た荷 重 一変形関係 の一例 を示 す。

荷重 一変形関係 は図3.22の 模式 図 に示す ように、荷 重4.5tonf付 近で板 要素部分の

降伏 によ り剛性 が低 下 し始め、そ の直後 に摩擦 面 で最初の すべ りが生 じる。 明瞭 な

すべ りが見 られ る直前の荷 重の極 大値 をここでは摩擦 限界荷重%R(図 中A点)と

呼ぶ ことにす る。 これ は高力ボル ト接合設計施工指針[23】 で 「すべ り耐力」 と呼 ば

れる もの に相当 し、静摩 擦 力の限 界値 と考 え られ る。 その 後、荷 重 は低下 し、極小

値 を示す とともにすべ り発 生箇所 にお けるすべ りが進行 し、ボル ト軸部が板 要素 に

接触 して支圧 型 に移行 した後 、再 び荷 重が増加 し始 める。 この間 の動摩擦 力 に相当

す る極小値 をすべ り荷 重 瑠(図 中B点)と 呼ぶ ことにする。

実験で はいずれの試験体 も2回 以上のすべ りが観察 され、全 ての ボル トが支圧接

合型 に移行 した後 に最大支圧荷 重 砺(図 中C点)に 達 した。 その後ス プライスプ

レー トの ボル ト穴近傍 に くびれ を生 じて著 しく伸 びが進行 し、破断 に至 る。
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図3.21に 示す荷重 一変形関係 では、摩擦 限界荷 重の値 あるいはすべ り発生 時の曲

線の形状 、すべ り発生の 回数 は試 験体 によ りまち まちで あ り、小 刻 み に小 さなすべ

りを繰 り返す もの もあれ ば明瞭 なすべ りを呈す る もの もあ る。特 に摩擦 限 界荷 重 と

すべ り荷重の差 には大 きなば らつ きが見 られ る。

これ らの荷重 に対す る載荷速度 の影響 を見 るため、図3.23に は、全 ての実験 で明

瞭 なすべ りが観察 された ところでの摩擦 限界荷重 を最大3回 まで とった値PCR,、Pα3

、pcR,(tonf)と 、最大支圧荷重P、(tonOの 値 を縦軸 にと り、載荷 速度 δ(mm/sec)を 横

軸 にとってプロ ッ トした。 図3.23の 直線 は各 実験値 と載荷 速度 の対数 との関係 を最

小2乗 近似 によ り求めた ものでそれぞれ以下の式 で表現 され る。
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第1回 目摩擦限界荷重:

第2回 目摩擦限界荷重:

第3回 目摩i擦限界荷重:

最大支圧荷重:

要,1=5.309-2857x10-11・91。 δ

1むR2=5.708-1.707×10髄110910δ

1む尺3=5.060+2.673×10-110910δ

弓=5.824+9.837×10-210910δ

(3.18)

(3.19)

(3.20)

(3.21)

全般的 に実験結 果 にはば らつ きが大 きく、同一条件で2体 ず つ載荷 実験 を行 った

中で、PcRノが約45tonf前 後 でその後 も荷重が低 いグループ と、Pc尺1が5～6tonfで

その後 も総 じて荷 重の高 いグルー プが見 られる。荷 重の低 いグル ープで は載荷速度

の増加 に伴 い摩擦 限界荷 重 も増大 す る傾 向が見 られるが、荷重 の低 いグル ープでは

摩擦 限界荷重 は載 荷速度 が異 って も変化 していない。 しか し、 これ らの差 は全体 の

ば らつ きの範 囲内であ り、載荷速度 との関係 は明瞭ではない。

また、最大支圧荷 重Pβ は摩擦 限界 と比較 してば らつ きが少 な く、わずかに載荷速

度 の増大 に伴 い上 昇す る傾 向を示 しているが、そ の影響 は小 さい。金歩 ・甲津 らに

よる高力 ボル ト摩擦接合2面 せ ん断型試験体 を用 いた同様 の単調引張実験 に よれば、

先行す るス プライスプ レー トの降伏 はひずみ速度 の影響 を大 きく受けている ものの、

最大支圧荷重 の上昇 は顕著で ない と報告 されてい る口7]。

最大荷重 の値 は摩擦接合 の メカニズ ム とは直接 関係 な く、鋼 素材 の破 断耐力 に対

す る載荷 速度の影 響が現 われ ると考 え られ るが、 ボル ト穴 による断面欠損 の影響で

ボル ト穴 近傍の応力 集 中が著 しい点や、応 力伝達 機構 が ボル ト軸部 と板要 素 との間

での支圧 接合 型 に変わ る、 などの 理由 に よ り等 断面 の素材 に見 られ るひず み速度効

果 とは異 なる性状 を示 す ことも予想 される。

切 り欠 きあ るいは孔 を有 す る変断 面材 の力学 的性 質 に及 ぼすひず み速度 の影響 を

調べ た既往 の研究 を見 ると、例 えばSS400な どの3鋼 種 について、青木 ら[3]は 板厚

5mmの 鋼板 に幅0.2～2.4mmの ノッチ を付 けた試験片、藤本 ら[26]は 半径15mm

の切 り欠 き、または直径30mmの ボル ト穴 を設 けた試験片 を用 い、それぞれ単調引

張載荷実 験 を行 っ てい る。 これ らの報告 で は、 いず れの鋼 種 で も速度 の影 響 で降伏

点、破断 耐力 が上 昇す る との結果 を得 てお り、鋼 素材 レベ ルで は、ボル ト穴近傍 で

の応力集 中が生 じて も等 断面材 と同様 のひずみ速度効果が生 じると考 え られる。

従 って、最 大支圧 荷重 に 関 しては、 ボル ト穴近傍 の応力 集 中によ る影響 は関係 な

く、む しろ、載荷 速度 の影響が顕 著で な くなるの は応力伝 達機構 が支圧型 に変化 し

たことに よると予想 され る。
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図3.24H.T.B.単 調引張載荷 に よる

摩擦 限界 お よびすべ り発生時 の変形

量 と載荷速度 関係
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図3.25H.T.B.単 調引張載荷 に よる

最大支圧荷重 お よび破 断時の変形量
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次 に、接合部 の変形量 に及 ぼす載荷 速度 の影響 について見 る。

図3.24は 各試験体の初期2回 の明瞭 なすべ り発生 時の摩擦 限界荷重 点 ・すべ り荷

重点 における変形量4c,、、4、,、、4、、、4、、(㎜)を 舗 速度6(㎜/sec)と の関係 で プロッ

トした ものであ る。それぞれの変形量 と載荷速度 の対 数 との関係 を最小2乗 近似す

れば図中の直線 に示す関係 が得 られ、それぞれの近似 式 は以下の通 りで ある。

第1回 目摩 擦 限 界 時 の 変 形:δcR、=0.490-1,460×10-11091。 δ

第1回 目 す べ り荷 重 時 の 変 形:δ ∫、=1.396-1.051×10-11091。 δ

第2回 目摩 擦 限 界 時 の 変 形:δc尺 、=3.224-8.503×1rllog1。6

第2回 目 す べ り荷 重 時 の 変 形:δ ∫2=4.174-9.755×1rllog1。 δ

(3.22)

(3.23)

(3.24)

(3.25)

第1回 目のすべ り発生時の変形量 はほ とん ど載荷速度 の影響 を受 けていないが、

第2回 目は載荷 速度 の増加 に伴 い変形量 が減少 す る傾 向が顕 著で ある。 しか し、第1

回目の摩 擦 限界点 の変形 量以外 は ば らつ きが極 め て大 き く、載荷 速度 の差 による変

形量の違 いはば らつ きの範 囲内にあ り、明瞭 な速度 効果 は見 られない。

図3.25は 最大支圧荷重点 におけ る変形量 菟(mm)お よび破 断時 の変形量 動(mm)

と、載荷速度 δ(mm/sec)の 関係 を示 した ものであ る。すべ り発生 時の変形量 と比較

すればば らつ きは少 ない が、載荷 速度 の影 響 は認 め に くい 。図 中 に示す直 線 は下式

で示す最小2乗 近似 を示 す。
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最 大 支 圧 荷 重 時 の 変 形:δ 、=6.g13+1.312×10-11091。 δ

破断時の変形: δ。=1486+29111・91。 δ

(3.26)

(3.27)

式(3・27)に よれば・破 断時 の変形量 δひ は載荷速度 の増加 に伴 って増大す る結 果

と'なってい るが、 これはSpec.C4M2の 結果が特 に大 きな値 を示 したこ とによる もの

で、 これ を除外 す れば速 度 による変化 はほ とん どない と見 られる。既往 の 高力ボル

ト摩擦接合部の単調引張実験結 果 【5,17]で も同様 の結果が示 されてお り、ボル ト接

合部 の変形能力 は載荷 速度 の影響 をほ とんど受 けない と考 えられる。

(2)繰 返 し載荷実験

図3.26に 実験 か ら得 た荷 重 一変形 関係 の一部 を示す。

各試験体の荷重 一変形関係 は図3.27の 模 式図に示す ように、第1サ イクル初載荷

時(負 載荷圧縮側)で 第1回 目の顕著 なすべ りが見 られ、荷重反転後 は、半サ イク

ル毎 に2回 のすべ りが観察 される。単調載荷時 の場合 と同様 に、各すべ り発 生直前

の荷重極大値PCR(図 中 ○)を 摩擦 限界荷 重、その後の荷 重極小値P∫(図 中 ●)を

すべ り荷重 と定義す る。

履歴 曲線 はボル ト接合部特有 のス リップ型 を示 してお り、半サ イクルあた り2回

のすべ りの発生 に伴 い接合部 の剛性 は急激 に低 下す るが、 その後 応力伝 達 機構 は支

圧型 に移行 し、再 び剛性が上昇 して反転点 に達す る。初載荷 時 に、第1回 目のすべ

り発生以 前 に中板 お よび ス プライ スプ レー トの一部 は降伏 点 を超 えてお り、 さ らに

すべ りが 進行す る と板 要 素支圧部 では相 当 な塑性 変形 を生 じる。 ボル ト穴 の ク リア

ランスはボル ト 体 にっ き1㎜ であ り、板 要素 の塑性変形が なければすべ り騰 ま

2㎜ となるが、実験結果 に見 られ るすべ りによる変形量1ま約3～6㎜ 程度 であ り、

その差 に相当す る変形 は板 要素支圧部 の塑性変形 による ものであ る。

各試験体 に見 られ る共通 した特徴 として、第1サ イクルの最初 のすべ り発生時が

摩擦 限界荷重の最大値 とな り、第1サ イクル反転後 の半サ イクル においてそれ と同

定度 あるい はやや下回 る値 にな る。第2サ イクル以後 では摩擦 限界荷 重、すべ り荷

重 いずれ も第1サ イ クル と比較 して顕著 に低下 し、 また、摩擦 限界荷 重 とすべ り荷

重 の差 も大幅 に小 さ くなる。3サ イクル 目以後 は履歴 曲線 には大 きな変化が な く、 ほ

ぼ定常状 態 あ るい は漸減 す る。 この ような、繰 返 しサ イクルの増 加 に伴 う摩擦 限界

荷重お よびすべ り荷重 の低下 を図3.28、3.29の 履歴 図 にそれぞれ示す。横 軸 は半サ

イクル毎 の繰返 し数を示 し、1つ の半サ イクル に2回 以上のすべ りが認 め られる場合

はその平均値 を示す。
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図3.27H.T.B摩 擦 接 合 部 の 荷 重 変 形 関係 模 式 図(Spec.C4C2第1サ イ クル)

この よう な摩擦 限界 を越 える繰返 し下 に おける摩 擦接合 部 の力 学 的特性 について

は、沼 田[21,22】 が正弦波荷 重 に よる動 的繰返 し実験 に よる研 究 を行 ってお り、摩

擦面 に赤錆 を発生 させ た場合 の接合部耐力低下 の要 因 と して、

1)初 期1～3サ イクルの過渡期 でボル ト軸力が急激 に低下 し、その原 因 と して被接

合材 の局部 的な塑性変形 ・な じみ ・摩耗 な どが挙 げ られ る。
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2)繰 返 し数 に比例 してナ ッ トが緩 み、 これが3サ イクル 目以後 の定常期で はボル ト

軸力 の低下 の主 な要 因 となる。

3)荷 重周波数 を変化 させ た場合 を比較す れば、荷 重周波数 が大 きい程 軸力低下量 は

小 さいが摩擦係 数の低下が著 しい。

な どの点 を指摘 してい る。

従 って、本研究 で着 目 している載荷 速度 との関係 で見 れば、図3.28、3.29い ず れ

も載荷速 度が大 きいほ ど載荷 初期 の繰返 しに伴 う耐力低下 は急激 であ り、 その原 因

は載荷初 期段階 に おける被接合材 の塑性化 お よび摩擦面の摩耗 ・な じみな どである

と考 え られ る。

載荷速度 と接合部耐力 の関係 を明 らかにす るため、図3.30に 摩擦 限界荷重、3.31

にすべ り荷重 を、 それぞれ載荷 速度 との関係 で示す。両図 とも第1サ イクル前半、
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同後半サ イクル、第2サ イクル、お よび第3～5サ イクルの4段 階 に区別 して示 し・

各半サ イクル において2回 のすべ りが発生す る場合 はその平均 値 を示 してい る。

図中の直線 は各耐力値 と載荷速度 δmm/secの 対 数 との関係 を最小2乗 近似 に よ り

求めた もので、各 近似 直線 は下式で表現 される。

摩擦限界荷重

第1サ イ クル前半:

第1サ イ クル後半:

第2サ イ クル

第3～5サ イ クル:

すべ り荷重

第1サ イクル前半:

第1サ イクル後半:

第2サ イクル

第3～5サ イ クル

尾 、.1=6・454-9・616×1・-11・91。i51

島,.1=6・86・-2・1751・91。1δ1

要 。、-5・457-1・7・31・91。1δ1

尾,,.,=5・834-2・27・1・91。1δ1

盈.1=5・92・-1・ ・161・91。1δ1

尾 一1=4798-1・ ・321・91。1δ1

鳥 、=3・163-3・947・1・-11・91。1δ1

尾,一,=3・ ⑱5-8・245×1・-11・91。1δ1

(3.28)

(3.29)

(3.30)

(3.31)

(3.32)

(3.33)

(3.34)

(3.35)

これ ら摩 擦接合部 のすべ りに関係 す る耐 力 はいず れ も載荷 速度 の 増加 に伴 って低

下す る傾 向 を示 してお り、特 に第1サ イクル後半 以後 の摩擦 限界荷 重 にその傾 向が

強 く現われている。 また、第2サ イクル とそれ以 後のサ イクルの 間には問題 となる

差 は見 られず、第2サ イクル以後 をほぼ定常状態 とみて差 し支 えない もの と考 えら

れる。すべ りを伴 う接合部耐力 と載荷速度 の関係 を明 らか にす るには、

① 初すべ り時の耐力 と載荷 速度 の関係

② 繰返 しに伴 う耐力低下の度合 と載荷速度 の関係

の2点 に着 目す る必 要が ある。

① の初すべ り時の耐力 は先の単調引張載荷 実験 における第1回 目すべ り発 生時の

結果 とも関連す るが、単調引張下で は図3.23お よび式(3.18)に 示 す よ うに載荷 速度

による影 響 は顕 著 でな く、載荷 速 度の影響 に よる摩擦 限界 荷 重の変化 は試 験体 毎の

ば らつ き よりも小 さい。 繰返 し載荷 実験の 初すべ り時 にお いて も同様 の結 果が見 ら

れ、載荷速度の増大 に伴 って摩擦 限界荷重 は低下す る傾 向 を示 すが、 ば らついて い
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る荷 重の 中で値 の大 きい もの に着 目す れば載荷速 度 の影響 は小 さい。 また初すべ り

時のすべ り荷重 について見 れば摩 擦 限界荷 重 より もば らつ きが小 さ く、載 荷速度 の

増大 に伴 って低 下する傾 向が明瞭 にみ られる。

次 に ② の繰 返 しに伴 う耐力低 下の度合 を見 るため、各耐力値 を初すべ り時の耐力

で規準化 した耐力 比の履歴 を図3.32、3.33に 示す。図3.32は 初すべ り時の摩擦 限界

荷重1禄+1で その後 の摩擦 限界荷 重%Rを 規準化 した無次元化摩擦 限界荷重

酉CR=%R/1もR+1、 図3.33は 同様 にすべ り荷重 身 を初 すべ り時 の値1も+1で 規準化 し

た無次元化すべ り荷 重 戸∫=1も/1も+1を 、それぞれ試験体毎 に繰返 し数 に よる履歴 で

示 した ものであ る。

図3.32の 無 次元化摩擦 限界荷 重 を見 れば、載荷速度 の違 い による履歴の差 が大 き

く、載荷 速度が増大す るほ ど荷重低 下 は著 しく、第2サ イクル以後 の定常状態 にお

ける値 も小 さい こ とが明 らかである。 また、図3.33の すべ り荷 重では、無次元化荷

重 の低下率 と載荷速度 の 関係 は必ず し も明確 でな く、ば らつ きは大 きいが 、ほぼ0.4

～0 .7の 間で載荷速度 によらず一定 とみ なす こ ともで きる。

初すべ り時の荷 重で無次元化 された値 を繰返 しに伴 う耐力の低下率 と考 え、第1

サ イクル後半お よび、その後 の定常状態(第2～5サ イクル)の 平均 的荷 重低 下率

を載荷速度 との関係 で示 したのが図3.34、 図335で あ る。 図中に直線 で示す最小2

乗近似 による関係 は以 下の式 で示 される。

摩擦限界荷重低下率

第1サ イ ク ル 後 半:戸 。,-1=1脳 一2・19×1rll・91。1δ1

第2-5サ イ ク ル:戸_=・ 佛1-2.577・1rll・91。1δ1

(3.36)

(3.37)
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H.T.B接 合部繰返 し載荷 に よる図3.34H.T.B.接 合部繰返 し載荷 による 図3.35
無次元化摩擦 限界荷重 と載荷 速度 無次元化すべ り荷重 と載荷 速度

すべ り荷重低下率

第1サ イ ク ル 後 半:死1ニ α825-5加 ・×1σ21・91。1δ1

第2-5サ イ クル 酬 二α521+4357×1r21・91。1δ1

(3.38)

(3.39)

以上の図 お よび式 より繰 返 しに伴 う耐力 の低下 は 、摩擦 限界 に関 しては 載荷速度

の増大 に伴 い顕著 な耐力 低下 を伴 うが、すべ り荷 重 に関 しては速 度 の影響 は顕著で

ない と考える ことがで きる。

3.34中 ボル トせ ん断型接合部試験体

(1)単 調 引張載荷 実験

図3.36に 実験 か ら得 た荷重 一変形 関係 の一例 を示す。試験体 の破壊 はスプ ライス

プ レー トの ボル ト孔位置 におけ るせ ん断縁 方 向の 引張破 断 による もので あ る。荷重

一変形 関係 は図3 .37の 模 式図 に示 す ように、載荷初期 の荷 重の低 い段 階 でボル ト孔

クリアランス分 のず れを生 じた後 に支圧接合 に よる応力伝達 が行 わ れ、2つ の ピー

クを持つ形状 を示す。 これ は金歩 ・甲津 ら[18]に よる実験 と同様 の形状 を示 す もの

で・荷 重一変形 曲線の最初 の極 大値(図 中A点)を 最大 降伏荷 重P ,、 第2の 極 大値

(図 中B点)を 最大支圧荷 重P8と 呼ぶ ことにす る。
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図3.37中 ボル ト接合部 の荷重変形 関係模式図

試験体 はボル トの2面 許容せ ん断耐力以下でスプ ライス プ レー トの降伏が先行す

る設計 と なってお り、 ボル ト ・被 接合材問 でずれ を生 じた後 にボル トと板 要素 の支

圧部分 で ボル ト孔 周辺板 要素の局 部 的 な塑 性化 に よ り剛性 が低 下 し、その 後、ス プ

ライスプ レー トの せん断縁位 置で 降伏 して最大降伏荷 重 に達す る。 降伏 後 はス プラ

イス プ レー トの有効 断面積が 減少 し、2番 目の小 さな ピー クである最大支圧荷 重 に達

した後破 断に至 る、 と考 え られる。

図3・38は 単調引張実験 に よる中ボル ト接合部 の耐力 ろ・P、 と載荷 速度 δ との関

係 を示 し、図 中に示す最小2乗 近似 による載荷速度 との関係 は式(3.40)、(3.41)に よ

り表現 され る。載荷速度 の増加 に伴 って耐力 は上昇す る傾 向を示すが、その差 は小
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単調 引張実験 に よる中ボル ト図3.39
接合部 の変形量 と載荷速度 関係

さ く顕 著 な 載 荷 速 度 に よ る 影 響 は認 め ら れ な い 。

ろ 一生509+2・184×10-11・91。 δ

ら=4.282+1.328×10-11・91。 δ

(3.40)

(3.41)

また、 変 形 量 と載 荷 速 度 の 関係 を見 る た め 、最 大 降 伏 荷 重 に達 した時 点 の 変 形 量

ζ お よび破 断 時 の変 形 量 δひと載荷 速 度 の 関係 を 図3.39に 示 す 。 図 中 の 直線 は下 式 に

よる最 小2乗 近 似 を示 して お り、§ は上 昇 、 δ.は 減 少 す る傾 向 をわ ず か に示 す が、

そ の差 は小 さ く、耐 力 と同様 に載荷 速 度 に よ る影 響 は顕 著 に認 め ら れ な い。

δ,=6.407+14171・91。 δ(3.42)

δ。=21.83-6.887×10-11・91。 δ(3!B)

(2)繰 返 し載荷 実験

図3.40に4通 りの載荷速度 に よる実験か ら得 た荷 重 一変形 関係 の一部 を示す 。載荷

は圧縮側か ら開始 し、正負 の繰返 し設定振幅 は圧縮側4mm、 引張 側6mmと して圧

縮時の変形量 を小 さ くして実験 した。 これ は圧縮 側 で変形 量 が大 き くなる と中板 同

士が接触 してボル トを介 さず に直 接応力が 伝達 され るので これ を少 な くし、引張側

のボル トを介 した応力伝達 の行 われる範 囲を大 き くとるためであ る。



115

6

二

言・

暮::」

::

-10

Spec.DlC2

∴

・÷

ζ

}

る ト

1 il 1-→ 一一 一
一6-4-202468

DISPLACEMENT(mm)

(a)載 荷 速 度5mmlsec

6

⊇

茎・

§:1

::

-1貸

6

SpecD2C1

一・{... ♂

コ〃/ '

逐7…

1 illl
一4-202468

DISPLACEMENT(mm)

(b)鮪 速 度15㎜/sec

茸

ε1

多
9::

遣
一6

SpecD3C2 繍
銘1

∫ 」 t、

メ }

1

苧

ii

}

ii1

0

ぞ

4

(
芝
o
ご

O
く
O
」

6

4

2

0

-2

-4

。6

-8

10

Spec.D4C1

'

Il } Ii
。4-202468 -6-4-202468

DISPLACEMENT(mm)DISPLACEMENT(mm)

(c)載 荷 速 度25mm/sec(d)載 荷 速 度35mm/sec

図3。40中 ボ ル ト接 合 部 の 繰 返 し載 荷 に よ る荷 重 一 変 形 関 係

図3.41は 各試験体 の荷 重一変形 曲線 の初期2サ イクルの形状 を模式 的に示 した も

のである。第1サ イクル圧縮時 には中板の ク リアランスに相当す る約2mmの ず れを

生 じた後 中板 同士 が接触 して支圧 に よ り圧縮応力 を伝達 し、降伏(図 中A点)に 至 っ

た後荷重反転 す る。次 の引張側で は板 要素 とボル トとの クリア ランスに相 当す る約4

mmの ずれ を生 じた後、 ボル トせ ん断 によ り応力 が伝達 されて耐力 が上昇 し、 さらに

ボル ト軸 部 と接触 す る板 要素の局 部 的 な塑 性化 に よ り剛性 が低下 しなが ら次の荷重

反転点(図 中B点)に 至 る。第2サ イ クルか らは、前サ イクルで生 じた板 要素の支

圧部塑性 化 による残留 変形 に相 当す る変形 量 まで低 い耐力 でず れが生 じ、その後 ボ

ル トと板要素 の支圧 に よ り耐力が上昇 して荷 重反転点 に達する。第3サ イクル以後

も第2サ イクル とほぼ同一の荷重 一変形 曲線 を描 き、第2サ イクル以後 はほぼ定常

状態 とみ なせ る。



116第3章 高速繰返 し荷重下における接合部の復元力特性

軸方向伸び

図3.41中 ボル ト接合部繰返 し載荷
による荷重 一変形関係模式図
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図3.42中 ボル ト接合部繰返 し
載荷 に よる耐力 と載荷速度 関係

2

図3.40に 示 す 各 実験 の履 歴 曲線 の 形状 は載 荷 速 度 の 影響 を ほ とん ど受 け て い ない

と考 え られ るが 、 定量 的 に影 響 を見 る ため 図3.41に 示 す 第1サ イ クル のA、B、 第2

～5サ イ クル のC 、Dで 示 す 履歴 曲線上 の各 点 の荷 重 をP、、P、 、Pc、Pρ(tonf)と し・

載荷 速 度 δ(mm/sec)と の関係 を プ ロ ッ トした結 果 を図3.42に 示 す 。 図 中の 最 小2乗

近似 直線 は下 式 で 与 え られ る。

ろ=8.666-1.1751×1・91。 δ(3.44)

ら=4.364+3.589×10-11・91。 δ

1も=0.876+2.380×10-110910δ

ら=0.348+1.740×10-11・91。 δ

(3。45)

(3.46)

(3.47)

PA、PBは 第1サ イクル にお ける圧縮 、引張側載荷 時のそれぞれ降伏 耐力 に相 当す

る。P4の 値 は式(3.44)に 示す ように載荷速度 の増加 に伴 い減少 す る傾 向 を示 し、ま

たP8に つ いてはわずか に載荷 速度 に増加 に伴 う上 昇傾 向が見 られ る。 しか し、いず

れ もば らつ きの範 囲内で あ り、載荷 速度 の影響 は認 め難い。

Pc、P。 は第2サ イクル以後の定常ル ープで ボル トと板 要素 の問 にずれ を生 じてい

る問の荷重で、繰 返 し振幅 の中間に相 当す る変位+1mmに おけ る荷 重 を とった もの

であ るが、式(3.46)、(3.47)で はわずか に載荷 速度 に伴 う上昇傾 向 を示 すが やは りば

らつ きの 範囲内 における差 しか な く、載荷 速度の 影響 はほ とん ど ない もの と考 えら

れ る。

これ らの値 を見 れ ば、本 実験範 囲 内では 中ボル トに よるせ ん断型接合 部 の履歴 特

性 は載荷速度 の影響 をほ とん ど受 けない と考 えるこ とがで きる。
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3.4載 荷速度の影響 を考慮 した復元力特性の定式化

前項で は鋼 素材 な らび に鋼構造各 種接合 部の単調 引張 ・繰返 し載荷 実験 か ら得 た

結果に基 いて弾塑性 域 におけ る各試験体 の力学的特性 と載荷速度 との関係 を示 した。

これ らの 結果 を踏 まえ、本項 では載荷速度 の影響 を含 んだ 形での復 元力特 性の定式

化 を試 みる。

実験結果 を見 る と、載荷 速度 が各 種接合 部の力学 的特性 に及ぼす影響 は接合部の

接合形式 によ りそ れぞれ異 な り、 また同 じ接合形 式 であっ ても、単調引張 と正負繰

返 しの載荷条件 、正負繰返 し載荷 にあっては第1サ イクル と第2サ イクル以後、そ れ

ぞれの間で載荷速度の影響 は異 なる様相 を示 した。

載荷時 に は弾塑性 波が有 限 な速度 で部材 内 を伝播 す るこ とによる時間差 か ら、あ

る瞬間の部材 内のひずみ は不均 一 に分布 し、鋼素材 の ように比較 的均一 な材料 で も、

特 に高速 で載荷 した場合 には これ が顕著 となる。 このため 、部材 内の各位 置で異 な

る応力 ひずみ 関係 が得 られ るため 、そ の力 学的特 性 は材料 によ り定 まる定 数 と して

では な く、材料 の構成則 や載荷速 度の大 きさに依存 す る過 渡現象 を考慮 して求め る

必 要がある[19,27]。

この ような観 点か ら、 これ までに高速引 張下にお ける鋼 素材 の力 学 的特性 とひず

み速度の関係 がSoroushian[2]を 始 め多 くの研究者 に よりひずみ速度 の対 数則 の形 で

提示 され てい る。 しか し、本章序 論で も述べ た よ うに、動 的荷重 が作用 した と きの

鋼構造物 の挙動 を把握す る上 で重 要 と考 え られる、接合部 の力学 的特性 の ひずみ速

度効果 に関す る研 究 は極 めて少 な く、特 に繰返 し載荷 下 におけ る履歴特性 について

はほ とん ど研究 されていないのが現 状であ る。

過去 に載荷速度 の影響 を考慮 したi接合部 の力学 的特性 を定量 的 に示 した研 究 は金

歩 ・甲津 ・藤村 ら[19,20]に よる ものが唯 一である と思 われ る。 この研究で は、突合

せ溶接部 お よびボ ル ト接合 部の高 速引張載荷実験 の結果か ら、鋼 素材 に関 して報告

されてい る既往の ひずみ速度 と力 学的特性 の対数則 と同様 に、各 種接合部 の単調引

張時の力 学的特性 に関す る対 数則 を求めて いる。 試験装置 の載荷 速度 を決 定す る機

構 と比例 関係 にあ る応力 度速度 の対数 、 な らびに静 的引張 力 と高速 引張力 に よる力

学的特性の比 と して定義 した影響係 数の2つ をパ ラメータに選び、最小2乗 近似 に よ

り両者 の間の線 形 関係 を求 め、 また、載荷 速度 の影響係 数 を用 いて高速単 調引張下

にお ける応カ ーひずみ関係 をbi-Hnear型 に置換 して定式化 してい る。

本研 究で も同様 の手法 に よ り繰返 し載荷 下 におけ る接合 部の力学 的特性 を載荷速

度 の影響 を含 めた形 で定 量 的に示 す ことを試 みる。鋼素材 の構 成則 あ るい は接合部
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の復元力 特性 につ いては これまで に多 くの研究 に よ り定式 化が試 み られて お り・ そ

の成果が鋼構 造物 の塑性 化 を伴 う繰 り返 し性状 を解析 的に把握す るため に利用 され

ている。

材料 の繰 り返 し特 性のモ デル化 にあたっ ては解析 目的 に応 じて種 々の方 法が提 案

されてお り、例 えば、地 震時の復 元力特性 を評価 す るので あれば 架構全体 の特性 に

与えるモデル化 の部分 的な差の影響 は小 さく、完全 弾塑性 型、bi-1inear型 ・tri-linear

型な どの数値 的表現が簡単で計算 上の取 り扱 いが容易 なモデルが使用 され る。 また、

部材 の弾 塑性座屈 の発生 が問題 と なる場合 な どの ように材 料 の接 線剛性 が大 きく影

響す る場合 にはRamberg-Osgood型 な どの詳細 なモデル化 が必 要 とな る。

本研究で は接合部 の弾塑 性挙動が 架構全 体 の挙動 に及 ぼす影響が 大 きい ことか ら

接合部の挙動 に着 目して お り、接 合部のデ ィテー ル によって避 け難 い応力 集 中やひ

ずみ集 中が応力 ひずみ関係 に影響 を与 える と考 え られ る ものの、 その影響 を定量 的

に捉 える ことが難 し く詳 細 なモデ ル化 を行 うには 限界が あ る こと、 また、 異 なる接

合法 の挙動 をで きる限 り似通 った形式でモ デル化 する ことに より、 ひずみ速度 の影

響度 を比較 で きる こ とに 意義が あ る と考 え ること、な どの理 由に よ り、比 較的取 り

扱 いが容易 なbi-linear型 を基本 とす る履歴 モデルに よる定式化 を試み る。

また、3.2.4項 で詳述 した ように本 実験 に用 いた載荷装置 の載荷速度 制御機i構の特

徴 か ら、載荷速度 を評価 す るパ ラ メータと しては変位計記 録 に基 づ く変位 速度(あ

るいはひず み速度)を 用 いるのが 適当であ ると考 え られ る。従 って、載荷 速度のパ

ラメータ と して、 軸方向変位 もし くは軸方 向変位 を試験片 の平行 部 長 さで 除 して求

めたひずみの単位時間当 りの変化率 を用 いた。

3.4.1鋼 素 材

繰返 し載荷 実験 か ら得 た応力度 一ひずみ度 関係 は、第2サ イクル以 後 にお いて定

ひずみ振 幅での単軸 ひず み状態の 定常履歴 曲線 を描 いてい る もの とみ な し、正負載

荷の半サイクル毎 に軸応力度 σと軸 ひずみ度 εの関係 をbi-linear型 にモデル化 す る。

履歴 曲線 は図3.43の 形状 とな り、各反転点 間の半サ イクルの開始 点A・ 終了点C

の応力 ・ひずみ度 をそれぞれ(σ、,ε、)、(σ1,ε、)と し、第2分 枝勾配 と弾 性勾 配の比 を弾

塑性係数比 αとす ると、図 中の各線 は式(3.48)に よ り表現 される。
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図3.43bi一 ㎞ear型 応 カ ー ひず み履 歴 曲線

ABσ ニE(ε 一 ら)一 σ,(ε 、≦ ε ≦ ε。)

BCσ=αE(ε 一 ε1)一 σ1(ε β ≦ ε ≦ ε1)

(3.48a)

(3.48b)

この履歴 関係 を決定 するパ ラメータは弾性係数Eと 弾 塑性係数比 αの2種 であ る。

この 中でEは 既往 の研 究(例 えば文献 【2])や本 実験結 果か らひずみ速度 の影響 を受

けない定 数 とみなす こ とがで きるか ら、弾 性係 数 と塑性域 での接 線係 数の 比が一定

とみな した ときの係数比 αが履歴 曲線 を決定す るパ ラメー タとして残 る。

鋼構造架構 の繰 り返 しに よる復元 力特性 を評価 す るため の基礎 となる資料 を得 る

ことを 目的 にすれ ば、履 歴 曲線 の形状 を決 定す る にあたっ ての重 要 な指標 と して塑

性変形 に よる履歴 吸収 エ ネルギー の大 きさが挙 げ られ る。 履歴 曲線の詳細 な整合性

よりもむ しろ履歴 吸収 エ ネル ギー の大 きさがひず み速度 の影響 を どの程度 受けてい

るか とい う点 に注 目す れば、各サ イクルで応力 ひずみ履歴 曲線 に よって囲 まれ る面

積 と実験 か ら得 た値 とを整合 させ る必要があ る。

bi一㎞ear型 の履歴 曲線の場合 、図3.43のABCDの 面積 ムWは 、式(3.48)の 表現 を使

えば、



120第3章 高速繰返 し荷重下における接合部の復元力特性

0.08

0,06

直姦

瞳0・04

融0
.02

0.00

;;

,.,,畳

一 〇 一 α

t
-一 ・● 一一 α

一 ・・…C

α
all

,

●

ψ ●
●

..「 ■曾r-7

:

ノ,

."
一 一

.

_,9密瀬"
。

辮
i9

8

§-

i
i

→

α)

「.7 9,

。・1占111。
2

STRAINRATE(%)
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△w=
(σ。一 ・漉 。)2+(σ 。-E・ 。)(ασ。-2σ 。+昭 ・。)

た だ し 、 σ。=σ1一 σ2、

2(1一 α)2β

ε。=ε1一 ε2

(3.49)

とな り、ムWが 既知であれば係数比 αは次式 で求め られる。

α=
2△V阻+σ2_2Eσ ε

4ασ

2△V7E-E2ε ロ2
(3.50)

実験 か ら得 た応力 ひずみ 曲線 か ら図3.43のABCDに 対応す る領域 の面積 ムWを 繰

り返 し載荷の各半サ イクル毎 に求め、式(3.50)か ら係数比 α を決定す る ことに より

載荷速度 との関係 を調べた。

実験 デー タか ら得 られた係 数比 α とひず み速度 の関係 を図3.44に 示す。 ひず み速

度 の大 きい部分 でば らつ きが大 きいが、ひずみ速度 の増加 に伴 って係 数比 α は大 き

くな り、塑性域 におけ る勾 配が増加 す る傾 向が見 られ る。 図の 各点か ら最小2乗 近似

によ りひずみ速度 との関係 を求め ると、

引張側

圧縮側

α ニ1.301×10-2+3.923×10-310gε

α=2.022×10-2+1.341×10-210gl61

(3.51a)

(3.51b)
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図3.45bi-1inear型 応 カ ー ひ ず み 履 歴 曲 線

とな る。 また 、引 張 ・圧 縮 を 区別 せ ず全 デ ー タで の 関係 を求 め る と、 図3.44に 実

線 で示 す次 式 の 関係 が 得 られ る。

α=1.818×10-2+7.109×10-310函 ξi(3.52)

降伏 点 σ,と弾 塑性係 数比 α について式(3.10)、(3.52)に よ りそれぞれひず み速度

との関係が得 られてお り、 これ らの結 果を踏 まえて図3.45に 示す一般的なbi-linear

型応カ ーひずみ関係 をひずみ速度 の影響 を含 んだ形 で表現す る ことを試みる。

図3.45の 各線 は図中の記号 を使 うと次式で表 現 され る。

BEσ=Eε

AC

CD

DF

FA

σ=α εε+(1一 α)Eε,

σ=Eε+(1一 α)E(ε,一 ε1)

σ=αEε 一(1一 α)Eε,

σ=Eε 一(1一 α)五(ε,+ε 、)

(一εン≦ ε≦ εン)

(ξ>0)

(ε1-2ε ン≦ ε≦ ε1)

(ε 〈0)

(ε2≦ ε ≦ ε2+2ε ン)

(3.53a)

(3.53b)

(3.53c)

(353d)

(3.53e)
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弾 性 係 数E=2100ton∬cm2で 一 定 とみ な し、式(353)の 各 係 数 に式(3・10)・(3・52)の

関係 を代 入 す る。 さ らに 、応 力 度 σ 、 ひず み度 ε をそ れ ぞ れ静 的載荷(ひ ず み 速 度

8。=8×1σ ・%/・ec)に よる 降仇 点 σ,。=3.5995・ ・n伽 ・、 ・,。=α1714%で 無 次 元 化 す

る と、最 終 的 にひ ず み度 ε、≦ε≦ε,の範 囲 で以 下 の無 次 元 化 さ れ たbi-linαヨr型応 力 度 一

ひず み度 関 係 を得 る。

BE

AC

CD

DF

FA

σ ε

σ εツ0ン0

ユ=c
1』 一+c2

σ εン
0 ン0

』_=_二+C+C.三L
23σ ε ε

ンoyoyo

』 一=q』 一一C2

σ εン
0ン0

」L=_二_C+C.互L
23

σ ε εン
Oン0ン0

〔_ε_一ε ≦ ≦εン εyyo〕

¢>0)

〔一2δ+c.i証 く三 ≦.生ン4ε,♂ ε,。 ε,。〕

(8<0)

〔 ε2<_{≡_<2歪+Cε2・,。一 ・,。一 ン4ε,。 〕

(3.54a)

(3.54b)

(3.54c)

(3.54d)

(3.54e)

た だ し、

百,=1・Ol7+5・307×10-21・91。1εi

C1=1.818×10-2+7.109×10-3109101乏 …1

C、=1.082+4.427×10"21・91。1ε1+3.772×104(1・91。1ε1)2

C3=-9.814×10-1+7.106×10-3109101乏 …1

C4=9.996×10-1

(3.55a)

(355b)

(3.55c)

(3.55d)

(3.55e)

式(3.54)、(355)の 関係 を使 い 、 ひず み振 幅2.0%、 ひず み速 度 ε=5、15、25、35

%!secの 実験 と同一 条件 で応 カ ー ひず み 関係 を 図示 す る と図3.46を 得 る。 た だ し、 こ

の 関係 の適 用 範 囲 は静 的 載荷 に よる 降伏 点が3.6tonσcm2程 度 のSS400鋼 材 で ひ ず み

振 幅2%の 定 常履 歴 状 態 で あ る。
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図3.46鋼 素材 のbi-linear型 無 次 元 化応 力度 一 ひず み度 関係

34.2突 合せ溶接接合部

突 合 せ 溶 接 接 合 部 の 繰 返 し載荷 実 験 か ら得 た デ ー タ に基 づ い て、 鋼 素材 と同様 の

手法 に よ りbi-1inear型 の応 カ ー ひず み履 歴 曲線 の定 量 的 な表 現 を試 み る。

実 験結 果 を用 い て式(3.50)か ら得 られ る弾 塑 性係 数 比 αとひず み速度 との 関係 を

図3.47に 示 す 。 図 の 各 点 か ら最 小2乗 近 似 に よ りひ ず み速 度 との 関係 を求 め る と、

引 張 側 α=1.661xlO4+3.084×1041096(3.56a)

圧縮 側 α=1.512×104+5.932×10410gl61(3.56b)

とな る。 また 、引 張 ・圧縮 を 区別 せ ず全 デ ー タで の 関係 を求 め る と、 図3.47に 実

線 で示 す次 式 の 関係 が得 られ る。

α=2.685×10-2+3.285×10410giε1(3.57)

3.3.2.項 で 述べ た よ う に溶 接接 合 部 試 験 体 の 塑 性 化 は主 に 溶接 部 近傍 の母 材 で進 行

す るか ら、 降伏 点 は鋼 素 材 と同 一 とみ な して式(3.10)の 値 を用 い、 弾塑 性 係 数 比 α

に式(3.57)の 値 を用 い る と、式(3.54)に 示 す 無 次 元 化bi-linear型 応 カ ー ひず み 関係 を

得 る こ とが で きる。 この式 中の 各係 数 は式(358)で 示 され る。
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歪y=1.Ol7+5.307×10-2109101{…I

q=2.685×10-2+3.285×10『2109101{…l
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(3.58a)

(3.58b)

(3.58c)
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C,=-9コ28×10-1+3・284×10-31・91。1司

C4=9.996×10-1

(3.58d)

(3.58e)

式(3.54)、(3.58)の 関係 を使 い、 ひず み振 幅1.0%、 ひず み速度 ε=5、15、25、35

%1secの 実験 とほ ぼ 同 じ条件 で応 力度 一ひ ず み度 関係 を図示 す る と図3.48を 得 る。

34.3高 力ボル ト摩擦接合部

繰返 し載荷 に よる実験結果 か ら、3.3.3項 で述べ た ように、摩擦 限界 を超 え る荷重

を受 けた場合 の履歴 曲線 と載荷速度の関係 は以下の点 に要約 で きる。

1)初 すべ り時の耐力 は、摩擦 限界荷重 ・すべ り荷重 とも載荷速度 の増加 に伴 って

低 下 し、特 にすべ り荷 重にその傾 向が顕著 である。その低下量 は式(3.28)、(3.32)で

載荷速度の影響 を含 めた形 で表 される。

2)第1サ イ クル正負反転後 では、耐力 は初すべ り時 よりも小 さ く、後 述の第2サ

イクル とほぼ中間 の値 を示す。 いず れ も載荷速度 の増加 に伴 い低 下す るが 、特 に摩

擦 限界荷重の高速 下 における低 下が顕著であ る。低下率 は式(3.36)、(3.38)で 載荷速

度 の影響 を含 めた形で表 される。

3)第2サ イクル以後の摩擦 限界荷重 ・すべ り荷重 は、いず れの載荷 速度 で も第1

サイクル より相対 的 に低 下 してほ ぼ定常状 態 とみ なせ る履 歴 曲線 を描 くが 、低 下率

は載荷速度 の影響 を受 け る。特 に摩擦 限界荷重 は載荷 速度 が増加 す れば低 下率 が大

きくな り、また、すべ り荷重 に関 しては載荷速度 の影響 は小 さい。低下率 は式(3.37)

、(3.39)で載荷速度 の影響 を含 めた形 で示 され る。

また、すべ り終了 後 に支 圧型 の応 力伝 達機構 に移 行 した後の挙動 は母材 の素材 と

しての履 歴挙動が 反映 されるか ら、 ここで は摩擦 接合部固 有の履 歴特性 と してすべ

り領域の定式化 を試 みる。

定変位振 幅下の履 歴特性 を載荷 速 度の影響 を含 め た形 で定量化 す るにあ た り、実

験か ら得 た履歴 曲線 な らびに前述 の耐力 と載荷速度 の関係 か ら、第1サ イクル正載

荷(引 張)、 同負載荷(圧 縮)、 第2サ イクルの3種 に分 けて段階的 に耐力低 下 し、

第2サ イクル以後 は定常状態 に達す る もの とみ なすのが適 当 と考 え られ る。

また、履 歴 曲線の 形状 は、定常状 態 にお ける変形 量 の大部分が板 要素間 のすべ り

による もので ある か ら、 完全 弾塑性 型の荷 重 一変位 関係 に置 き換 え、サ イ クル数 な

らびに載 荷速度 に よ り降伏 点が変 動す る もの として取 り扱 う。す なわち、 初すべ り
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時以外 は摩擦 限界 荷重 とすべ り荷 重の差 は全体 の荷重履 歴 か ら考 えて相対 的 に小 さ

いためそ の差 を無 視 し、 これ らの 平均値 を 降伏耐 力 とみ な し、降伏耐力 に達 した後

の剛性 は0と み なす。 また、すべ り終 了後の最大振幅 に近 い領域 での支圧型 の応力

伝達機構 に変 わる ことによる剛性 の増加 も無視す る。

すべ り発生前 の初期剛性 お よび除荷過程 にお ける剛性 κ は載荷速度 に よらず 一定

である とみな し、実験か ら得 た荷重 一変形関係 の最小2乗 近似値 か ら、

κ=23.92ton〃mm(3.59)

とす る。 次 に、 各 サ イ ク ル に お け る降伏 点 は以 下 の式 で 求 め られ る。

第1サ イ ク ル 正 載荷 で は 初 す べ り時 の 摩 擦 限 界 荷 重 を 降伏 耐 力 とみ なす と、 式

(3.28)か ら次 式 とな る。

乃.1=6!64-%16×10-11・91。 δ(3.60)

第1サ イクル負載荷では、摩擦限界荷重およびすべり耐力の平均値から次式とな

る。

ろ.1=5・829-1・6・41・91。1δ1(3b1)

第2サ イクル以後 はサ イクル数、正負の載荷 方向 によらず降伏 点一定 とみ なす。

式(3.37)、(3.39)に 示 され る摩擦 限界荷 重 とすべ り耐力 の第1サ イクルか らの低下率

の平均 をとる と、

瓦・=α85・4一 α2・841・91。1δ1(3.62)

となる。 これに基準 となる式(3.60)の 第1サ イクルの降伏耐 力 を乗 じる ことによ

り、第2サ イクル以後の降伏点 は次式 となる。

ろ・-5認8-21631・91。 固+2伽 ・1ぴ1(1・91。1δ1)2 (3.63)

式(3.59)～(3.63)に 示 す 関係 を用 い 、 載荷 速 度 δニ5、15、25、35mm/secの 場 合 に

つ い て そ れぞ れ の履 歴 曲線 を図 示 す れ ば、 図3.49(第1サ イ ク ル)、 図3.50(第2

サ イ ク ル)と な る。
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3.4.4中 ボ ル トせ ん 断型 接 合 部

単調引張 載荷 時の 最大 降伏点 は主 に鋼材 の降伏点 と関連 して決 ま る もの と考 え ら

れる。載荷速度の影響 を比較す れば、単調 引張 時の式(3.40)の 載荷 速度 の対数 に掛

かる係数 は鋼素材 の上降伏点の式(3.1)の 係数 に近 い ことか ら、載荷 速度 の増加 に伴

う鋼素材 の降伏 点 の上昇 に よ り、接合部 の最 大降伏点が上 昇 してい るこ とが 明 らか

であ る。

しか し、 繰返 し載荷 の履 歴 曲線 を見 ると、載荷速 度の大 きさに関 わ らず 履歴 曲線

は同 じ形状 を示 してお り、図3.42に 示 す とお り載荷速度 の影響 はほ とん ど見 られな

い。従 って、 中ボ ル トに よる接合 部 のすべ り発生 域 での復 元力特性 は載荷 速度 に よ

らず一定 と考 えることがで きる。

3.5結 論

高速で繰 返 し荷 重 を受 け る鋼構造 接合部 の復元力 特性 に対 す る載 荷速度 の影響 を

調べ るために約5～35%/sec(ボ ル ト接合部 は約5～35mm/sec)の 載荷速度 による

高速載荷 実験 を行 った。 鋼素材 、突合せ溶 接接合 部 、高力 ボル ト摩擦接合 部、 中ボ

ル トせ ん断型接合 部 を対 象 とす る実験 の結 果 に対 して詳細 な検討 を加 え、 明 らか に

なった点 をま とめ ると以下 の通 りであ る。

1.鋼 素材(SS400鋼)

単調引張 荷重下で は、載荷 速度 の増加 に伴 い、特 に上下 降伏 点、 引張強 度 の上昇

が顕著である。実験か ら得 たひずみ速度 との関係 は式(3の 、(3.8)、(3.9)に 示 され る。

定 ひずみ振幅(約2%)で の繰返 し載荷 に よる復 元力 特性で は、初載荷 時の降伏

点には単調載荷 と同様 の顕著 なひずみ速度 効 果が 見 られる。 その 後 の繰返 し載荷 に

よる定常状態での復 元力特性 をbi-linear型 履 歴 曲線 で表現す れば、塑性 域の勾 配が

ひずみ速 度の増加 に伴 い上昇す る傾 向が見 られる。 この履 歴 曲線 は載荷速 度の影響

を含めて、式(3.54)、(355)で 示 される。

塑性域で の勾 配の上昇 に伴 い、 ひずみ速 度が増大 す れば 同 じひず み履歴 を受 けた

場合 で も応 力度 は上昇す るが、本 実験の ひず み振 幅程度 で あれば上 昇度 は小 さ く、

履歴吸収 エネルギ ー に対 す るひず み速度の 影響 は極 めて小 さい と見 るこ とが で きよ

う。 ひず み硬化 が現 われ る程度 の ひず み振 幅 では応力度 の上 昇が顕 著 にな るこ とも



129

予想され るが、降伏棚域程度のひずみ振幅 では鋼 架構の挙動に及 ぼすひずみ速度効

果は小 さいと考えられる。

2.突 合せ 溶接接合部(SS400鋼)

突合せ溶接接合部 近傍 の母材 で主 な塑性 化 が進行 す るため、耐 力 上のひずみ速度

効果 は鋼素材 に近い傾 向 を示す。

単調引張荷 重下で は、降伏点、引 張強度 に対す る ひずみ速度効 果 が顕著 であ り、

実験か ら得 たひずみ速度 との関係 は式(3.13)、(3.14)、(3.15)に 示 される。

定 ひずみ振 幅(約1%)で の繰返 し復 元力特性 も鋼素材 に近 い傾 向が見 られ る。溶

接部近傍 について定常状 態の履歴 曲線 をbi-linear型 で表現すれば、式(3.54)、(3.58)

で表現 され、鋼 素材 と比較 して塑性域の勾 配はわずか に大 きい傾 向が見 られ る。

3.高 力 ボル ト摩擦接合部

被接合材板 要素の降伏 が先行 し、続 いて摩擦接合部のすべ りが生 じる設計の2面

せ ん断型継手 につ いて、単調引張荷重 下で は載荷 速度 の増 加 に伴 い摩擦 限界 がわず

かに低下す る傾 向が見 られた。実験 か ら得 た載荷速度 との関係 は式(3.18)に 示 され

るが、ば らつ きが大 き く、本実験 か らは初 すべ り時の耐力 は載荷 速度の影響 を顕著

に受 けるとは結論 づける ことはできない。

すべ り耐 力 を超 え る繰返 し荷 重 を受 け る高力 ボル ト摩擦 接合部 の復 元力 特性 は、

主 にすべ り耐力 の変化が大 きく影響 す る。繰返 し数 と共 にすべ り耐力 は低 下 し、第2

～3サ イクルでほぼ定常の履歴 曲線 を描 く。載荷 速度 の影響 はこのすべ り耐力 とそ

の低 下率 にあ らわれてお り、実験 か ら式(3.36)～(3.39)に 示す関係 が得 られた。

すべ り耐 力の低下 と載荷 速度 の影 響 を考慮 に入れ 、完全 弾塑性型 の履歴 曲線 で復

元力特性 を表現す れば、式(3.59)～(3.63)で 表現 され る。第2～3サ イクル以後 の定

常状態 におけるすべ り耐力 は、初すべ り時 と比較 して最大1/2程 度 にまで低 下 し、載

荷速度が増大す るほど低 下率 は大 き くなる。

従 って、低層 のブ レース付 きラー メ ン架構 や トラス架構 な どの、地震時 などに比

較 的載荷 速度 の影響 を受 けやす い と考 え られる架構 で は、高力 ボ ル ト接合 部のすべ

り耐力の低 下 に伴 い、架構 のエ ネルギー吸収能力 な どが低 下す る ことが予想 され る。

4.中 ボル トせ ん断型接合部

被接合材 板要素 の降伏 が先行 し、 ボル ト軸部 は降伏 しな い設計 の めっ き中ボル ト

による2面 せ ん断型接合 部 について は、載荷速度 の増大 に伴 って単調引張載荷 に よ

る最大降伏点が上昇 し、実験 か ら式(3.40)に 示 す載荷速度 との関係 が得 られた。
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繰返 し載荷 による履歴 曲線では、ボル ト軸部 と板要素の間の支圧部分の塑性変形

量に相当する振幅 ですべ りが生 じ、このすべ り領域での復 元力特性は載荷速度の影

響を受けない。

これ らの結果 か ら、鋼構 造 に一般 的に採用 されて い る各 種接合形 式で は、接合部

の応力伝 達方法の 違いに よって載 荷速度 の 影響 を受 ける力 学 的特 性 も種々 異 なる こ

とが明 らかであ る。鋼素 材 はひず み速度効 果 によ り応力上 昇 し、 設計上、 安全側 の

影響 を及ぼす と考 えられているが、接合部 については必ず しも安全 側 とは限 らない。

主 な接合 方法の ひ とつ と して広 く普及 している高 力 ボル ト摩擦接 合 部で は、 む し

ろ繰返 しに伴 う耐力低下 が顕 著 に な り、架 構 の安 全上、不 利 にな るこ とも予想 され

る。

本実験で は対象 とす る接 合形式 が 限 られ てお り、 実験 数 も少 ない こ とか ら、定量

的な表現 による結 果 に対 す る信頼 性 は低 い と考 え られ る。 溶接接 合部 では 、被接合

材の板厚 や接合部 位 によ り溶接熱 影響の作 用 の仕 方は さま ざまに変化 す る。 また、

高力 ボル ト摩擦接 合部 については 、実際の 架構 に使用 され る状況 ではボル ト本 数が

多い点や 、 また、 ボル ト軸部 の破 断、板 要 素の軸 部 降伏 、 は しあ き部 降伏 、 な どさ

まざまな破壊形式 が考 え られる点 か ら、デ ィテー ルの違 い に よ り載荷速度 の影響 も

異なる様相 を示す ことが予想 される。

同 じ接合 方法 に よって も、この よ うなデ ィテール の違 い に よる力 学的性 状 は異 な

り、今後 、さ らに詳細 な検 討が必 要 と考 え られる。 また、接合部 の力 学的特性 が載

荷速度の影響 を受 けて変 化 した場合 の、架 構全体 の性状 に及 ぼす 影響 を明 らか にす

ることも今後の重要な課題であ る と考 えられる。
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第4章

塔状鋼管 トラス架構の静力学的特性

4.1序 論

4.1.1研 究 目的

前章 まで に、一般 的な鋼 構造建築 物 と異 なる塔状鋼構 造物 固有 の構造的 特徴 を踏

まえ、主 に地震 な どの動 的荷重 下 における力学的 性状 を明 らかにす る目的 で、高 さ

方向の質量分布 や塔体部 に取 り付 け られ る付属物(送 電鉄 塔 の架 渉線)の 動 的応答

に対 す る影響 、接 合部の復 元力特 性 に及ぼす載荷 速度 の影 響 、な どを調べ 、塔状鋼

構 造物 の基本 的な力学 的特性 を把握す る上 で重要 な問題点 を明 らか に した。

特 に、振 動型 の違 いに よ り地震層 せ ん断 力係 数の分布が 頂部で大 きくなる点 や、

鉄塔 一架 渉線連成 系の地震応答 が 単独鉄塔 のそれ よ りも大 き くな る点 などは、一般

的な鋼構 造建築物 と同様 のモデル化 による取 り扱 いでは見 過 ごさ れて しま う危 険性

を持 ってい る。現 に、最 近 の国内 における大地震 で も建築 物 の屋 上部 に設 置 された

塔状構 造 物が頂部 で破壊 される実 被害 な どが報告 されてお り、 これは設計 地震荷重

の評価 のためのモデルが適切で はない ことが原 因の一つ と考 え られ る。

また、仮 に これ らの問題 点が ク リアされ た として も、設 計時の予 測 を超 える過大

な応答が 生 じた場 合 に、 一般 的 な鋼構 造建 築物 と比較 して架構 の 変形性能 が十分 に

確保 され ていない ため に、倒壊 な どの重大 な損傷 を被 る こ とが多 い点 もこれ らの塔

状鋼構 造物 の問題点 としてあげ らる。例 えば、1991年 の台風19号 で は、送電鉄塔 な
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どの塔状鋼構造物で倒壊 あるいは部分的崩壊などの重大な被害が多数発生 したが・

その被害数は一般建築構造物 よりもはるかに多 く数十基程 度に達 した。このような

被害の直接の原因 は設計風速を大幅に超える強風 によるものであ るが、一般建築物

では大半が屋根仕上げ材 などの部 分的被害 にとどまり構造体の重大 な被害が少 ない

のに対 して、塔状鋼構造物では架構の変形性能が低いことにより倒壊などの被害が

甚大 となっている点は否めない。 このような設計荷重 を超 える過大な荷重 を受けた

場合 に特に重大な被害を受ける実例が多 く見 られるのは塔状 トラス架構である。

実在す る塔状構造物 は表0.1に 示 した構 造物 の用途 や適用 され る基準 に関 わ らず、

いずれの分類 にも ダブル ワ レン形 式 の トラス架構 が広 く採 用 され ている。 そ の理 由

は、用途 上、居住 空間 と しての機 能が ほ とん ど要 求 されな い ものが多 く、 塔体 部 は

支持構造 物 としての機 能 に徹 す れ ば よい こ とか ら、構 造体 重量 を軽減 し、 か つ高 い

弾性 剛性 を確保 で きる構 造形式 として認 め られているこ とに よる。特 に塔高数十m以

上の比較 的規模が 大 きい鉄塔で は主要部材 に円形鋼 管が使 用 され る ものが 多 い。 ま

た、構造材 は全 て防錆 の ため に溶 融亜鉛 め っ き処 理 を施 さ れる場 合が多 く、接合部

はめっ きボル ト接合(特 にせ ん断 ボル ト)が 多用 され、主柱材継 手 はフラ ンジ継手 、

斜材端部 は種 々の形状 の ガセ ッ トプ レー トを介 してボル ト接合 され る点が 特徴 とな

る。本章ではこの ようなダブル ワレン形式の塔状鋼 管 トラス架構 を対 象 とす る。

これ らの構造物 に適用 され る設計基準 は建 築 ・電気 ・土木の3種 に分類 されるが、

いず れの基準 にお いて も降伏耐力 、座屈 耐 力 を評 価 の基準 とす る許容応力 度設計が

中心 であ り、特 に電気 ・土木工作 物 の扱 い となる場合 は降伏 後の 崩壊過程 までは設

計上考慮 されていない場合が多 い(例 えば文献[1])。 また、 一般建築物 に対 しては

いわゆる新耐震基 準の施 行以来、 終局強度 設計 の考 えを取 り入 れ た設計基 準が適用

され てい るが、建 築 に分 類 される工作 物 について も、 トラス構 造 物 につ い ては ラー

メ ン構造 な どと同等の変形性能 を期待 で きない こ とか ら弾 性 設計 に とどめ られ るこ

とが多い。

例 えば、鋼 構造限界状 態設計基 準(案)[2]で は、終局 限界状態設 計 のため に弾性

解析 か塑性解析か の解析 方法 な らびに構 造特性係 数 を決定 す るため の構造 区分 を設

けているが、 トラス形式 の構 造 は解析 方法 として弾性解析 を用 い、 しか も接合 部の

構造規定 も省略 され るS-IVに 分類 されてい る。あ るい は、主体 骨組 のは りが トラス

形式 で柱 が充腹材 の構造 物 につい て も、骨 組 の終局 限界状 態が柱 の終局 限界耐力 に

よって決まる場合以外 は同様 の扱い とす るよう規定 されて いる。

この ように、従来 か ら トラス形式 の構 造 は非弾性 領 域 まで考慮 した設計 はな され
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ていない ため、前 述の通 り、極 め て まれで はあ るが荷重が 設計基準 を超 え た場合 に

どの程度 の損害 に到 るの か、全 く評価 され ていないのが現 状 であ る。一般 的な建築

物で終局 強度設計 を行 う目的 は人命 にかか わる被 害 を防 ぐ ことにあ るが、 この よう

な観 点か ら見 れば、大半 の塔状構 造物 は産 業施設 であ るか ら仮 に倒壊 などの被害 を

受けて も直接人命 にかか わる可能性 は低 い。 しか し、その用途 は通信 ・電 力 ・放送

な どの社 会生活 の基盤 を なす もの であ り、今 日の社 会の依 存性 は ます ます高 まって

きている こ とか ら、ひ とつの構 造 物の損傷 はそれ にとどま らず広 範囲 に被 害 を及 ぼ

すこ とに なる。従 って、 この ような被害 を よ り合 理的 な設 計 で低 減す る必 要性が あ

り、その ための手 法のひ とつ と して終局 強度設計 の適用性 を検討 す ることが重要 で

ある と考 え られ る。

これまでに トラス形式の架構 に終局強度 設計が適用 されていない理 由のひ とつに、

骨組 の変 形性能が低 く、部材 も し くは骨 組 の座屈 発生以後 の耐力 に期待で きない点

が挙 げ られる。既往 の トラス架構 に関す る研究 は主 に座屈 などの耐力評価 に力 点が

おかれて お り、鋼構 造建 築物 に採 用 され る トラス は りな どで は変 形性能 に まで言及

した研究 も見 られ るが、 特 に塔状 トラス架構 につ いては変 形性 能 に着 目した研 究は

極 めて少 ない。

これ は架構 の耐力 が主要 部材 の座 屈 に よ り決定 される ものの、特 に水平荷 重の作

用方向 に よって個 材 の応 力分担率 が変化 し、立体 的 な挙動 を把握 す ることが要求 さ

れため、その後の応力 の再配分や変形能力 の評価 が難 しくなるこ とによる。図41は 、

水平荷 重の水平面 内作用方向 を変化 させ た ときの、主柱材4本 とダブル ワレン形式

の斜材 か らなる塔 状 トラスの各部材 負担軸 力 の変化 を弾性 立体解析 に より求 めた例

であ る。例 えば 、主柱材 では対 角方向(45.)で 最外縁部材 の負担が最大 とな り、斜

材で は構二面 方向(0.)で 構面内部材の負担が最大 となる、 などの相違が見 られ る。 こ

の ように部材毎 に負担軸 力 と作 用 方 向の関係 は異 な り、弾 性範 囲 内で は作 用 方向 に

関わ らず 同一の剛 性 を持 つ架構 で あるが、座屈後 挙動 は荷 重の作 用方 向の 影響 が大

きく関係 す ることが予想 される。

この ような観点 か ら、本 章で は塔 状鋼構 造物 の代 表 的な架構 形式 である冷 間成形

鋼管か ら成 るダブ ル ワレ ン型 の トラス骨 組 を対象 と し、特 に塔状鋼構造物 に水 平荷

重が作用 した ときの変形 性能 に着 目して、 部分架構 を用 い た静 的載荷 実験 か ら静力

学的特性 を明 らか にす る ことを 目的 とす る。その ために、試験体 架構 はで きる限 り

実大 に近 いスケー ルで製作 し、水 平荷重の作用 方 向や鉛 直荷重 の影響 な どの荷重条

件 を種 々変化 させ た実験 を行 った。
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図4.1水 平荷 重の作用 方向に よる部材軸力 の変化

4.1.2既 往 の 研 究

トラス形 式の骨組 も しくは部材 の 静力学的特性 に関す る研 究の歴 史 は古 く、19世

紀 中頃、木橋 トラス と して普及 していた ものが錬 鉄 あ るい は軟鋼 製の トラ ス橋 へ と

移行す る時期 にク レモナ法 な どの トラス設 計用 の 実用 計算 法が 開発 されて以来 、急

速 な発展 を遂げて いる。 特 に橋梁 な どの土 木構 造 物 を対 象 に、座屈 を中心 とす る耐

力評価 を目的 とする ものが多 い。

建 築構造物 の領域 では、 新耐震基 準へ の移行 を期 に、耐 震性 を評 価す る ための基

礎 となる復元力特 性 や変 形性能 に着 目 した研 究が 増 えてい る。一 般建築骨 組 の 中で
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使用 され る トラス ば り、 大スパ ン架構 に適 用 され る1方 向 ・2方 向 ・立体 などの ト

ラス を対 象 に、材料 特性 、接 合部 の耐力 な どを考 慮 した座 屈耐力 ・座屈後 の復元力

特性 、変形性能 を対象 とす る研 究が多いのが 、近年の特徴 である。

例 えば、鉄骨 トラスは りを対 象 とす る最 近 の研 究 と して 、鈴木 ・小 河 らに よる一

方向大 スパ ン架構 を対 象 とす る一 連の トラス ば りの実験 的研 究が あげ られ る。 その

中で、鋼 管立体 トラスば りを対象 にね じれ挙動が は りの変 形 ・耐力 に及 ぼす影響 を

調べ た曲げね じれ実験13】、山形鋼 お よびT形 鋼平面 トラスば りを対象 に個材 ・は り

の構面外座屈 、個材の構 面内座屈 の2種 の破壊形式 それぞれ についての耐力 と塑性

変形性状 を調べ た実験[4】 、鋼管 ・山形鋼平面 トラスば りと充腹柱 か らなるラーメン

架構 を対象 に特定の破壊 形式の下での復元力特性 を調べた実験 【5]、な どを通 して、

横座屈、 全体 座屈 な どの脆性 的 な破壊形式 を避 け 、個材 の損傷が 骨組全体 の変形性

能の急激 な低 下 を招 きに くい トラス結構 の形状 や 、構 造特性係数 の評価 方 法に関す

るi提案 を行 ってい る。特 に、多様 な部材 断面 や トラス形式 を復元 力特性 の観 点か ら

論 じている点が特徴 である。

松 井 ・河 野 らは対 象 を鋼 管 の平面 トラス柱 または トラス ば りに限 定 し、柱部材 と

しての 曲げね じれ座屈 【6,8]、は り部材 と しての横座屈[7]の 耐力評価 を実験お よび解

析的 に調べ てい る。特 に、鋼管部材 は他 の開断面 と比較 してね じり剛性 が高 い こと、

接合部は 溶接接合 による ため鋼管 の径厚比 が大 きい場合 に接合部 の局部 的 な変形 に

よって半剛接合 となる こ と、接合 部 の溶接 に よる残留応力 の影響 、 などの 溶接 鋼管

トラス固有 の問題 点 を考 慮 した研 究 を行 っ ている。いず れ も現行 の設計基 準等 に考

慮 されていない問題で あ り、既往 の設計式の適応性等 につ いて考察 した ものであ る。

黒 羽 ・小 川 ら[9～13}も 冷間成形 円形鋼管 を溶接接合 に より組 み立 てた平面 トラス

の実験 的研 究 を行 ってい る。特 に 、鋼管材 は他 の形鋼 と製 造工程 が違 うため に材料

特性が異 なる点 を考慮 して鋼管部 材 の座屈 耐力 お よび履歴挙動 、 トラスば りの個 材

の座屈 長 さ と座屈 強度、 溶 接に よる分岐継 手の挙 動 、な どを一連 の研究の 中で詳細

に論 じてい る。

また、和 田[14]ら は複層立体 トラス を対象 に、材料非線 形、幾何学 的非線形 を考

慮 した上 で単純化 されたモ デル を用 いて崩 壊 まで の終局挙動 を追跡 で きる解析 手法

の提案 を行 っている。

これ らは、 いず れ も建 築構造物 の範疇 に入 る トラス構 造 であ るが、塔状 トラス骨

組 を対 象 と した研 究 と しては、鈴 木 ・佐藤 らに よ るボル ト接合 された鋼管 トラス に

よる送電鉄 塔 を対象 とす る研究が あげ られる。

文献[15]で は、鉄塔脚部の三角錐体架構 では個 材 の座屈 に先行 して全体座屈が発
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生 しやす い点 に着 目 し、比較的柱 材 の細長 比が小 さい脚部 架構 を対 象 に座屈 耐力試

験 と非線形座屈解析 を行 い、座屈 耐力や座屈 モー ドと斜材 剛 性の関係 を示 している。

さらに塔体部骨組 の座屈 耐力 に関 す る研究 と して 、主 に風 荷重 を想 定 した水 平加力

実験 を行 い、細長 比の小 さい柱材 で座屈 が先行す る場合 に圧縮 部材 の付 加 曲げモー

メ ン トが座屈 耐力 及び座屈 後の応力支配分 に及 ぼす影響 口6]、 端部 がせ ん断 ボル ト

で接合 さ れた斜材 で座屈 が先行す る場合 の接合部 の材端拘 束効 果 や偏 心 曲げモ ーメ

ン トが座屈耐力 に及ぼす影響 な ど 【17]に ついてそれぞれ報告 してい る。 また・文献

[18]で は地震時 な どの振動エ ネル ギー吸収能力 に関連 した研 究 として・大振 幅領域

でせん断 ボル ト接 合部 にすべ り変 形が顕著 に生 じるため骨 組の減 衰特性 が 変化す る

点 に注 目 し、静的 載荷実 験、 自由減衰振動 実験 、非線形動 的応答 解析 の結 果か らす

べ り変形 が減衰特 性 に及 ぼす影響 を調べ て いる。 一連の研 究で は、全 て実 大 の塔状

トラス骨 組 を用 い た載荷 実験 を行 ってお り、送電 鉄塔 固有 の問題 点 を取 り上 げて実

設計への適用性 を考慮 した評価 方法 を提 案 している点が特徴 であ る。

また、五 十嵐 ・井上 らは ガセ ッ トプ レー トを介 して溶接 接合 され た鋼管 トラス鉄

塔 を対象 に水平荷 重下 に座屈 耐力 お よび座 屈後 の復元力特 性 を調 べ る 目的 で実験 な

らびに解析 的研究 を行 っている。 ここで は平面 お よび立体 の塔体3パ ネル分 の試験

体 を用 いて単調お よび繰 返 し載荷 実験 を行 い、特 に補剛材 として用 い られ る水 平材

が最大耐力 な らびに座屈後 の性能 に寄与す る効 果がある ことを示 してい る 口9]。 ま

た、平面 トラスお よび立 体 トラス の構 面対 角 方向 にそれぞ れ水平 荷重 を作 用 させ た

ときの復 元力特性 を、一般化塑性 ヒンジ法 を用 い た非線形 解析 に よ り求め 実験値 と

の比較 を行 い、座屈 による非線形 性の強い 変形挙 動 を概 ね 追跡で きるこ とを示 して

い る[20,21]。

この ように、一般建 築構 造物 に関連す る トラス架構 につ いては、 変形性 能 に着 目

した研究 が見 られ るが、塔状 トラス架構 に関 して は、座屈 な どの 耐力評価 に焦 点 を

当てた研 究が多 いのが現状 であ る。

4.2実 験概 要

対象 とする構造形式 は、最 も基本 的 な形式 の一つ と考 え られ る、4本 の主柱材 とダ

ブルワ レン形式の 斜材か ら構 成 さ れる塔状 トラス構 造で、無線 ・送電 な どの産 業施

設 の中で も比較 的大規模 な物件 に多 く採用 され てい る円形鋼 管部 材 をせ ん 断ボル ト

に より接合 した形式で ある。
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脚部の三 角錐型架構部 や 送電鉄塔 の腕金 部 などを取 り除 いた塔体 部の力 学 的性状

を調べ るこ とを目的 とし、試験体 は塔体部か ら2パ ネル分のみ を取 り出 した形状 に

した。部材 は全てSTK400級 の冷間成形 に よる円形鋼管であ るが、部材 の接合方法、

主柱材の 開角(傾 斜)の 有無 、水 平材の有無 、主 要な部材 の細 長比 を骨組 の実験パ

ラメータ として取 り上げた。

主 に地震 あるいは風 に よ る水平荷 重 を繰 返 し受 け た状態 を想定 した荷重 条件 と し

てお り、 主構 面 に対 す る水平力 の作用方向 お よび柱部材 の 長期軸 力 も荷重 条件 のパ

ラメータ としてい る。

42.1試 験 体

試験体 は1パ ネルの高 さ及 び主柱材材軸 間距離 がいず れ も1200mmの 場合 を基準

として、上下 に2パ ネルか ら構 成 され るダブル ワ レン形式の塔状 立体 架構 で、 これ

は塔高100m程 度 の大規模鉄塔の数分 の一程度 、中小規模 の上部 架構二の実大程度の大

きさに相 当す る。使用材料 は鋼 管 は全 てJISのSTK400、 接合 プ レー トにはSS400の

規格 品 を用 いている。 また、全 て表42に 示す条件で溶融亜鉛め っきを施 した。

(1)試 験体 の基本形状

試験体 はその結構 形式 で分類す れば以下のA～Cの3タ イプ に大別 される。

・タイプA(図4 .2)

4本 の主柱材 は開角が0で 各 々平行 に配置 され、1パ ネルの高 さ及 び主柱材材 軸問

距離 はいずれ も1200mmで 、斜材が主柱材 に対 して45。 の角度 で取付 く。

・タイプB(図4 .3)

タイプAを 基本 に、主柱材 に1111.25の 勾配 の開角 を持 たせ た ものである。主柱材

材軸間距離 は柱脚部側で1200mm、 柱 頭側 で800mmと し、斜材 は塔体軸 に対 して45。

の角度 で取付 け られ、パ ネル高 さは下パネルが122(㎞m、 上パ ネルが980㎜ となる。

・タイプC(図4 .4)

主柱材 お よび斜材 の配置 は タイプBに 同 じでパ ネル中間に水平材 を加 えた。水 平

材断面 は斜材 に同 じである。

試験体名称 の先頭 には この3種 の結構形式 を区別す るA、B、Cを 付 して区別す る。
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表4.2溶 融亜鉛 めっ き処理条件

手順 名称 鮒

踊 オ ル ケ イ酸 ソ ー ダ+力 性 ソー ダ80℃ ×60分

水洗

前 酸洗 塩酸20℃ ×60分
処
理 水洗

フラックス処理 塩化亜鉛+塩 化 アンモニ ウム50℃X2分

轍

部材の初温 室温
め 亜鉛浴温度 456℃
つ

き 浸漬速度 5500士50mm/分

条件 浸漬角度 15±0.5℃

浸漬時間 2分

部材の初温 亜鉛浴温 一α
温
水 温水温度 62℃

処 浸漬速度 11㎜ ±100㎜/分
理

浸漬角度 15±0.5℃

(2)接 合部 詳細

いずれの タイプの試験体 も接合部 に集 まる主柱材、斜材 の材軸 は1点 で交 叉 させ

て偏 心 を避 けてい る。

また、斜材 が交叉す る接合部 は、実架構 では一方の斜材が接合 部 を貫通す る1本

の部 品 として製作 され、直交す る他 の2本 の斜材 はガセ ッ トプ レー トを介 して貫通

する斜材 に接合 さ れるよ うな接合 形式が一 般的で ある。 しか し、試験体 で は各斜材

の材端 にお ける境 界条件 を同一 にするため、4本 の斜材 が集 中す る接合部 では1枚 の

ガセ ッ トプ レー トにそれぞれ同一継手形式の斜材が接合 される形状 に した。

継手形状 は、斜材 お よび タイプCの 水平材端部 に板厚3.2mmの 鋼板 を用 いたU字

継手 を設 け、 これ を板厚6.Ommガ セ ッ トプレー トに接合 す る方法 を採用 した。

対象架構 で はせ ん断ボル ト接合 が 一般 的 であるが 、 ボル トのすべ りが変 形性状 に

及ぼす影響 を調べ るため に、結構 形式上のパ ラメ ータの ひ とつ と して、部材 間接 合

を溶接 接合 に よる もの とせ ん断型 ボル ト接合 による ものの2種 類 を用意 した。 ガセ ッ

トプ レー トと端部U字 プ レー トの接合 は、すみ肉溶接 に よる もの(図4.5)、Ml2

亜鉛 メ ッキ普通ボル ト2本 に よる もの(図4.6)の2種 類 である。試験体 名称 の2文

字 目にはこの接合 形式 を識 別す るため、 ボル ト接合 タイプにはB・ 溶接接合 タイプ

にはWの 符号 を付 けて区別 した。
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接合部 のU字 プ レー ト、ガセ ッ トプ レー ト、すみ 肉溶接部 お よび ボル トは全 て被

接合部材 の引張 降伏 に先行 して降伏 しない設計 と した。 なお、載荷 後の試 験体状況

を観察 して も溶接部、 ボル トには損傷 は見 られず、斜材 の 曲げ座屈発 生 に伴 ってU

字 プ レー トお よびガセ ッ トプ レー トに面外 曲げが認 め られ ただけであ る。

なお、溶接接合部 を採用 した試験体 は タイプAに つ いてのみ製作 し、また製作 上

の理 由によ り溶融亜鉛 めっ き処理 は行 っていない。

(3)部 材 断面 と細長比

塔状 トラス構 造物 の実設計 か ら数 十m以 上 の規模 の鉄塔 でSTK400鋼 管 を用い た

十数例 について両端 ピン接合 と した ときの各部材 の細長 比 を調べ た ところ、公 称降

伏耐力 による限界細長比 五二120に 対 して個材 の細長比 は主柱材 が λ=30～60、 斜

材 が λ=50～110程 度の範囲であ った。試験体 の部材 断面寸法の決定 においては こ

れ らの値 を参考 に し、主柱材 は φ60.5×2.3、斜材 は φ27.2×2.3を 基準 と した。

節点間距 離 を座屈 長 さに とった と きの各部材 の細 長比 を公称断面 寸法 か ら計算 す

ると、主柱材で はタイプAが λ=58.25、 タイプB及 びCが λ=59.22、 斜材 で はタイ

プAが λ=96.42、 タイプB及 びCの 最 も材 長の長 い部材が λ=102.27で あ り、主柱

材 の細長 比が比較 的小 さい物件が 多 い。各 部材 を両端 ピン接合 された トラス架構 と

仮定 し、 断面性 能 お よび材料 特性 に規格公称値 を用 いて、試験体 柱 頭 に構 面平行方

向の水平 力 を作用 させ た ときの応 力 を弾性解析 で 求 めた結 果に よ ると、全 て斜 材が

主柱材 に先行 して座屈す る設計 とな っている。
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主 柱 材 ・斜 材 の細 長比 を パ ラ メー タ と した実 験 を 行 う た め 、 上 記 以 外 の 断 面 の 組

み合 わせ に よる試 験体 を タイ プAに つ い て別 に製作 した 。使 用 した断 面 は、 主柱 材

に φ76.3×2.8、 斜 材 に φ21.7×2.0、 φ34.0×2.3で あ る。 これ らの試 験 体 名 称 は先 頭A

の後 に斜 材 の 外径 寸 法 を付 け て 区 別 し、A21、A27、A34と した。 タイ プA試 験 体 と

の相 違 点 は次 の 通 りで あ る。 す な わ ち 、A21は 斜 材 の細 長 比 を さ らに大 き く λ=

12L22で 限 界 細 長 比 程度 と した 、斜 材 座 屈 先 行 型 架構 で あ る。A27は 主柱 材 に φ76.3

×2.8を 用 い て細 長 比 を小 さ く λ=46 .15と した斜 材 座 屈 先 行 型 架構 で あ る。 また 、

A34は 斜 材 に φ34.0×2.3を 使 用 して細 長 比 を小 さ く λ=75.76と した主柱 材 座 屈 先 行

型 架構 で あ る。

4.2.2載 荷 方 法

実験 に用 いた載荷 装置に試験体(タ イプA)を セ ッ トした状態 を図4。7に 示す。

試験体 は柱 脚側4点 で ピン支持 され、架構全体 と しては横 向 きの カンチ レバ ー形

式で支持 されてい る。反 力壁 に設 置 された反力 フ レーム上 に ピン治具 を取 付 け、試

験体主柱材 端部 に溶接 したベ ース プ レー トとピン治具 を高 力 ボル トで締 め付 ける こ

とに より接 合 されている。

試験体 支持部 の ピン治具 には図4.8に 示す球面軸受 を用 いて3方 向の回転 に対 す る

拘束 を取 り除いて いる。 これ は、本 実験 の 目的が 塔状構 造 物の塔 体部 の挙 動 を調べ

るこ とにあ り、支 点 の回転 を拘束 す ることに よ り、柱 脚部 側 にお ける部材 座屈 後の

挙動が拘 束 される のを防 ぐためで あ る。 また、支 持点 にお いて部 材軸 の偏 心が生 じ

ない よう、主柱材 ・斜材 の材軸 が交叉す る位置 に支持点 ピン軸 を配置 した。

主柱材 の他端 には支持点側 と同様 の3方 向回転 自由 な ピン治具 を取 り付 け、その

先端 に載 荷用 フ レー ムを取付 けて いる。試 験体へ の載荷 は この載荷用 フレームを介

して油圧 ジャ ッキ によ り行 った。

載荷方向 は、塔体 部 に水 平荷 重 な らびに鉛直荷 重 が作用 した状 態 を考 え 、水平力

は試験体頂部 で トラス構面 に平行 な方 向 と、構 面 と45。 の角度 をなす対角 方向の2

通 りの載荷 がで きる ように した。

水平力載荷 にはス トローク3Cbm、 容量100㎞ の油圧 ジャ ッキを用 い、載荷用 フレー

ム中央部 の ピン治具 を介 して荷 重 を作用 させ た。図4,7は 構 面平行 方向載荷時 、セ ッ

トア ップ状況 を示 してお り、対角 方向載荷 時 は油圧 ジャ ッキは固 定 して試 験体 を塔

体軸 回 りに45。 回転 させ ることによって載荷 方向 を変更 してい る。
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試験体毎 の水平力 の作用 方向 を区別す るため、名称 の末尾 に0ま た は45の 構面 か

らの載荷方 向角度 を示す数値 を付 けてお り、末尾 が0は 構面平行 方向、末尾が45は

対角 方向の載荷 を示す。

載荷 フレームに取付 けた4個 の ガイ ドローラーとこれを挟む ガイ ドフレームに よっ

て、載荷 フレーム の横移 動 な らび にね じり変形 を拘束 して いる。試験体 の変形 に対

す る拘束 は支持側 、載荷側各4点 の ピン支持部 だけであ り、その他 の中間部 は全 く

拘束 を受 けない状態 に している。

鉛 直荷重 の載荷 には、反力壁 に取 り付 けたス トローク15cm、 容量100tonの 油圧

ジャッキ を用 い、 ロ ッ ドを介 して試験体頂 部の載 荷用 フレー ムに一定 の引 張力 を作

用 させ、頂部 の水 平移動 に追 随 しなが ら主柱材 に一定の圧縮 軸力 を作用 させ るよう

に した。作用 させ た軸力 レベル は、軸力 な しの場合 と主柱材 の公称 降伏 軸力1V,の0.2

倍お よび0.4倍 の3種 類 の条件 を採用 した。 これは、同一の架構が 、塔体部全体 の頂

部、中間部 、脚部 に使用 された場合 に、そ れぞれ上部架構 重量 の違 いに よって初期

導入 軸力 が異 なる ことを想定 した ものであ る。試 験体 毎の軸力 レベ ルの識 別 には、

名称 の4文 字 目以 降にそれぞれOA(軸 力 な し)、2A(降 伏軸力 の0.2倍)、4A(降

伏軸力 の0.4倍)の 記号 を付 けて示 している。

自由端側 に取 り付 けた載荷用 フレームの重量(約200kg)が 、カ ンチ レバ ー形 式で

支持 した試験体頂 部 に水 平力 と して付加 され るの を防 ぐため に、載荷 フレームと同

重量 のお も りをワ イヤー で連結 し、ガイ ドフ レー ム上端部 の滑車 にかけて両者 をバ

ランスさせ ている。従 って、載荷前 の試験体 には約100kgの 自重 だけが作用 す るこ

とになるが、 この値 は試 験体 の剛 性 ・強度 か ら考 えて、 ほ とん ど無視 して差 し支 え

ない と考 え られる。

各試験体 に作用 させ た水平力 は単調載荷 、正負漸増繰返 し載荷 の2種 類の載荷 パ

ターンで それぞれ崩壊 とみなせ る状態 に至 るまで載荷 した。正負 漸増繰返 し載荷 の

場合 には、最危 険部材 の座屈が予想 される荷重 の1/4程 度 の荷重 を繰返 して第1サ イ

クル と し、第2サ イクル以後 は順次第1サ イ クルの整数倍 の変位 に達す るまで載荷

して荷重 方向を反 転 させ た。本論 文 中では 、水平 載荷用油圧 ジャ ッキの鉛 直上 向 き

の載荷 を正載荷 、 反対方 向 を負 載荷 と称 す ること と し、最初 の個 材座屈 は正載荷時

に発生 させ 、座屈 発生後、復 元力の上昇が見 られ な くなる状態で載荷 を終了 した。

なお、載荷 は静 的状態 と考 え られ る程度 に載荷速度 を低 くして行 った。



146第4章 塔状鋼管 トラス架構の静力学的特性

4.2.3計 測 方 法

実験 中の計測項 目 は載荷 荷重 、試 験体各 部の変形量 、主 要部材各 部 のひずみ量 で

あ り、載 荷途 中で 適当 な時間間隔 で載荷 を止め て計測 した。荷重 計及 び載 荷点 の変

位計か らの出力 は動歪計 を介 して電磁比例 弁 を用 い た変位 制御型 電動油圧 ユ ニ ッ ト

の コン トローラー に入力 し、油圧 ジ ャッキ の制御 を行 って載荷 した。他 の変位及 び

歪 は多点式 デジ タル静歪計測器 に出力 した。油圧 ユニ ッ トの コン トローラ ー及 び計

測器 は全 て計測用 コンピューター によ り制 御 し、 全 てのデ ー タはデジ タル量 に変換

して コンピュー ターの外部記憶装置 に収録 した。

(1)載 荷荷重

油圧 ジャ ッキ と載 荷 フレームの間 にピン を介 して取付 け た荷 重計 によ り載荷荷 重

を測定 した。水 平荷重 と鉛直荷重の2種 類 であ る。

(2)試 験体変位

試験体全体の変形性状 を把握す るため図4.9に 示す位置 に変位 形 を取 り付 け・図中

の矢印に示す方向 の変位 を計測 した。図 中の① で載荷点 の載荷 方 向変位 を 、② で載

荷 フレー ムの 回転 角 を、③ で各主柱材 の上 下パ ネ ルの水平 方 向に相 当す る変位 を測

定 した。
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図4.9変 位計測定位置(単 位:mm)

(3)部材変形及び歪

下パネルの主柱材 及び斜材 を中心 に、正載荷時に早期の座屈発生が予想 される部

材 について、材軸方向の伸び変形量 を測定 した。 また各部材の長 さ方向中間部 に抵
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抗線歪 ゲ ージを貼付 して 歪量 を測 定 した。 特 に座屈発生 が予想 される部材 について

は、断面 の周長 を4等 分す る位置 に4枚 のゲージを貼付 し、歪の軸方向成分 と曲げ

成分 を分離検 出で きるよ うに した。

4.2.4試 験 体 一 覧

前項 までに説明 した とお り、実験 に供 した試験体 には以下の5つ の条件が実験パ

ラメー タとな ってお り、番号順 に各符号 を並べ て試験体名称 とした。

(1)ト ラス結 構 形 式(主 柱 材 開角 、水 平材 の有 無 、部 材 細 長 比)

Aタ イ プA(主 柱 材 φ60.5×2.3,λ=58.25・ 斜 材 φ27.2×2.3、 継96.42)

Bタ イ プB(主 柱 材 φ60.5×2.3,λ=59.22,開 角 あ り ・斜 材 φ27.2×2.3,λ 声96.42)

Cタ イ プC(主 柱 材 ・斜 材 はBに 同 じ ・水 平材 φ27.2×2.3)

A21タ イ プA(主 柱 材 φ60.5×2.3,λ=58.25・ 斜 材 φ21.7×2.0,た121.22)

A27タ イプA(主 柱 材 φ76.3×2.8,λ=46.15・ 斜 材 φ27.2×2.3,奉96.42)

A34タ イ プA(主 柱 材 φ60.5×2.3,λ=58.25・ 斜 材 φ34.OX2.3,奉75.76)

(2)部 材 接 合 形 式

W溶 接 接 合 部(黒 皮)

Bせ ん 断 ボ ル ト接 合 部(溶 融 亜鉛 め っ き処 理)

(3)水 平 力 載 荷 条件

M単 調 載 荷

C正 負 漸 増 繰 返 し載荷

(4)主 柱 材 導 入 軸 力

OA軸 力 な し

2A降 伏 軸 力 の0.2倍

4A降 伏 軸 力 の0.4倍

(5)水 平 力 載荷 方 向

0構 面 平行 方 向

45対 角 方 向

以上のパ ラメータの組 み合 わせ による試験体 は総数36体 あ り、各名称 と実験パ ラ

メータを表4.3に まとめて示す。
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表4.3塔 状 トラス塔体部試験体一覧

No. 試験体名 主柱材 斜材 水平材 柱開角 接合形式 水平荷重 鉛直荷重

1 AWMOAO φ60.5×2.3 φ27。2×2.3
一 0

一 一

溶接
一 一

構面平行 0

2 AWCOAO 〃 〃 一 0 〃 〃 0

3 AWM4AO 〃 〃
一

0 〃 〃 0.4Ny

4 AWC4AO 〃 〃 一
0 〃 〃 0.4Ny

5 ABMOAO 〃 〃 一 0 ボル ト 〃 0

6 ABCOAO 〃 〃 一 0 〃 〃 0

7 ABM4AO 〃 〃 一 0 〃 〃 0.4Ny

8 ABC4AO 〃 〃 一
0 〃 〃 0.4Ny

9 BBMOAO 〃 〃 一 1!11.25 〃 〃 0

10 BBCOAO 〃 〃 一 1111.25 〃 〃 0

11 BBM4AO 〃 〃 一 1111.25 〃 〃 0.4Ny

12 BBC4AO 〃 〃 一 1111.25 〃 〃 0.4Ny

13 BBM2AO 〃 〃 一 1!11.25 〃 〃 0.2Ny

14 BBC2AO 〃 〃 一 1111.25 〃 〃 0.2Ny

15 BBMOA45 〃 〃 一 1/11.25 〃 対角方向 0

16 BBCOA45 〃 〃 一 1111.25 〃 〃 0

17 BBM4A45 〃 〃 一 1111.25 〃 〃 0.4Ny

18 BBC4A45 〃 〃 一 1111.25 〃 〃 0.4Ny

19 BBM2A45 〃 〃 一 1!11.25 〃 〃 0.2Ny

20 BBC2A45 〃 〃 一 1111.25 ク 〃 0.2Ny

21 CBMOAO 〃 〃
φ27.2×2.3 1111.25 〃 〃 0

22 CBCOAO 〃 〃 〃 1!11.25 〃 〃 0

23 CBMOA45 〃 〃 〃 1111.25 〃 〃 0

24 CBCOA45 〃 〃 〃 1111.25 〃 〃 0

25 A27BCOAO φ76.3×2.8 φ27.2×2.3
一

0 〃 構面平行 0

26 A34BCOAO φ60.5×2.3 φ34.0×2.3
一

0 〃 〃 0

27 A21BCOAO 〃
φ21.7×2.0

一
0 〃 〃 0

28 A27BC4AO φ76.3×2.8 φ27.2×2.3
一

0 〃 〃 0.4Ny

29 A34BC4AO φ60.5×2.3 φ34.0×2.3
一 0 〃 〃 0.4Ny

30 A21BC4AO 〃
φ21.7×2。0

一 0 〃 〃 0.4Ny

31 A27BCOA45 φ76.3×2.8 φ27.2×2.3
一

0 〃 対角方向 0

32 A34BCOA45 φ60。5×2.3 φ34.0×2.3
一

0 〃 〃 0

33 A21BCOA45 〃 φ21.7×2.0
一

0 〃 〃 0

34 A27BC4A45 φ76.3×2.8 φ27.2×2.3
一 0 〃 〃 0.4Ny

35 A34BC4A45 φ60.5×2.3 φ34.0×2.3
一

0 〃 〃 0.4Ny

36 A21BC4A45 〃
φ21.7×2.0

一 0 〃 〃 0.4Ny
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4.3塔 状鋼管 トラス架構の変形性能

以下 に、実験 か ら得 られ た水 平載荷荷重 一頂部水 平変位 関係 に基 づ いて、各試験

体の崩壊 過程、復 元力特 性 に関す る特徴 につ いて説明す る。試験 体架構の 主 な損傷

は圧縮力が作用す る斜材 お よび主柱材 の曲 げ座屈 による ものであ る。部材 接合部の

溶接部、 ボル トに おける損傷や接 合部 の大 きな塑性 変形 な どは全 ての試験体 で見 ら

れなか った。

以下 に示 す荷 重一変形 関係の図 中には、

上パ ネル 斜材座屈lUB、 主柱材座屈:UC

下パ ネル 斜材座屈:LB、 主柱材座屈:LC

の符号 を付 けて座屈発生点 を示す。座屈発生点 は、部材周 囲に貼付 した4枚 のひ

ずみ ゲージ によるひずみ量 の変化 と試験体 の 目視観察 によるもので ある。

4.3.1溶 接接 合部 を有する架構(タ イプAW、 構面平行方 向載荷 実験)

図4.10に タイプA溶 接接合試験体 による構 面平行 方向載荷実験か ら得 た荷重 一変

形関係 を示 す。図4.10(a)は 単調載荷 に よる結果 を示 す もので、主柱材 の降伏軸力比

0の 場合(図 中の細線)、 軸力比0.4(図 中の太線)の 場合 のいず れ も、下パ ネル斜

材の座屈 が先行 し、続 い て圧縮 側 主柱材 の座屈 が発生 して最大耐 力点付 近 で座屈 が

顕著 にな り復元力 が低下す る、 とい う履歴 を描 く。柱 軸力比が0.4の 場合 は、軸力 の

ない場合 と比較 して最大耐力が23%の 低下 とな り、最大耐力 に達 した後の復元力低

下 も大 きい。

図4.10(b)、(c)に 繰返 し載荷 による荷重 一変形関係 を示す。荷重 の正負反転 時 に変

位で約4mmの すべ りがみ られ るが、 これは載荷装置の ピン治具のず れに よる もので、

試験体 は溶接接合 されてい るため試験体 の変形 に起 因す る ものではない。

軸力比0の 場合(図4.10(b))は 、載荷軸面内の2つ の構 面で下パ ネルの斜 材の座

屈 が発生 し、最大荷 重 に達 した後 の顕著 な斜材座 屈 に より復 元力 は低 下す る。次サ

イクルの正方向載荷 時に上パ ネル の斜材座屈 に よ り復 元力 の極 大値 に達 し、続 く負

方向載荷 時 に2つ の構面 の下パ ネル圧縮側主柱材 ・斜材 が ほぼ同時 に座屈 し負載荷

側 での復 元力 も低 下す る。
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図4.10タ イ プA(溶 接 接 合)構 面 平 行 方 向 載 荷 に よ る荷 重 一 変 形 関 係
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主柱材 降伏軸力比0.4の 場合(図4.10(c))も 、下パ ネルの斜材 、圧縮 側主柱材 に

順次座屈 が発生 し、若干 の復 元力 上昇後、急激 な耐力低下 を生 じる。正負 反転後の

次サ イクルで下パ ネル圧 縮側主柱 材 、斜材 に座屈 が発生 し、若 干 の復 元力 上昇後、

最大耐力 に達 した。その後のサ イ クルで は著 しい復 元力 の低 下が見 られる。柱軸力

の有無 に よる最大耐力 の差 は、軸力比0.4の 場合 に軸力 のない場合 と比較 して21%

の低 下 となる。

単調載荷 、繰 返 し載荷 の いずれ にお いて も崩壊 に到 るまでの部材 の座屈 発生順序

などは同 じであ るが、主柱 材軸力 が大 きい場合 に は最大耐 力 に達 した後 の復 元力低

下が大 きく、特 に繰返 しに よる劣化が著 しい。
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生3.2ボ ル ト接合部 を有 する架構(タ イプAB、 構面平行方向載荷 実験)
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図4.11タ イ プA(ボ ル ト接 合)構 面 平 行 方 向 載 荷 に よ る荷 重 一 変 形 関係
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前述 の溶接接合試験体4体 とそれぞれ同一 の条件 に し、接合部 をボル ト接合 と し

た試験体の荷重 一変形関係 を図4.11(a)～(c)に 示す。

図4.11(a)に 示 す単調載荷 実験 で は、初期弾性域の荷 重4～10tonf程 度 の領域 でボ

ル ト接合部 に衝 撃 音 を伴 う滑 りが発 生 し、荷重変 形 曲線 は階段状 の小 さなずれ を含

むため、架構 全体 の平均 的な剛性 が低 下 したの と同様 の影響 が現 れる。

軸力比0の 場合(図 中の細線)で は下パ ネル斜材 、主柱材 の順 に顕著 な座屈 が発

生 した後 に最大耐力 に達 し、その後復元力 は約60%程 度 まで急激 な低下 を示 した。

その後、応 力の再 配分 に よ り復元 力 は若干 上昇す るが、残 る健全 な斜材 に座屈 が進
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展 し、全 ての斜材 に座屈 が発生 して崩壊 に到 る。軸力比0.4の 場合(図 中太線)も ・

同様 の崩壊過程 を経 るが、最大耐力 は30%近 くの低 下 を示す。

図4.11(b)、(c)に は繰返 し載荷 に よる荷 重 一変形 関係 を示す。単調載荷時 と同様 に

荷 重±8tonf程 度 まで はボル トすべ りに よるずれが大 き く、履 歴 曲線 には細 か な凹 凸

が多数見 られる。 平均 的 な弾性剛 性 は溶接 接合 と比較す れ ば低下 す るが、座屈 発生

までの履 歴 曲線の 形状 は紡錘形 で 、履 歴 に よるエ ネルギー吸収 を期待で きる形状 を

示す。

軸力比0の 場合(図4.11(b))は 、下パ ネル斜材 、上パ ネル斜 材の順 に座屈 が発生

し、最大耐力 に達 した後 に復元力 の急激 な低 下 を示 す。正 負反転 後、別の 下パ ネル

斜材、主柱材 に順 次座屈 が発生 し、次サ イ クルで もう一方 の下パ ネル主柱材 が座屈

して崩壊 に到 る。荷 重反転後 もさ らに下パ ネル主柱材 の座 屈が新 たに発生 し、 さら

に復元力 は低下 した。

軸力比0.4の 場合(図4.11(c))は 、下パ ネルの斜材 、圧縮側主柱材2本 、 の座屈

が順次発 生 し、正 負反転後 、下パ ネル斜材 お よび全 ての主 柱材 の座屈が起 こ り、わ

ずかな耐 力上昇後 、最大耐力 に達 して崩壊 した。 以後 のサ イクル では主柱 材 の座屈

による曲げが さらに進展 して復 元力 は急激 に低下 した。

溶接接合 とボル ト接合 の接合形式 の違 い に よる影響 は、復元力 特性 に対 して、主

に座屈発生点以 下の弾性領域 における架構剛性 に現 れてい る。

4.3.3主 柱材 開角 を有 する架構(タ イプB、 構面平行方向載荷 実験)

主柱材 に開角(勾 配1!11.25)が あ るタイプB試 験体 の構 面平行方 向載荷 による結

果 を図4.12(a)～(d)に 示す。

図4.12(a)は 単調載荷実験の結 果で、主柱材 の軸力比が0、0.2、0.4の3通 りにつ

いて荷重 一変形 関係 を示す。本試験体 はいずれ もボル ト接合形式 であ り、 タイプA

と同様 に初期 の弾 性領域 でボル トすべ りに よる剛性 の低 下 が見 られ る。す べ りの発

生す る荷 重 は主柱 材導入 軸力が大 きいほ ど高 くな る傾 向 にあ るが 、 これは、鉛直荷

重の載荷 に より接 合部 を含 めて各 部材 に圧 縮 プ レス トレス が導入 された こ とによる

と考 えられる。すべ り終 了後3体 の試験体 は同 じ水平剛性 を示 している。

崩壊 に到 る過程 は 主柱材 軸力 の大 きさに よらず ほ ぼ共通 してお り、下 パ ネル斜材

の座屈 に続いて圧 縮側主 柱材 に座 屈が発生 し、最 大耐力 に達す る。最大荷 重後 の復

元力 の低 下 は急激 で、一気 に崩壊 に到 るのが特徴 である。
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7

タイプB試 験体 は前述 の タイプAと 比較 して下パネル主柱材 の細長比が大 き く、

斜材 と主柱材 の座 屈 がほ ぼ同時 に発生す る傾 向が あ り、最初 の個 材座屈発 生か ら最

大耐力 までの復元力 の差が比較的小 いこ とが この理 由であ る と考 え られる。

また、主柱 材の 降伏軸力比0.4程 度 の圧縮軸力 を作用 させ た場合 、主柱材 は座屈発

生後 に曲 げ変形が促 進 さ れ、架構 のその後 の耐力 上昇や変形性能 が相 当低 下す る傾

向が見 られ る。 これ は、 タイプBの 試験体 に限 らず全般 に共通す る特徴 である。

図4.12(b)～(d)に 繰 返 し載荷 による荷重 一変形 関係 を示す。初期弾 性域 での ボル ト

接合部 の すべ り、斜材 ・主柱材 の座屈発生 時期、 最大耐力後 の変 形性能、 主柱材 の

降伏軸力 比 、な ど に単調 載荷時 と同様 の傾 向がみ られる。特 に下 パ ネル主柱 材座屈

後の復元 力特性 の低下 は急激 で架 構 の履歴 吸収エ ネル ギー の低下 も著 しく、主柱 材

の降伏軸力比 が大 きい場合 には履歴 曲線 は復 元力 ・変形量 ともに低 下が著 しい。
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4.3.4対 角方向水平力 を受ける架構(タ イプB、 対 角方 向載荷 実験〉

前項 と同 じタイプB試 験体 に対角 方向の水平力 を載荷 した場合の荷 重 一変形関係

を図4.13(a)～(d)に 示す。

図4.13(a)は 単調載荷実験の結果で、鉛直荷重 による主柱 材の降伏 軸力比が0・2・0!1

の場合 の荷重 一変 形関係 を示す。個材 の座 屈発生 までの初 期 剛性 は構 面方 向載荷 時

とほぼ同 じであ り、水 平力3～6tonf程 度 の範 囲にボル トすべ りの影響 がみ られ る。

最初の座屈 は下パネル圧縮側主柱材 で発生 し、主柱材 の柱脚側1/3～114の 位 置 に

顕著 な曲げ変形が観察 され、柱脚 側 ピン支 持点 を 中心 に脚 部 が回転 す るの に伴 って

脚部 で主柱材 と接 合す る斜材が 曲げ座屈 に よる変 形 を生 じる。圧 縮 側主柱 材 の座屈

点が最大耐力点 とな り、その後復元力 は一気 に低 下す る。

主柱材座屈後、 中立軸位置の2本 の主柱 材が新 た に圧縮力 を負担 し、引張側主柱

材1本 と共 に抵抗す るように応力 の再配分が生 じる。 その後 、復元力 は大 きな変動

な く安定 して変形が進み、鉛直荷重 による主柱材 降伏軸力 比が大 きい場合 には5cm

程度 の変形 で崩壊す るが、鉛直荷重 を作用 させ ない場合 は2倍 以上 の変形 能力 を示

す。実験では載荷 装置のス トローク限界 まで に崩壊 に到 らなか った。

図4.13(b)～(d)に 繰返 し載荷 による荷重 一変形関係 を示 す。座屈発 生 までの繰返 し

による履 歴 曲線 は構面平行 載荷 と同様 の形 状 を示 してい るが、単 調載荷 と同様 に、

下パ ネル の圧縮 側 主柱材 の座屈 と これに伴 う斜材 の座屈 に よって復 元力 は一旦低下

し、その後 ほぼ一定の復元力 で安定 した変形 を示す。特 に、図413Φ)に 示す ように、

柱導入軸力が0の 場合 には載荷装置 の限界 まで比較 的安 定 した性 状 を示 した。

一方
、図4.13(c)、(d)に 示す鉛直荷重 を作用 させ た場合 は、繰返 しに伴 い圧縮側 主

柱材の 曲げ座屈 変 形が累積 されて復元力 は漸減 し、劣化 型 の復 元 力特性 を示す。特

に主柱材 の降伏 軸力比が0.4の 場合、4本 の主柱材 全 てが座屈 した時点(図 中の4LC

)か ら、水平力が ほぼ0に 近 い状態 で も鉛直荷 重のみ に よって主柱 材 の曲げ変形 が

進行 し、鉛直方向 に崩 れるように して崩壊 に到 った。図4.13(e)に 、 この試験体 の頂

部載荷点 におけ る水平変位 一鉛 直変位 関係 を示す。最終2サ イ クルで全 ての主柱 材

が座屈 した後 に鉛 直方向の変位 が急増 している ことが分 か る。
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タイプB試 験体 の上下パ ネル中間に水 平材 を付加 した タイプC試 験体 によ り、水

平材が架構 の履歴性状 に及ぼす影響 を調べ た。

送電鉄塔 な どの塔 状 トラス架構 に取 り付 け られ る水平材 は、設計 時 には主要 な構

造部材 と して扱 わ れず、塔体 断面 の形状 を維持 す るための補 剛材 と して扱 われ る。

したが っ て、風荷 重 な どの水平力 に対 す る構造 設計時 には応力負 担部材 と して扱 わ

ず 、その 断面 は斜材 と同等 あるい はそれ以 下であ る場合 が多 い。 しか し、現 実 には

トラス構 面内の応力 を一部分担す る ことになる。

図4.14(a)に 構 面平行 方向繰返 し水 平力 を載荷 した場合 の荷 重 一変形関係 を示す。

下パ ネル斜材の座屈 が先 行 し、そ の後、圧 縮側 主柱材 の座 屈 によ って最大 耐力 に達

し、著 しい復元力の低 下 をきたす。 同一条件 で水平材 の ないBBCOAO(図4.12(b))

と比較する と、履歴性状 は よ く似 ているが最大耐 力 は水 平材 の ない場合 の14 .01tonf

に対 して水平材 があ る場合 は16.09tonfと 高 くなる。

図4.14(b)に 対角 方向に繰 り返 し水 平力 を載荷 した場合 の荷 重 一変形 関係 を示す 。

図4.13(b)の 水 平材 が ない場合 と比較す る と両者 はほとん ど同 じ履歴 性状、破壊過程

を示 している。最 大耐力 は水 平材 のない場合が11.95tonfで あるの に対 して、13.328

tonfと 高 くなっている。
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五 十嵐 ら[19,20]は 、構面 内水平力 を受け る平面 トラス及び構面 に対 して45。 方向

に水平力 を受 け る立体 トラスにつ いて実験 を行 い 、水 平材 が最大 耐力及び 座屈後挙

動 に及ぼす影響 を調べ て た中で、斜材の座 屈後 に応力の再 配分が 行 われて 主柱材 が

座屈 す るまでは急 激 な耐 力 の低下 を きたさず、水 平材 が存 在 する こ とによ り最大耐

力が若干増加す る、 と報 告 してい る。本 実験 での比較 によれば水 平力の作 用 方向に

よらず、水平材 があ る方が最大耐力 は11%程 度 の増加 を示 している。 しか し、最大

耐力後の変 形性 能 を見 ると、2つ の試験結果 の間に顕著 な差異 は認め られ ない。 これ

は、斜材 座屈発 生 後、明 瞭な座屈 波形 を示 して応 力の再配分 が行 われ る以 前 に引 き

続い て主柱材座屈 が始 まった ことに よると考 え られる。

4.3.6部 材 細 長 比 の 異 な る架構(タ イ プA21・A27・A34、 繰 返 し載荷 実 験)

これ まで に、主柱 材 ・斜 材 の断面 が同一 で、接合 部の接 合形式 ・水 平材 の有無 な

どのデ ィテ ールの 違 い、水平力 の作用方向 ・鉛直 荷重 によ る主柱 材 軸力比 な どの荷

重条件 の違 い、 に焦点 を当てた実 験結果 について論 じた。 ここで は、前述 のタイプ

A(ボ ル ト接合 形式)試 験体 の主柱材お よび斜材 の断面 を変更 して両部材 の細長比 の

組み合わせ を変 えた3種 の試験体 について、荷重条件 を種 々変化 させ た繰返 し載荷

実験の結果 を示す。

4.3.6.1構 面 平 行方 向 に水 平 力 を受 け る場 合

図4.15～ 図4.17に3種 の試験体 に、鉛 直荷重が ない場合 、降伏軸力 比0.4の 鉛直

荷 重 を作用 させ た場合 の荷重 一変形関係 をそれぞれ示す。

タイプA27(図4.15)は 主柱材細長比 を小 さ くした試験体 で、斜材 の座屈 のみが

発生 し、主柱材 は座屈 していない。下パネ ルの載 荷面内の斜材が 全 て座屈 した時点

で復元力 は急激 に低 下 している。 タイプAと 比較す る と、両者 ともに斜材座屈 が先

行 し、主柱 材断面が大 きいに も関わ らず架構 の最大耐力 は上昇 していない。

タイプA34(図4.16)は 、斜 材細 長比 を小 さ くして相対 的 に主柱材座屈 耐力 を低

下 させ た試験体 で 、斜材 には座屈 が発生せ ず、主 柱材座屈 によって架構 の耐力が決

定 され る。特 に軸力比が大 きい場合 には繰返 しに伴 う劣化が著 しい。 タイプAと 比

較 して斜 材 ・主柱 材の座 屈順序 は逆転 して お り、斜材 の座屈 耐力 が上 昇 したこ とに

よ り架構 の最大耐力 も増加す る。
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タイプA21(図4.17)は 、限界細長比 をわずか に超 え る程度 まで斜材 の細長比 を

大 き くした試験体 で、 タイプAと 比較す れば耐力 は相 当小 さ くなる。他 の試験体 で

は最初 の部材座屈 後 も若干の復元力 の上昇が見 られ るのに対 し、 この タイプでは最

初 の斜材 座屈 が発 生 した 時点で直 ちに復 元力が低 下 し、個材の座屈 が架構 の崩壊

に結 びつ きやす い。

生3ゑ2対 角方 向に水平 力を受 ける場合

図4.18～ 図4.20に3種 の試験体 に、鉛直荷重が ない場合、降伏 軸力 比0.4の 鉛直

荷重 を作用 させ た場合 の荷 重 一変形関係 をそれぞれ示 す。

対角 方向 に水平力 を受 け る場合 に は、主柱 材耐力 が架構 全体 の復 元力特 性 に大 き

く寄与 する。 タイプA27(図4.18)、A34(図4.19)を 比較す る と、 タイプA27は

主柱材 断面 を割 り増 したためにタイプA34よ りも架構 の耐力 は上昇す る。 しか し、

最大耐力後 の変形性状 を比較す る と、 タイプA27で は斜材座屈 後 に復 元力 の低下が

見 られ るの に対 し、斜材断面 を割 り増 ま した タイプA34で は斜材 はほ とん ど座屈せ

ず、繰返 しに伴 う劣化 は少 ない。 これは斜 材細長 比が小 さいため に、主柱 材座屈 後

も斜材 が架構 の補 剛材 と して寄与 し、相 当 の応力 を負担 している ことによ ると考 え

られる。

タイプA34と 、斜材断面 を小 さ くした タイプA21(図4.20)を 比較 すれば、主柱

材断面 が同 じであ るに も関わ らず、主柱材座屈 に よ り決定 される最大体力 は低下 し、

さらに斜 材座屈が ほぼ同時 に発 生 して、復 元力 は相当 に小 さ くな る。 これ は、 タイ

プA34と は逆 に、斜材 に よる主柱材補剛効 果が小 さいことに よる と考 え られ る。
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4」.7荷 重条件 と変形性能

前項まで に、実験 に供 した各試験体の履歴性状の特徴 を記 したが、試験体結構形

式、荷重条件の組合せが変形性能 に大 きな影響を及ぼすことが明 らかであ る。その

特徴 は以下の点に要約できる。

(1)ボ ル ト接 合部 のすべ りに伴 って座屈 発生前の弾 性領域 に おける架構 の剛性 が低

下す る。繰 返 し荷 重 下 における復 元力特 性 は紡錘 形 の履 歴 に よるエネル ギー吸収

を期待 で きる形状 を示す。

すべ り発 生荷 重は接合部 プ レー ト間の摩擦力 に よ り決 ま るが、 せん断型 中ボル

トを使用 す る限 り締付 け時 に導入 されるボル ト軸力 は小 さ く、第3章 で詳述 した

とお り、 すべ り耐 力 は相 当小 さ くなる。 また、すべ りに伴 い、主 に斜材 に大 きな

軸方向変形 が生 じたの と同様の効 果が架 構の復 元力特性 に現れ るが、そ れに伴 う

架構 の変 形量 は、接合部 材 に顕著 な塑性 変形が生 じない限 り、ボ ル ト孔径 とボル

ト軸間の ク リアランスに よ り決定 される ものである。

(2)主 柱材 開角 の有無 は、実験 による1/11.25程 度 の開角で は基本 的 な変形性状 に影

響 を及ぼ さない。 しか し、 これ に伴 って部材 の細 長比が 変化 す る ことに よ り、架

構 が崩壊 に到 るまでの部 材の損傷 過程が 異 なるた めに、 耐力 ・変形性能 が変化す

る可能性 はあ る。

(3)水 平力 の作用方 向に関す る構二面平行方向、対角方 向の2つ の条件 で座屈 発生後

の変形性能 に大 きな差 異が見 られる。図4.21に 構面平行方向、図4.22に 対 角方 向

に、それ ぞれ水 平力 を作 用 させ た場合の荷重 一変 形 関係 を単調 載荷 と繰 返 し載荷

に分 けて重 ねてプ ロ ッ トした。な お、繰 返 し載荷 につ いて は正方 向載荷 時 の履歴

曲線 の包絡線で示 してい る。

構面 平行方 向 に作 用 す る場 合 は最 初の個 材座屈 発生後の復 元力低下が 著 しく、

その後の 変形性 能 はほ とん ど期待 で きない場合が 多 い。 逆 に、対 角方 向 に作用す

る場合 に は、圧縮 側主柱 材座屈 に より架構 の耐力 が決定 され る場合 が多 いが 、応

力の再 配分 が行 われ、 その後 、安定 した変形性 能を期待で きる場合があ る。

(4)鉛 直荷重 の レベ ル に より架構 の水 平 耐力は大 き く影響 を受け る。 実験範 囲 内で

は、特 に主柱材 降伏軸力比0.4程 度 の鉛 直荷重が作 用す る と、繰返 し水平力 を受 け

る場合 の復元力特性 は顕著 な劣化 型の性状 を示す場合が ある。

(5)主 柱材 、斜材 それぞれの細 長比の大 きさとその組合せ に より架構 の崩壊 に到 る

までの過程 は大 き く影響 を受け る。限界細長比 を超 える程度 の大 きな細長比の部
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材が存在す る場合 は、 この部材 の座屈後 の変形性能 はほ とん ど期待 で きない。 また、

比較 的細長比が小 さい場合で も、部材 の座屈発生順序が変 わる ことに よ り(3)、(4)の

条件 と関連 して耐力 お よび変形性 能が変化す る。

4.4鋼 管 トラ ス部 材 の座 屈 耐 力

トラス架構 の耐力 は部材 の座屈耐 力 に よ り決 ま り、実架 構の設計 にお い て も設計

応力 と座屈耐力 か ら部材 断面 が決 定 される。 ここで、 トラ スを構 成す る部 材 は両端
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ピン支持 の 中心圧 縮柱 と仮定 して座屈 耐力 を評価 す るのが 一般 的であ るが 、実架構

の接合形式 によっては必ず しもこの力学的仮定 が適切であ るとは限 らない。

例 えば、 溶接 によ る分岐 継手 を有 す る鋼 管 トラス部材 の座屈耐力 を調べ た黒羽 ・

小 川 ら[9】の研究 で は、斜材(ト ラスば りウエブ材)の 座屈長 さを評価 するには端部

に有 限 な拘束剛 性を考 えた両端バ ネ支持 の条件で算 出する方法 を提 案 している。

本研究 で取 り上 げている トラス架構 は、接合部がU字 プ レー トとガセ ッ トプ レー

トをせ ん 断型 ボル トで接 合す る形 式であ り、斜材 の端部拘 束 はプ レー トの 曲げ剛性

によ り決定 され る。 また 、主柱 材 はガセ ッ トプ レー トが取 り付 け られた部 分が剛域

とみ なされ る挙動 を示す ことが考 えられる。 これ らの理 由 によ り、圧縮力 を受 け る

部材 には付加 曲げ モーメ ン トが生 じ、中心圧縮柱 とみな した場合 には部材 の座屈耐

力 を適切 に評価 で きないこ とが考 えられる。

ここでは 、実験 か ら得 た データに基づ い て座屈部材 の応 力状態 を算定 し、座屈耐

力 との関係 について調べ る。

44.1冷 間成形鋼管材の応カーひずみ関係

実験 に用 いた鋼 管材 の応 カ ーひず み関係 を得 るため に素 材 の引張 お よび圧縮 実験

を行 った。引張試 験では 、斜材 につ いて は素管 を使用 し、主柱材 について は鋼 管か

ら切 り出 した試験 片 を使用 した。 また、圧 縮試験 には管径 の2倍 の長 さに切 り取 った

試験片 を使用 した。

冷間成形 による円形鋼管 材 は製造 工程 における加 工硬化 に より応 カ ーひずみ関係

には明瞭 な降伏点 が現 れず素材の 降伏耐力 が上昇 し、かな り大 きな残留応 力が存在

す る。 しか し溶融 亜鉛め っ き処 理 を施せ ば処理過 程 中に受 ける熱 履歴 の影響 で残 留

応力 が解放 される。文献[22]の 研 究 によれば、め っき前 の残留 ひずみは材 軸方向の 曲

げに よる ものが最 も大 き く降伏 点の30～60%に 達するが、め っ き処理後2/3程 度 に

低下 し、 短柱圧縮 試験 に よる変形 性状、応 力上昇率 な どは残留応 力 のない鋼 管 とし

ての取 り扱 いが可能 となることが報告 されている。

素材 実験 か ら得 た応カ ーひず み関係 は、 ひずみが約5%程 度 のひずみ硬化域 に入 る

前 までの領 域 を対 象 と し、 黒 皮の 鋼 管 につい ては主柱 材 をbi-linear型 、斜材 をtri-

linear型 、溶融亜鉛 めっ き処理材 につい ては完全弾塑性型のモデル にそれぞれ置換 し

た。素材実験 か ら得 た結果 を表4.4に 示す。 また、図4.23に は素材実験 お よびモデ

ル置換 した応カ ーひず み関係 の一例 を示 す。
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表4.4鋼 管素材実験結果

部材
表面

状態
応力

降 伏 点

(ton〃cm2)

降伏ひずみ

(%)

分枝勾 配

(t・n〃cm2)

引張強度

(1。n伽2)

φ60.5×2.3 黒皮
引張 3,721 0.1772 13,396 4♂420

圧縮 3,409 0.1623 59.92
一

φ27.2×2・3
〃

引張 2,200 0.1048 485.2 4,690

圧縮 2,100 0,100 420.0
一

φ76・3×2・8
め っき

引張 3,244 0.1535
一 3,755

圧縮 3,343 0.1592
一 一

φ60・5×2・3
〃

引張 3,905 0.1860 一 4,407

圧縮 4,171 0.1986
一 一

φ34.0×2.3
〃

引張 3,390 0.1614 一 3,984

圧縮 3543 0.1687
一 一

φ27・2×2・3
〃

引張 3,904 0.1859
一 4,181

圧縮 3,973 0.1892
一 一

φ21・7×2・0
〃

引張 3,162 0.1506 一 3,605

圧縮 3,199 0.1523
一 『

4
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(a)黒 皮 斜 材 引 張(φ272×2.3)(b)黒 皮 主 柱 材 圧 縮(φ6α5×2.3)

図4.23素 材 試 験 に よ る鋼 管 の 応 カ ー ひ ず み 関 係
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(c)め っ き斜 材 引 張(φ272×23)(d)め っ き 主 柱 材 圧 縮(φ60.5×2.3)

図4.23素 材 試 験 に よ る 鋼 管 の 応 カ ー ひ ず み 関 係

4.4.2座 屈 部 材 の 応 力 算 定

鋼管部材 の周長4分 割点 で測定 したひずみ値 か ら以下の手法 に よって部材 に作用

する軸力 、曲げモーメ ン トを算 出 した。

図4.24(a)に 示す ように鋼 管部材 の垂直断面で平面保持 を仮定 し、4点 のひずみを

それぞれ 亀、ら、ε3、ら、 曲げ変形 の主軸方向 とゲージ貼付位置の なす角度 を θo、

鋼管外半径 をRと す る と、

傷=ガ 〔暑≡幻(41)

であるから、中心ひずみ死、断面の回転角 κは、

・・=去(ε1+ε2+ε3+ε4)(4.2)

κ=旗{(ε1一 ε,)… 儒+(・ ・一 ら)・i・ θ・}(43)

で 求 め られ る。従 って 、 断面 内 の ひず み分 布 は 曲 げ 主軸 方 向 か らの 回 転角 θを用

いて、

ε(θ)=εo+κRsinθ(4.4)

で 表 され る。
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ど 　 　

R免 ト ε・

__1

ロ

R・ ・ 一一 †

1ε

3

(a)ひずみ計測値 とひず み分布(b)応 力度 一 ひずみ度 関係

∫σ 配

σ=,(㌦+房(ε0+κRsinθ 一・εy)

一.._一 一σ=E(ε0+κRsinθ)

σ=cσy+E6(ε0+κ'Rsinθ 一cεy)

(c)応 力 度 分 布

図4.24ひ ず み計 測 値 と応 力 度 ・ひず み度 分 布

素材 試験 か ら得 た応 カ ーひず み 関係 を図4.24(b)の 形 状 で表 す と、 断 面 内 の垂 直応

力度 は図4.24(c)に 示 す5つ の領 域 に分 け られ 、 そ れ ぞ れ以 下 の 分布 とな る。

引張 耐 力 域 σ=,σ.=coη ∫'.(4 .5a)

引 張 降 伏 域 σrσ ン+E1(ε 。+κRsinθ 一、ε
ン)(4.5b)

弾 性 域 σ=E(ε 。+κRsinθ)(4 .5c)

圧 縮 降 伏 域 σrσ
,+樗(εo+κRsinθ 、 ε,)(4.5d)

圧 縮 耐 力 域 σ=,σ、=coη ∫∫.(4・5e)

上記 の5つ の領 域 の境 界 は図4・24(c)に 曲 げ 主軸 か らの 回転 角 α
、、 α、、 β1、β、で

示 す位 置 で あ り、 そ れぞ れ ひず み計 測 値 か ら次 式 に よ り求 め られ る。

圧 縮 降 伏 点 α1=・in-1cε 羨 εo(46・)

一 一 一_

一 一 一 一

一 一 一 一
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引 張 降 館 α、=、 血一1・ε・一ε・
虚

圧 縮 耐 力 点 β1=sin-1cε 以一εo
駅

引 張 耐 力 点 β2=sin-1∫ ε舅一εo
虚

(4.6b)

(4.6c)

(4.6d)

鋼管断面 を式(4.6a)～(4bd)で 分割 される領域 に分 け、それぞ れの領域 で式(4.5a)

～(4 .5e)に示す分布 の応力度 を積分す ることに より軸力Nな らびに曲げモーメ ン ト〃

を求める ことが で きる。 ここで、鋼管の板 厚 は直径 に対 して比較 的小 さい ため、板

厚 方向に応力度 は一定であ ると仮定 し、次式 に より求め る 口6]。

N=2鴫 σ(θ)4θ
1

M=2択2錠 σ(θ)・血ω θ
1

た だ し、∫ は鋼 管厚 さ、領 域 の範 囲 は θ1≦θ≦θ2で あ る。

(4.7a)

(4.7b)

載荷実験 において顕 著 な 曲げ座屈 が生 じた部材 につ いて 、ひず み計測値 か ら前述

の計算 によって断面 に作 用 している軸力 と曲げモーメン トを算 出 した結果 を図425、

図426に 示す。1本 の部材 の材軸 に沿 って等間隔(主 柱材 で21㎝ 、斜 材で11㎝)

に5箇 所 の断面 を取 り、各断面 について計算 した軸力N、 曲げモーメ ン ト〃 をそれ

ぞれ降伏軸力1>,、 全塑性 モ ーメ ン トM,で 除 して無次元化 した値 で示 した ものであ

る。縦軸 は軸力(正 方向 に引張 、負方 向に圧縮)を 、横 軸 は曲げ モーメ ン トの絶対

値 を表 し、図 中に波線で表す包絡線 は式(4.8)の1軸 曲げ と軸力 を受 ける薄 肉鋼管 断

面の 〃覗 相 関曲線[23]を 示 す。

缶=畷 〕
(4.8)

図4.25に 繰返 し載荷 実験 による主柱材 について得 られた ル1・N相関関係 の一部 を示

す。 いず れ も下パ ネル に配置 され た もので、図の左 が柱脚 側 、右 が上下パ ネル中間

点側 の位 置であ る。載荷 初期 はほ ぼ線形弾性挙動 を示 して お り、 曲げモー メ ン ト成

分 は柱脚 に近い断面ほ ど大 き く、パ ネル中間部で はほぼ0に 近 い値 を示 してい る。

図中に▲ で示 す箇 所 では 、圧縮軸 力 の最大 点付 近 で軸力が増加せ ず、 曲げモー メ ン

トが急増 してお り、 この点を部材 の座屈発生点 とみ なす こ とにす る。
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上2段 は構 面平行 方向載荷 の結果 を示 してお り、座屈 発生時点 にお ける曲げモー

メン ト分布 はパ ネル中間部(図 の右)が0に 近 く、柱脚側(図 の左)に 最大曲げモー

メン トが生 じる。 曲げモーメ ン ト成分 は最大0 .5〃,程 度 で、圧縮軸力の最大値 は0.7

1V,～ α81V,程 度 に達 している。

下2段 は対 角 方向載荷 の最外縁 に位置す る主柱材 の結果 を示 してい る。座屈発生

位置 は構 面平行載 荷時 と同 じであ るが、座 屈後の挙動 を見 る と曲げモーメ ン ト成分

が急増 し、最終状態 では式(4.8)に 示す相 関曲線 に沿 ってほぼ全 塑性 モーメ ン トに達

す ることが分 かる。 また、 この状 態での曲 げモ ー メン ト分 布 を見 ると、両 端部 に曲

げモーメ ン トの最 大点が ある複 曲状態 にな ってお り、 この ときの 主柱材 の応力状態

は中心圧縮柱 よ りもむ しろbeam-columnに 近 い と考 えられる。

図426に は斜材 について同様 の 〃-N相 関関係 の一部 を示す。上2段 は構 面平行 方

向載荷 された試験体 の もので、比 較的明瞭 な座屈 発生点 を示 して いる。座屈発 生時

お よびそ の後 の曲 げモ ー メン ト分 布 は部材 中央 に最大 曲げモーメ ン トが発 生 し、両

端部 で0に 近 い、 中心圧縮柱 に近い応力状態 にあ ることが分か る。

一方、下2段 は対 角方向載荷 された試験体 で、初期 に座屈 した主柱材 と柱脚側 で

接合 され た部材 の 結果 を示 す。座 屈発生点 は前述 の部材 ほ ど明瞭 ではない が、圧縮

軸力の最大値 は0.3～ α41>ン程度 と低 く、座屈発生点前後の曲げモーメン ト成分 は相

当大 きな値 を示 してい る。 この原 因は、前 項で述 べ た とお り、 これ らの斜 材 が先行

して座屈 した主柱 材 の端 部 回転 に よって相 当の曲 げを受け ることに よると考 え られ

る。

部材 に曲 げモーメ ン トが 生 じるこ とによ り中心圧縮柱 とは異 なる応力状 態 にある

場合、 この部材の 座屈 耐 力の評価 に及ぼす 影響 は大 きい。部材 に生 じる曲げモーメ

ン ト分布 を主柱材 ・斜材 に分 けて図427、 図4.28に それぞれ示す。

図4.27の 主柱材 曲げモー メ ン ト分布 では、 図の左端(横 軸1)が 柱脚側、右端

(横軸5)が 上下パ ネル 中間側 を示 し、縦軸 は全塑性 モーメン トで無次元化 された

曲げモー メン トを示 す。 図 に取 り上 げた部 材 は全 て実験 で 明瞭 な座屈発生 が確認 さ

れた部材 であるが 、全 て柱 脚側 に大 きな曲 げモ ー メン トが 発生 してお り、 その レベ

ルは0.3〃P～0.5〃pで ある。一方 の右端 は 一〇.1〃P～+0.1〃Pで 単 曲率 ・複 曲率 の

いずれかである。

図4.28は 斜 材 の曲げモ ーメ ン トを示 してお り、いず れの部材 も中間部 に最大 とな

る単 曲率 曲げであ る。特 に、図4.26のM-N相 関 曲線 で見 た とお り、対角 方向載荷 の

場合 に主 柱材 と柱 脚部で接合 され る斜材 に は、図 の左端(主 柱 材 との接合 部側)に

おいて最大 とな り、右端で ほぼ0に 近 くな る分布形状 を示 しているのが特徴 であ る。
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44.3曲 げモー メン トの影響 を考慮 した座屈耐 力評価

実験 か ら得 た座屈 部材 の応 力状態 は必ず しも理想 的 な中心圧縮柱 とは異 な り、 曲

げモーメ ン トと軸力 を受 けるbeam-columnに よ り近 い状 態 となる場合 もあ る。 この

ような曲 げモー メ ン トは部材 の座 屈耐力 を低下 させ、架構 の耐力 評価の た めには こ

の影響 を考慮 した適切 な座屈耐力 評価が重 要であ る。 ここで は、 部材細長 比 を変 え

たタイプAシ リーズの実験結 果 に基 き、座屈 耐力 について考察 す る。

(1)既 往の座屈曲線 と実験値の比較

実験か ら材軸の交点 間距離 を座屈長 さに とった両端 ピン支持条件 に よる細長比 と、

部材 の座屈 時の圧 縮応力度 を求め 、既往 の座屈 曲線 との比 較 を行 った。 こ こで、座

屈 曲線 は限界細長比以下の部分 にはJohnsonに よる放物線(式4.9)、 以上 にはEuler

による弾性座屈 曲線(式4.10)を 用 い、降伏応力度及 び比例 限の応 力度 には材料試

験 による値 を用 い た。 なお、素材 の応カ ー ひずみ 関係 にお け る比例 限界 は材料 試験

の結果か ら降伏 点の0.95倍 と した。

触=ら 一@一嚇1

π2E
σσRニー7

ただ し、 λ は細 長 比 、 λρは 限界 細 長 比

σσRは 座屈 応 力 度(tonf/cm2) σyは 降伏 点、 σρは比例 限界

(4.9)

(4.10)

座屈 曲線 と実験値 を主柱材 、斜材 に分 けて図4.29に 示 す。

図4.29(a)に 示す主柱材 では2種 類 の断面 いずれ も非弾性 座屈 領域 にあ るが、実験

値は座屈 曲線 を下 回 り、中心圧縮柱 とした仮 定 は危 険側の評価 を与 える ことにな る。

図4.29(b)に 示す斜材 ではほぼ弾性座屈 領域 に入 ってお り、 この場合 はEuler式 によ

る評価 で安全側 となる。ただ し、φ34.0×2.3部 材 につ いて は最大軸力が極 めて低 い値

となっているが、 これは前項 の図4.26で 指摘 した ように座屈 で はな く、む しろ隣…接

す る主柱材 の座屈 による曲げに伴 って曲げ降伏 した こ とによる もの と考 え られ る。
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(2)曲 げ モ ー メ ン トの 影響 に つ い て

実験 か ら、座屈 した主柱 材 には軸 力 と同 時に曲げモ ーメ ン トが作 用 してお り、そ

の影 響 を考慮 しな けれ ば適切 な部 材 の座 屈耐 力 が評価 で きない。 そこで 主柱 材 を

beam-coluπmと して扱 うことによ り耐力評価 をするのが適 当 と考 え られ る。

WEChenら[24]が 指摘 す るように、いか なる荷重状態 にあるbeam-coh㎜ も対応

す る等価 な単純支 持柱 の一部 と考 える ことがで き、対象 な荷重条 件 の問題 に置 き換

えることが で きる。す なわち、図430(a)に 示 す 加am-colu㎜ACBが 、軸力P、 せ

ん断力9、 両端部 の曲げモ ーメ ン ト1晦 、 〃Bを 受 け・C点 で最大 曲げモーメ ン トが

生 じている とす る。C点 で断面の回転角が0と なるように回転 させ れば、図430(b)

に示す ように 〆=V廊 と 輪 、 輪 を受 ける等価 なbe㎝ 一colu㎜と考 え られる。

さらに図4.30(c)に 示す ように部材長 さを延長すれば、軸力 〆 のみ を受け る等価

な中心圧縮柱 ガC*ガ の一部 と考 えることが で きる。 ここで、外 力の釣合 か ら、

v="A-Mβ
4

∴ 〆=P・+〔 ル粂 一ル1β4)2 (4.11)

を得 る。

座屈 した部材 の座屈 時の軸力が、長 さ4*の 等価柱 のEuler座 屈 荷重 に等 しい と考

える ことに よ り、有効座屈 長 さ 乏,を求め ることが で きる。 また・ この値 を節点 間距

離 で除 した値 を有効座屈長 さ係 数4。μ とす る。
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表45に 得 られた有効座屈 長 さ、お よび有効座屈長 さ係数 を示 す。

主柱材 に関 しては、有効座屈長 さ係 数 に して1.2～2.0程 度 と全 てに1.0を 超 えて

お り、座屈耐力 に及ぼす 曲げモー メ ン トの 影響が 大 きい こ とが分 か る。部材 長 さの

最大2倍 程度 の座屈 長 さを考 え る必要が ある。

斜材 について見 れば、 曲げ降伏 した と考 え られ るφ34.0×2.3部材 は有効座屈長 さ係

数 にす る と1.7～1.96と 相当大 き くな り、中心圧縮柱 と して扱 うの は危 険側 の評価

となって いる。 しか し、 この試験体 で は、 先 に主柱材 に座 屈 が発 生 して架構 の最大

耐力 に達 した後 の座屈 で あ り、 この部材の 耐力評価 が危 険 側で あ った として も、架

構の耐力評価 上の問題 はない と考 え られる。

φ27.2×2.3断面の斜材 について見 る と、構面平行方 向載荷 した場合 には有効座屈 長

さ係 数 はほぼ1に 近 く、節 点間距離 を座屈 長 さに採 ることに よって座屈 耐力 を評価

で きる。一方、対角 方向載荷 の場合 には有効座屈長 さ係数 は1.1～1.2の 値 となって

お り、先 のφ34.0×2.3断 面の場合 と同様 に主柱材座屈 後 に座屈 してお り・ 曲げモ ーメ

ン トの影響 を考慮 しなけ れば適切 な耐力評価 はで きないが ・架構 の耐力評 価上 の問

題 はない と考 え られる。
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表4.5座 屈 部材の有効座屈 長 さ

翻 試験体 断面 座屈耐力

(ωn◎

有効座屈長 さ
4ε(㎝)

有効座屈長さ係数
4.μ

主柱材 A21BC4A45 φ60.5×23 15.76 153.00 1,275

A21BC4A45 〃 14.77 158.10 1,317

A21B㏄A45 〃 11.81 176.70 1,473

A21B㏄A45 〃 12.91 169.10 L409

A27B㏄A45 φ76.3×2.8 14.86 246.90 2,057

A27B㏄A45 〃 18.65 220.40 1,836

A27BC4A45 〃 18.73 219.90 1,833

A27BC4A45 〃 19.76 214.10 1,784

A34BCbAO φ60.5×2.3 12.61 171.00 1,425

A34B㏄AO 〃 12.77 170.00 L417

A34BC4AO 〃 13.93 162.70 L356

A34BC4Aoi〃 14.29 160.70 1,339

1脳B㏄A45i〃 12.51 171.70 1,431

lA34B㏄A45
1 〃

16.38 150.10 L251

A34BC4A45 〃 15.45 154.50 1,288

A34BC4A45 〃 15.92 15λ20 1,269

斜材 A34B㏄A45 φ34.0×2.3 2.91 143.40 1,689

A34BC4A45 〃 2.17 166.20 1,958

A27B㏄AO φ27.2×2。3 3.75 88.30 1,040

A27B㏄AO 〃 4.57 80.00 0,943

A27BCOA45 〃 3.21 95.40 1,125

A27BC4A45 〃 2.63 105.50 L243

A21BCgAO φ21。7×2.0 2.97 65.00 0,766

A21B㏄AoI〃 2.96 65.20 0,768

A21B㏄AoI〃 2.88 66.00 0,778

lA21BC4AO 〃 2.75 67.60 0,797

A21BC4AO 〃 2.82 66.80 0,788

A21BCOA451〃 2.54 70.30 0,829

lA21BC4A4引 〃 1.76 84.50 0,996

φ21.7×2.0断 面の斜材 では、構面平行方 向で0.76～0.8、 対角方 向で0.83～1.0と 、

いず れ も1を 下回 る。 これは、鋼管部材 の曲げ耐力 とU字 継手接合部 の曲げ耐力 を

比較 した ときに接 合部耐 力が部材 耐力 を上 回ってい ること によ り、有効座屈 長 さ係

数 は節点問距離 か ら接合部長 さを差 し引 いた鋼管部分 の長 さ(節 点 間距離の0.72)

に近い値 となっている。
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4.5結 論

塔状鋼構造物の代表的な架構形式である冷間成形鋼管 とU字 継手形式の中ボル ト

接合から成 るダブルワレン型の トラス骨組 を対象 とし、特 に塔状鋼構造物 に水平荷

重が作用 したときの変形性能に注 目して、部分架構 を用 いた静的載荷実験 を行い、

従来架構 の静力学 的特性 について調べた。その結 果、得 られた知見 は以下の通 りで

ある。

1.架 構の変形性能に及ぼす影響が大 きい構造 的条件 と して、以下の点が上 げ られる。

(1)水 平面 内にお ける水平力 の作 用方向

(2)主 柱材 の初期導入軸力 レベル

(3)主 柱材 、斜材 の細長比 の組合 せ

2.本 章で取 り上げた形式の トラス架構 に、部材の座屈 ・降伏後の非線形挙動 を考慮

に入れた終局強度 設計の考え方を適用す ることの可能性 を考える と、水平力が対角

方向に作用する場合 には部材細長比が限界細長比以下で非弾性座屈する場合 には一

定レベルの変形性 能を期待で きるが、構面平行方 向に作用する場合 には座屈後の復

元力は急激な劣化 を示す ため変形性能に期待できない。従 って、特 に構面平行方向

の水平力に対する変形性能を改善する必要がある。

3.接 合部 にお ける偏心が比較的少 ないU字 継手 に よる架構 で は、斜材 は両端 ピン

支持の 中心圧縮柱 と考 え て座屈耐 力 を評価 す る こ とがで き る。 また、接合 部 剛性 が

斜材の曲 げ剛性 よ りも大 きい場合 には、接 合部 を 除いた鋼 管部分 の長 さを座屈長 さ

に とれば㌧よいo

主柱材 に関 しては付加 曲げモー メン トが大 きいため、beam-columnと み な した耐力

評価 が必要であ り、中心圧縮柱 と して設計す る場合 には座屈 長 さを部材 長の最大2.0

倍程度 にとる必要が ある。
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第5章

塔状鋼管 トラス架構の変形性能向上への試み

5.1序 論

5.1.1研 究 目 的

前章では、塔状鋼構造物の代表的な架構 形式のひとつとして冷間成形鋼管か ら成

るダブルワレン型の トラス骨組 を対象 に取 り上げ、主に水平荷重が作用 したときの

変形性能 に着目 した載荷実験 を行ったが、その結果、水平力が対角 方向に作用する

場合には部材細長比が限界細長比以下で非弾性座屈する場合 には一定 レベルの変形

性能を期待できる。一方、構面平行方向に水 平力が作用する場合には、部材細長比

の組合せ による崩壊過程の違いはある ものの、基本 的に座屈後の復 元力は急激な劣

化 を示すため変形性能に期待で きないことを指摘 した。

前章序論で も述べ たように、社会基盤施設としての重要性が高い塔状鋼構造物が、

許容応力度設計 の設計荷重を超 える荷重を受 けた場合 に倒壊 などの重大な被害を低

減するためには、一般 的建築構造物に適用 される終局強度設計の考 え方を取 り入れ

ることの可能性 を検討することが重要であると考 え られる。 しか し、この形式の ト

ラス架構 に、部材の座屈 ・降伏後の非線形挙動 を考慮に入れ た終局 強度設計の考え

方を適用 することの可能性 を考 えると、部材 の座屈耐力が架構の最大耐力 とな り、

その後の変形性能 に期待できないことから、 その可能性はか なり低 いと考 えねばな

らない。
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この よう に変形性 能が低 い レベ ル にあ るの は、座 屈 によ る部材 の破壊 後 の挙動 が

不安定で あ るこ とに よる もので あ り、 一般建 築物の ラーメ ン架構 を構 成す る部材 が

曲げ降伏 後 にも比較的 安定 した非線形挙動 を示 すの と根本 的 に異 な る点で ある。 そ

こで、従 来の トラス架構 が持 つ 、軽量 かつ剛性 が高 いとい う特徴 をで きる限 り損 な

わず、曲 げ降伏 す る部材 を追加 して非線形挙 動 を安 定 した もの にす る と同 時 に、圧

縮部材 の座屈発 生 を遅 らせ るよ う、結 構 方法 に工夫 す ること によって架構 の変形性

能 を向上 させる ことが可能である と考 えられ る。

本章では、曲げ降伏部材 を追加 した新 しい トラス架構形式 を2種 類考 案 し、前章

と同規模 の試験 体 を用 いて静 的載荷 実験 を行 い、従 来架構 との比較 ・検 討 す るこ と

によって変形性 能向上の効 果 を調べ た。

5.1.2既 往 の 研 究

トラス架構 の変形性能を向上 させ ることを目的 とす る研究 と してLC.Sc㎞idtら 【1]

は2層 立体 トラス を対象 に、軸方向 に完全弾塑性型 の安定 した荷重 一変形関係 が得

られる応力制限機構(ForceLimitingDevices)を トラス圧縮部材 の端部 に組み込 む こ

とに より、終局 状態 における架構 の荷 重 一変 形 関係 を安定 させ 、 トラスの崩壊性状

を向上 させ ることがで きることを数値解析 的に示 してい る。

脇山 ・今井[2,3]ら は、 この応力制 限機構 を具体化 し、部材 レベルでの載荷 実験 を

行 っている。 ここで提 案 されている機構 は、2層 立体 トラスの球 形 ノー ド部 と圧縮部

材 の接合 部に面外 塑性 変形 させ るス タブ コー ンを取 り付 け た もので 、最危 険部材 が

座屈 する前に降伏 させ るこ とに よって危険圧 縮部材 に作用 す る応 力 を制限 し、隣接

部材へ応力再配分 する ことによ って架 構 のエ ネルギ ー吸 収能 力 を高 め、隣接 部材 の

破壊 を防 ぐことを目的 としている。 また、文献[3]で は、応 力制限機構 にのみ変形が

集 中する ことを防 ぐた めに変形 制限機構 を合 わせ て 導入 した部材 に よる実 験 も行 っ

てい る。 これ らの実験 か ら、制 限機構 を持 た ない部 材 と比較 してエ ネル ギ ー吸収能

力 に相当の向上が見 られた、 としてい る。

また、多 田 ・今井[4]ら は、応力制 限機構 を組 み込 んだ2層 立体 トラス の復 元力特

性 を、初期不整 を考慮 して数値 解析 的 に調べ 、不整 に関 わ らず安定 した載 荷能力 を

有す ると結論づけている。

一般建築物 に用 い られ る ブ レース付鉄骨 ラーメ ン架構 の圧縮 ブ レース部 材 の座屈

に対 する変形性 能 の向 上 と、損 傷 した部材 の交換 を容易 にす る ため の方 法 と して
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DisposableKneeBracingと 呼ぶ 曲げ部材 をブ レース端部 に組 み込 む ことを提 案 してい

る。一般的 なブ レース付 門型架構、K型 ブ レース付 架構 、shearlinkを 有す るブ レー

ス付 架構 な どに適用 した場合 の復 元力 特性 を数値解 析 的 に求 めた結 果、主 架構 に大

きな損傷 を生 じさせず に変形性 能 を相 当 に向上 させ ることが 可能で ある、 と結論 づ

けてい る。

本章で提 案す る トラス架構形式 は、 これ らの研究 と同様 に、曲げ 降伏先 行部材 を

圧縮部材端部 に組 み込む方法 を用 いている。

5.2実 験 概 要

ダブルワ レン形式の塔状鋼管 トラス架構 に曲げ降伏先行部材を組み込んだ新形式

の トラス架構 を2種 類考案 し、変形性能などの静力学的性能を実験的に調べた。実

験では前章のタイプA試 験体(ボ ル ト接合 タイプ)に 曲げ降伏先行部材 を取 り付け

た形状の試験体 を製作 し、前章 と同様の条件で載荷実験を行 った。

5.2.1試 験 体

試験体 は1パ ネルの高 さ及 び主柱材材軸 間距離 がいず れ も1200mmで 、上下2パ

ネルか ら構成 され るダブルワ レン形式 の塔状 トラス架構 を基本 とす る。 この従来 の

トラス架構 と比較 す るために、部材断面、架構 寸法は第4章 で示 したタイプA試 験

体 と同一であ る。 トラス架構 に組み込 んだ曲げ降伏先行部材 は、鋼管 に よるKnee

Brace部 材 に よる もの と、片持 ば り形式 の曲げプ レー トによる ものの2種 類 あ り、そ

れぞれ タイプD、 タイプEと 呼ぶ。

全 ての試験体 には溶融亜鉛 めっ き処 理 を行 ってお り、接合部 はU字 プ レー トとガ

セ ッ トプ レー トの組 み合 わせ に よるM12中 ボル トの2面 せ ん断型接合 である。

(1)タ イ プD試 験 体(Kn㏄Brace形 式)

試 験体 は図5.1に 示 す形 状 ・寸 法 で あ る。 タイ プAと 同 じ主柱 材 ・斜 材 の 組合 せ

に鋼 管 のKneeBrace部 材 を取 付 け た もの で 、 そ の 断面 は φ605×2.3(タ イ プDl)、

φ34.0×2.3(タ イ プD2)の2種 類 を製作 した。 また ・ パ ネ ル 中 間部 にKneeBraceを

取 付 る ため に φ27.2×2.3鋼 管 の水 平 材 も取 り付 け てい る・KneeBrace部 材 お よび水
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平 材 はそ れ ぞ れ 主柱 材 とガ セ ッ トプ レ ー トを介 して ボ ル ト接 合 す る こ とを想 定 して

い るが 、 試 験体 寸 法 の制 限 か ら接 合 部 が 過大 と なる た め、KneeBra㏄ お よび水 平 材

の両 端 部 は溶 接接 合 に よる鋼 管 分 岐 継 手 と して い る。

主柱 材 の柱 頭 ・柱 脚 部 の水 平 材 は、斜 材 ・KneeBraceが 一方 向か らの み取 り付 け ら

れ る ため に、 パ ネル 中 間部 の水 平 材 よ り も曲 げ耐 力 を大 き く し、 主 柱 材 と 同断 面 の

鋼 管 を用 い て い る。

タイ プA試 験体 は斜 材 座 屈 が 主柱 材 座 屈 に先行 す るプ ロポ ー シ ョンで あ り、斜 材

座屈 に先 行 して 曲 げ降伏 す る よ うにKneeBrace部 材 の 断面 を決 定 した。

斜 材 を両 端 ピ ン支持 の 中心 圧 縮 柱 とみ な し、鋼構 造 設計 基 準 に従 って安 全 率 を1.0

と した場 合 の 許 容 圧 縮応 力 は1V=3.651tonfで あ る。従 っ て、KneeBra㏄ 部 材 に生 じ

る最 大 曲 げモ ー メ ン トは、

単 純 ば り 〃=34.42ton・cm

両 端 固 定 ば りM=22.95ton・cm

で あ る。 一 方 、KneeBrace部 材 の 曲 げ に よる降伏 モ ー メ ン トは、素 材 引 張 試 験 に

よる 降伏 点 を用 い て計算 す る と、

φ60.5×2.3(タ イ プD1)My=22.82ton・ ㎝

φ34.0×2.3(タ イ プD2)1吻=7.31ton・cm

で あ る。 従 っ て、圧 縮 斜 材 座 屈 とKneeBrace部 材 曲げ の耐 力 比 は、

φ60.5×2.3(タ イ プD1)1:0.663(ピ ン支 持)1:0.994(両 端 固定 支 持)

φ34.0×2.3(タ イ プD2)1:0.212(ピ ン支 持)1:0.319(両 端 固定 支 持)

とな り、 い ず れの タイ プ に お いて もKneeBrace部 材 の 曲 げ降伏 が先 行 す る設 計 と

な っ て い る。

(2)タ イプE試 験体(片 持 ば り形式)

試験体 は図5.2に 示す ように、 タイプAと 同 じ主柱材 ・斜材 の組合せ の トラス架

構の主柱材 に、幅100mm、 板厚9mmの 曲げプ レー トと板厚6mmの せ ん断 プ レー ト

か らな る片持 ば り形式 の部材 を溶接接合 に より取 り付 けた もので ある。

KneeBrace形 式 では鋼材量 お よび接合部 の加工量 が従来架構 と比較 して2～3割

増加 するの に対 し、本 形式 によれば従 来架構 と大差 ない点が 特徴 で あ る。 しか し、

片持 ば り部材の影響 によ り斜材 両端 の材軸交点 と主柱材材軸 は1点 で交 わ らず 、両

者間の応 力伝 達 は曲げモーメ ン トが主 となる ため、 主柱材 の 曲げモ ーメ ン トに対す

る負担が大 き くなることが避 け られない。



184第5章 塔状鋼管 トラス架構の変形性能向上への試み

表5.1塔 状 トラス塔体部試験体一覧

No. 試験体名 主柱材 斜材 曲げ降伏部材 載荷方法 水平荷重

1 DlCO φ605×2.3 φ27.2×2.3 ㎞eebraceφ60.5×2.3 繰返 構面平行

2 D2MO φ60.5×2.3 φ27.2×2.3 ㎞eebraceφ30.4×2.3 単調 構面平行

3 D2CO φ60.5×2.3 φ27.2×2.3 〃 繰返 構面平行

4 D2M45 φ60.5×2.3 φ27.2×2.3
〃 単調 対角方向

5 D2C45 φ60.5×2.3 φ27.2×2.3 〃 繰返 対角方向

6 EMO φ60.5×2.3 φ27.2×2.3 bendingPlategmm 単調 構面平行

7 ECO φ60.5×2.3 φ27.2×2.3
〃 繰返 構面平行

8 EM45 φ60.5×Z3 φ27.2×2.3 〃 単調 対角方向

9 EC45 φ60.5×2.3 φ27.2×2.3
〃 繰返 対角方向

片 持 ば り部 材 は、 斜 材 軸 力 に よ り曲 げ プ レー トに 面外 曲 げ が 生 じ、 斜 材 座屈 よ り

も曲 げ プ レー トの 曲 げ降伏 が 先 行 す る よ うに設 計 した。

斜 材座 屈 時 の 軸力 は1>=1.886tonfで あ り、 この と きにせ ん断 プ レー トが 負 担 す る

せ ん断 力 はC=3.018tonfと な る。 した が って 、 曲げ プ レー トに生 じる面外 の 曲 げモ ー

メ ン トは プ レー ト1枚 あ た り1晩=6.035tonf・cmと な る。

一 方
、 曲 げ プ レー トの公 称 曲 げ降伏 モ ー メ ン トは 〃y=3.240tonf・cmで あ り、 両者

の 曲 げ耐 力 比 は、1:0.537で あ る。

実験 した試験 体 は表5.1に 一覧 で示 す よ う に、 タ イ プDが5体 、 タ イ プEが4体

の 合 計9体 で あ る。 試 験体 名称 は3種 のパ ラメ ー タ を示 す記 号 か ら な り、先 頭1～2

文 字 に架構 形 式 を示 すD1、D2、E、 次 に載 荷 方 法 を示 すM(単 調 載 荷)、C(繰 返

し載荷)、 末 尾 に水 平 荷 重 の作 用 方 向 の角 度 を示 す0(構 面 平 行 方 向)、45(対 角 方

向)を 付 す。

5.2.2載 荷 ・計 測 方 法

実験は、提案形式 による塔状 トラス架構 の塔体部 に水平力が作用する状態 を想定

して行 うもので、第4章 の図4 .6に示す載荷装置を用いて構面平行方向および対角方

向に単調載荷 ・正負漸増繰返 し載荷 した。いずれも水平荷重のみで鉛直荷重は載荷

していない。実験 中の計測項 目および計測方法 も第4章 に同 じである。
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5.3提 案 トラス架構の変形性能

以下に、実験から得 られた水平載荷荷重 一頂部水平変位関係を示すとともに、各

試験体の崩壊過程、復元力特性に関する特徴 について説明する。図中には、

斜材座屈

主柱材座屈

KneeBrace曲 げ降伏

片持 ば り曲げ降伏

上 パ ネル:UB、 下 パ ネ ル:LB

上 パ ネル:UC、 下パ ネ ル:LC

上 パ ネル:UK、 下 パ ネ ル:LK

PL

の符号 を付 けて座 屈 お よび降伏 の 発生点 を示 す。 これ らは部材周 囲に貼付 したひ

ずみゲージに よるひずみ量 の変化 と試験体 の 目視観察 に より決定 した ものであ る。

5.3.1KneeBrace形 式(タ イ プD)

図5.3～ 図5.5に 実験か ら得 たKneeBrace形 式試験体 の頂部水平方 向の荷重 一変形

関係 を示す。

タイプD1を 構面平行方向 に繰 返 し載荷 した結果(図5.3)で は、下パ ネルのKnee

Brace曲 げ降伏 に続 いて水 平材 の 曲げ降伏 が発生 し、 さらに上パ ネルのKneeBraceが

曲げ降伏 した。 その後 、主柱材 、斜材 の順 に主要部材 に座屈 が発生 して最大荷重 に

達 した。全般 的に復元力特性 は安 定 しているが、KneeBrace部 材 の曲げ耐力 と圧縮

部材 の座屈耐力が近 いため、 曲げ降伏 したKneeBrace部 材 が十分 な塑性 変形能力 を

発揮 す る前 に圧縮部材の座屈 が発生 している。

タイプD2試 験体 は、KneeBrace部 材断面 をタイプD1の φ60.5×2.3か ら φ34.0×

2.3ま で縮小 し、圧縮部材 の座屈 発生前 に充分 な塑性変形が得 られる ことを意 図 した

ものである。図5.4に 示 す構面平行方 向載荷 実験の結果では、 タイプD1と 比較 して

低 い荷重 でKneeBrace部 材 の曲げ降伏が発生 してい るが、主柱材 ・斜材 の座屈発生

荷重 はほぼ同 じレベルである。従 って、KneeBrace部 材 の曲げ降伏後 も復 元力 は上

昇 し、KneeBrace部 材 の塑性変形 に よるエ ネル ギー吸収 能力 は相 当に向上 してい る。

特 に、図54(b)に 示す繰返 し載荷の場合で は安定 した紡錘型 の履歴特 性を示 して

いる。 なお、繰返 し載荷 の最終サ イクル で耐力が低 下 してい るの は、図中10の 位置

で上パ ネ ル主柱 材が座屈 す るの に伴 っ て曲げ変形 した水平材 が破 断 した こ とに よる

ものであ る。

図5.5に は、 タイプD2試 験体 に対 角方向水 平力 を作用 させ た実験結果 を示す。
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この場合 もKneeBrace部 材 の 曲げ降伏 が先行 し、その後 、圧縮側 主柱材の 曲げ座

屈が発生す る。単調載荷、繰返 し載荷 いずれ も図中の4の 位 置でそれぞれ圧縮側 主

柱材が座屈 し、4本 の主柱材 の間で応力 の再配分が行 われて架構 の水平剛性 は低 下 し

始めるが、復 元力 は低下せず に安定 した履歴 曲線 を描 いてい る。 その後、図i5(a)の

8、 図5.5(b)の10の 位置でそ れぞれ引張側 主柱材 が降伏 して最大耐力 に達 し、引 き続

き主柱材 ・斜材 の座屈 が発生す るこ とに よ り復 元力 が低下 している。繰返 し載荷の

最終2サ イクルで復元力が漸次低 下 しているの は、最外縁 主柱材 の座屈 が進 展 し、

載荷能力が低 下 した ことに よる ものであ る。

従来の トラス架構 では、 主要 な部 材 の座 屈発生後 に復 元 力が急激 に低 下す る場合

が多 いの に対 して、本 架構で は安定 した復 元力特性 を示 して いる。 特 に、構面平行

方向の水 平力 に対す る変形性能 の向上 は著 し く、一般 的な鋼 構 造 ラーメ ン架構 に近

い性状 を示 して い る。 また、対 角 方向 の水 平力 に対 しては圧縮 主柱 材 の座 屈後挙動

と応力再配分が復 元力特性 に大 きな影響 を及 ぼすが、KneeBrace部 材 が主柱材 の補

剛材 とな って座 屈耐力 を向上 させ ると ともに、座屈 後 の急激 な載荷 能力 の低下 を防

止す る効果 を示 している。

5.32片 持 ば り形 式(タ イ プE)

図5.6～ 図5.7に 実験 か ら得 た片持 ば り形式試験体 の頂部水 平方向の荷重 一変形 関

係 を示す。

構面平行 方向 に載荷 した結果(図5.6)で は、パネル中間部の片持 ば り部材 の曲げ

プレー トに順次 曲げ降伏が発 生 し、 さらに復 元力 が上昇 した後 に主柱材 が座屈す る。

4本 の主柱材 に座屈 が発生 した後 に最大耐力 に達 してお り、単調載荷(図5.6(a)〉 で

はその後の斜材座屈 に よって復 元力 が漸減 し、繰返 し載荷(図5.6(b))で は斜材 に座

屈 は発 生せず 、主柱 材の座屈後 の載荷能力の低 下 に伴 って復 元力が低下 してい る。

対角方 向に載荷 した結果(図5.7)で は、圧縮側 主柱材座屈 が先行 し、その後片持

ば り部材 の曲げ プ レー トに曲げ 降伏 が発生 してい る。単調載 荷 、繰 返 し載荷 いずれ

も曲げプ レー ト降伏 が順次発生 して最 大耐力 に達 し、繰返 し載荷 で は繰返 しに伴 っ

て主柱 材 の 曲げ座屈 に よる変形 が累積 し、漸 次復 元力 は低下 した。 なお、斜材 には

座屈 ・引張降伏 は認 め られなか った。

タイプE試 験体 も従来 の トラス架構 と比較 すれば、曲げ降伏部材が降伏 してか ら

最大耐力 に達す るまでの間の復 元力特性 は安定 してお り、良好 な変形性能 を有す る
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ことが明 らかである。

タイプD試 験体 と比較 すれば、片持 ば り部材 の長 さ分 だけ主柱 材 ・斜材接合部 で

材軸 に偏 心が生 じるこ とに よ り、主柱 材 に曲 げモー メ ン トが付 加 さ れる こ と、 タイ

プDのKneeBraceに よる主柱材補 剛効 果がない こと、 な どの理 由で架構 の最大耐力

は相当低下 している。
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5.3β 従来 トラス形式 との比較

ダブル ワ レン形式 の トラス架構 の変形性 能 を向上 させ る ための方法 として、曲げ

降伏先行部材 を追加 し、主要 な圧縮部 材の座屈 を遅 らせ た架構 を提 案 したが 、前章

で詳述 した従 来型 トラス架構 と本 章で提案 した架構 の変形性能 を比較 してみ よう。

表52は 、第4章 、第5章 で扱 った各試験体 の耐力 ・変形量 を一覧 に して示 した も

のである。表 中の最大耐力1血 は載荷水平荷 重の最大値 を示 し、最大変位D㎜.は 、

仮 に最大耐力 の80%を 保 持で きる範 囲を最大変位量 と した ときの頂部水平変位 の値

である。 また、降伏荷重%、 降伏変位Doは 各試験体 で最初 に圧縮部材 の座屈 、曲

げ部材の 降伏 な どの部材 損傷 が認 め られた時 点での水平荷重 と水平 変位 を示 してお

り、 これ らの値 と各最大値 との比率1徳 μも、D㎜/Doも 示す。

図5.8に は、各 々剛性 ・耐力の異 なる試験体 の変形性能 を比較す るため に、第4章

に示 した従来型架構実験か ら得 た荷 重一変形 関係 を表5.2のDo、%の 値 で除 した無

次元化荷重 一変形 関係 を示 した。

また、エ ネルギー吸収能 力 の観 点 か ら架 構の変形 能力 を評価 する ために、荷 重 一

変形 関係 が囲 む面積 盈 の弾性変形部 分の面積E。 に対す る比 と して定義す る塑性 変形

倍率 μニE4E。 を求めた結果 も表52に 示 す。

図5.8(a)、(b)の 構面平行方 向載荷 による結果で は、第4章 で指摘 した とお りいず

れ も架構 の降伏後 に急激 な復元力の低下 をきた しているのが 明 らかであ る。表5.2の

塑性 変形倍率 μ について見 れば、ボル ト接合 タイプの従 来型 トラス架構 では1.16～

3.43の 範 囲 にあ る。 また、図5.8(c)、(d)の 対角方 向載荷 による結果で は、降伏後 に復

元力 が低下す る ものの、D/.Oo>3.0程 度 までは0.61も ～1・01も程度の一定 の復元力 を

保 持 してお り、塑性変形倍率 μは1.14～8.02の 範 囲にあ る。

一方、提 案す る新型 架構 について同様 の無次元化荷重 一変形 関係 を図5.9に 示す。

同図 には比較 のため に従来型 トラス架構の結 果 も一部重 ねて示す。

図5.9(a)に 示す タイプD(KneeBraceタ イプ)で は、DIDoが3～5ま で降伏 点 を

上 回る復元力 を保持 してお り、塑性変形倍率 μ は6.19～16.41の 高 い値 を示 してい

る。図5.9(b)に 示 す タイプEで は、 タイプDよ りも若干劣 る ものの・DIDoが2・5ま

で降伏点 を上 回る復元力 を保持 してお り、塑性変形倍率 μ は4.86～13.91の 値 を示

している。

これ らの結 果か ら曲げ降伏部材 の 断面 を適切 に とれば、水 平荷 重 の作用 方 向 によ

らず試験体 架構 の塑性変形倍率 は、 タイプDで10以 上、 タイプEで5以 上 を確保 で

きてお り、適 当 な曲げ降伏先行 部材 を取付 る手法が トラス架構 の変 形性 能 を向上 さ
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せ る上で 有効 な手段で あるこ とが明 らかであ る。 また、 この ような架構 で あ れば・

許容応力 度設計 と終局 強度 設計 を併用 す る現 行 の建 築物の構 造設計 手 法 を採 り入 れ

ることも可能である と考 えられ る。

表5.2試 験体 の耐力 、変形量

試験体 最 大 耐 力

Pmax(tonf)

最 大変 位

Dmax(cm)

降伏 荷 重

Po(tonf)

降伏変位

Do(cm)

Pmax/Po Dmax!Do 塑 性 変 形 倍 率

μ3励藍ノIEo

AWMOAO 12.26 6.79 11.73 4.77 1,045 1,423 2,037

AWCOAO 12.40 3.14 10.91 2.67 1,137 1,176 3,864

AWM4AO 9.46 3.25 6.95 1.90 L361 1,711 3,089

AWC4AO 9.90 2.50 6.91 1.41 1,433 1,773 2,214

ABMOAO 13.08 4.71 12.36 4.26 1,058 1,104 1,155

ABCOAO 11.18 3.43 8.92 3.42 1,253 1,001 3,100

ABM4AO 9.26 2.50 7.22 2.40 L283 1,042 3,430

ABC4AO 9.75 3.70 7.72 2.32 1,263 1597 2,052

BBMOAO 14.27 4.56 1351 4.25 1,056 1,074 1,490

BBCOAO 14.01 4.50 1L87 3.01 L180 1,497 2,053

BBM4AO 10.71 3.40 10.16 3.00 LO54 1,133 1,396

BBC4AO 10.88 2.80 9.51 250 1,144 1,120 1,602

BBM2AO 14.60 4.28 13.18 3.59 1,108 1,192 1,404

BBC2AO 12.49 3.81 11.76 3.51 1,062 1,085 1,227

A27BCOAO 11.11 4.00 10.41 3.69 LO68 1,084 2,140

A34BCOAO 13.07 5.60 12.75 4.30 1,025 1,303 1,676

A21BCOAO 6.46 2.90 6.46 2.51 1,000 1,155 1,326

A27BC4AO 10.48 5.Ol 10.29 3.81 1,018 1,314 1,821

A34BC4AO 11.Ol 3.90 10.98 3.60 1,002 1,082 1,309

A21BC4AO 6.54 3.30 6.52 2.50 1,004 1,323 1,738

BBCOA45 1L94 3.92 ll.64 3.14 1,026 1,248 4,107

BBM4A45 7.32 5.39 6.17 1.61 1,186 3,351 7,041

BBC4A45 7.41 453 6.95 1.70 1,066 2,662 4,248

BBM2A45 10.33 2.70 10.00 2.50 LO33 1,080 8,023

BBC2A45 9.79 5.01 9.79 2.61 LOOO 1,918 3,005

A27BCOA45 13.07 6.00 13.02 4.30 1,004 1,394 2,491

A34BCOA45 11.89 7.00 11.84 4.10 1,005 1,708 2,305

A21BCOA45 8.70 3.50 4.63 2.64 L880 L325 1,140

A27BC4A45 9.26 4.00 9.12 250 1,015 L599 2,341

A34BC4A45 8.02 5.00 7.13 1.70 1,125 2,946 5,152

A21BC4A45 7.80 3.Ol 6.26 2.07 1,246 L454 2,971

DICO 12.75 15.00 8.19 4.30 1,557 3,488 8,126

D2MO 12.05 10.00 4.53 1.40 2,661 7,138 6,192

D2CO 11.93 8.00 5.03 1.70 2,371 4,714 15,628

D2M45 13.31 14.85 7.60 2.75 1,751 5,394 14,456

D2C45 13.52 9.Ol 5.72 2.00 2,363 4502 16,408

EMO 7.71 10.31 4.63 2.64 1,667 3,899 13,906

ECO 8.46 9.00 4.86 3.80 1,739 2,370 4,858

EM45 7.71 15.00 6.21 3.33 1,242 4,511 9547

EC45 7.70 9.02 6.00 2.83 1,283 3,187 6,889



191

O
匹

、
匹

O
匹

、
住

1

0

012

　 ノ　　

(a)構面平行方向単調載荷

1

3

'、 、

,噛'
,・'、,響'

～ ㌃,一 ノ'響1

1.'へ
一一

z～
亀

7 、

㌔

;

'

一BBM2A45
,需,,曾 遭 曹 BBM4A45

} CB～10A45
聰"

O
匹

、
」

O
巳

、
匹

1

0

012

DlDo

(b)構面平行方向繰返 し載荷

1

A210AO
一一… 。-A214AO

A270AO
一_一.一_A274AO

■ A340AO
、 し 一一..一 一一A344AO

'
「

'

'

・;

■

BBCOAO

__一_-BBC2AO
、 冒 ρ

'

' ■ 一一 ・…B8C4AO
4

層
, 「 、

' Il、
'

' :・ も、1

ル

〃
ノ
貞

、 ヤ 曹-噛 噛

:・,・
、 、 艦 噛 層甲塵 一
、`
噛

' 、9聰t

、

、
、

00

012345012

D/DoDlDo

(c)対 角方 向単調載荷(d)対 角 方向繰返 し載荷

図5.8従 来型 トラス架構 の無次元化荷 重一変形関係

3

2

1

O
窪

、
匹

0

01234

D!Do

(a)タ イ プD(KneeBra㏄ 型)

図5,9

5

2

O
匙

、
江

3

'

'

'冤'、 ヒ ご 」
、 "訟

/酒
「-9一 畢 亀一
亀 凸

覧

."層 一 し ぜ!『 覧
層 ■

'露

'
覧 覧

r璽 昂 昏り 一
■

蔓、'

∠'、
'4'

"

'

く"閥酬
　

∫ 塀 一㌧,姥'
、1

「

'

' 5 A210A45
も
L

_一一..一 一A214A45

A27α 鴇

∴ 一一ρ一一一一A274《45

A340A45
-一 一一一一一A344A45

逼 BBCOA45
一 一一騨一BBC2A45

.._..曹BBC4A45

0

01234

D/Do

(b)タ イプE(片 持 ば り型)

3

,の,》 ・一 。h
'ノ 庵o、

',、
6 、、

6 、
'
' 隔1

」

,一'一.一'一 噂
'

㌧
一'一 ㌦ 一

_-」 一亀》 』
・●

・、

,・ 、 _一 一冒一■EMO
'

r ECO
ρ

「 一一 一一一.-EM45

`
'

' EC45
'

, BBCOAO
響

' BBCOA45
'

'

'

'

一一一一一一一ABMOAO

'

提案 トラス架構の無次元化荷重一変形関係

5



192第5章 塔状鋼管 トラス架構の変形性能向上への試み

5.4数 値解析による提案架構の耐力評価

提案架構の中でも特に良好な変形性能を示 したタイプD2試 験体の1構 面を取 り出

した形の平面架構 を対 象に、構面平行方向載荷実験 と同様の境界条件、荷重条件で

直接剛性法による増分解析 を行 い、架構の崩壊機構 が形成 される過程 を解析 的に確

認 した。

54.1解 析 条件

解析 モデル は実験 に用い た試験体 の各部 材 を線材 要素 と して取 り扱 った ものであ

るが、接合部のデ ィテールが部材応力の分 配 に及ぼす影響 を考慮 し、図5.10に 示す

要素分割 したモデル としている。各要素 に付 した符号 はCが 主柱材 、Bが 斜 材、Hが

水平材 、KがKneeBrace部 材 を示す。

解析 で は、各部 材の 曲げモーメ ン トと軸力 の相 関を考 慮 して全 塑性状 態 に達 し

た箇所 では塑性 ヒンジが形成 される もの と し、図5.11(a)に 示す判定基準 を用 い た。

図中のNy、Mρ はそれぞれ、素材実験か ら得 た降伏点 と部材の公称 断面寸法か ら計

算 した降伏軸力、全塑性モーメ ン トを示す。

部材 の軸力 と軸方向変形の関係 は、降伏 または座屈 に よ り伸 び剛性が11100に 低 下

する もの と仮定 して図5.11(b)に 示す軸方向荷重 一変形 関係 を用 いた。 ここで1Vyは

降伏軸力 、NCRは 両端 ピン支持 の中心圧縮 中 とみな した ときの座屈 耐力 を鋼構 造設

計規準 に基づ き安全率 を1.0と して計算 した ものであ る。

5.4.2解 析 結 果

タイプD2試 験体 を構面平行方 向に単調載荷 した場合 について、図5 .12に 実験 お

よび解析 か ら得 た荷重 一変形 関係 を重 ねて示す。

解析結果 では載荷 初期 か ら水平剛 性が実 験値 より も相 当 高い値 を示 して い るが、

これは試 験体 に見 られ るボル ト接合部 の ボル トのす べ りが考 慮 され てい ない ことや

部材接合 部 は全 て剛接 合 と し接 合部の 回転剛 性 を評価 に入れ ていな い ことが原 因 と

考 え られ る。
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図5.11解 析 要素 モデル

図中の記号 は、○が 曲げ部材 の 降伏 、 ●が水平材 曲げ降伏、 ロが斜材座屈 、 ■が主

柱材座屈 をそれぞれ示 す。両者 を比較 す れば 曲げ部材 の降伏 が先行 し、続 いて斜材

の座屈 が 発生す る過程 が解析 に よ りほ ぼ追跡 され てお り、接合 部デ ィテー ルのモデ

ル化 を適切 に行 えば、架構 の耐力評価 が可能で あると考 え られ る。
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5.5結 論

塔状鋼構 造物の代 表 的な架構 形式 のひ とつである冷 間成形鋼管 か ら成 る ダブル ワ

レン型の トラス 架構 の変形性 能 を向上 させ るための試み として、 曲 げ降伏 先行 部材

を追加 した新 しい結構形式 を提 案 し、水平力 に対す る復元力特性 を実験的 に調べ た。

提 案架構 の特徴 は 、斜材 両端部の 主柱材 との接合 部 に曲 げ降伏 す る部材 を追加 し

た もので、架構 の非線 形挙動 を安定化 させ る と同時 に、圧縮 部材 の 座屈 発 生 を遅 ら

せ ることを意図 した ものであ る。曲げ降伏部材 と して、鋼管部材 に よるKneeBrace

形式 お よび鋼板 に よる片持ち ば り形式の2種 類 の架構 の試験体 を製作 し、従来型 ト

ラス架構 の実験 結果 と比較 した。その結 果、得 られ た知見 を ま とめ る と以 下 の通 り

であ る。

1.従 来の ダブル ワレン形式の塔状 トラス架構 で は、主要 な部材 の座屈発生後 に復元

力 が急激 に低下 す る場 合が多 いの に対 して、提 案 トラス架構 では安 定 した復元力特

性 を示 している。特 に、構 面平 行方向 の水 平 力 に対 す る変形 性能 の 向上 は著 しく、

一般 的な鋼構造 ラーメ ン架構 に近い性 状 を示 してい る。
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2.KneeBrace形 式 の架構 では、KneeBrace部 材 が主柱材の補剛材 となって座屈 耐力

を向上 させ る とと もに、座屈 後 の急激 な載荷 能力 の低 下を防 止する効果 を示 す こと

によ り、 主柱材 座屈後 の復元力 低 下が ほ とん ど見 られない。 試験体 架構 の塑性変形

倍率 は3～5以 上の値 を示 した。

3.片 持ちば り形式の架構 は、鋼材量および製作 に要する工数が従来型 トラスと変わ

らない点が特徴 であるが、曲げ降伏部材が降伏 してから最大耐力に達するまでの間

の復元力特性は安定 してお り、 良好な変形性能を有することを実験 的に示 した。試

験体架構の塑性変形倍率は25以 上の値 を示 した。

4.KneeBlace形 式 の架構 につ いて、平面モデルを用 いた増分解析 を行 った結果、適

切 な接合 部デ ィテール のモデル化 に よ り架構 の崩壊 過程 と終 局耐力 を十分 な精度 で

評価 で きるこ とを示 した。
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第6章

総括

第1章 か ら第5章 まで、塔状鋼構造物 を対 象 に構 造設計上重要 と考 え られ る問題

点をい くつか取 り上 げ、 その力学 的性状 を 、一般 的 な鋼構 造建築 物 と異 なる部分 に

着 目し、実験 お よび解析 的手法 に よ り調べ て きた 。塔状鋼 構造物 の力 学的性状 に関

す る本研 究 で明 らかにな った点 をま とめ、今後 の 問題点 を述べ て本論文 の総括 とす

る。

第1章 では、塔状鋼構造物に特徴的な高 さ方向の質量分布 を持つ試験体 を各種用

いて振動台による正弦波 ・ランダム波加振実験を行い、弾性振動時の基本動特性な

らびに地震荷重の高 さ方向分布の特徴について調べた。

塔高50～100m規 模の鉄塔では過去の地震記録による卓越振動数に対 して2次 モー

ドが卓越する場合が多 く、その場合に層せん断力係数分布係数は4分 布 と大差ない

と考えられるが、頂部の質量が軽 くなるに従 って相対的に頂部の層せん断力係数が

大きくなる傾向がある。従って、機能上な どの理 由で厳 しい変形量の制限が課せ ら

れる場合(例 えば無線鉄塔 ・通信鉄塔)に は特に注意が必要である。

しか し、1次 振動モー ドが卓越 して振動する場合、地震層せん断力係数の分布係数

として新耐震設計基準で規定 されるAご 分布によれば地震層せん断力の過小評価 につ

ながる場合があ り危険側 となる。従って曲げせん断型の振動系 を仮定 して地震力 を

評価する必要がある。

第2章 では、特徴 的 な振動特性 を持 つ付属物 の一例 と して送電鉄塔 における架渉
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線 を取 り上げ、鉄塔一架渉線連成振動系の地震時の動的挙動 を模型振動実験、数値

解析の手法により調べた。特に架渉線張力の影響が大きい とされる耐張型鉄塔 を対

象 とし、3鉄 塔2ス パ ンからなるモデルを使 って、地震時 を対象に加振実験および動

的解析を行 って弾性振動時の動特性を調べた。

鉄塔一架渉線連成系の動 的応答には水平面内で強い方向性が存在 し、特 に加振方

向ならびに応答の方向は、線路方向と線路直交方向で顕著な違いが見 られた。

線路直交方向の応答では架渉線に鉄塔の応答 を低減する減衰効果が見 られ、応答

の大 きさは架渉線のない独立鉄塔 と同程度 またはそれを下回る場合が多 く、実験範

囲内では最大約40%応 答が小さ くなった。

逆 に、線路方向の応答は架渉線の影響が最 も大 きく見 られ、架渉線のない独立鉄

塔 と同程度 またはこれを大幅に上回る場合がある。実験範囲内では最大約2倍 の応

答が見 られた。 これらの応答の方向性は主 な加振 方向がいずれの方向であ って も同

じ特性を示すものである。

特に線路方向の応答が大 きくなる理由として、架渉線に より繋が れた鉄塔に動特

性の異なる鉄塔が存在 した場合の架渉線を介 した連成効果が考 え られる。 固有振動

数が入力地震波の卓越周期 に近いことにより応答が大 きい鉄塔が存在する場合には、

単独では応答の小 さい隣接鉄塔 も、応答の大 きい鉄塔 と同程度の応答 を生 じる。従っ

て、連成系内で最 も応答 の大 きい鉄塔の応答に基づいて各鉄塔の地震応答 を評価す

る必要がある。

また、連成系の静的釣合状態か ら求められる固有モー ドなどの動 特性か ら最大応

答を評価するのは困難であ り、架渉線の幾何学的非線形性 を考慮 した動的解析 など

の方法に よる必要がある。本論で用いた立体振動解析 によれば、鉄塔 一架渉線連成

系の動的応答を十分な精度で評価することができる。

本研究では、均等スパンで一直線上に高低差のない鉄塔 が連結 され、鉄塔の固有

振動数のみが異なる場合 を取上げたが、鉄塔が一直線上に並ばない場合や、入力地

震波の到達時間が鉄塔間の距離に応 じて異 なる事 など、動 的応答 に大 きな影響 を及

ぼす と予想される問題点は多々残 されてお り、今 後これらの条件 を考慮 した応答の

評価が必要であると考 えられる。

第3章 では鋼素材および溶接 ・ボル ト接合部 を対象に載荷速度を制御 した高速繰

返 し載荷 実験を行い、各種接合部の履歴特性 に及 ぼすひず み速度効果について調べ

た結果についてまとめた。

SS400鋼 素材では、載荷速度の増加 に伴い上下降伏点、引張強度 の上昇が顕著であ
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る。定ひずみ振幅(約2%)で の繰返 し載荷 による復元力特性では初載荷時の降伏

点に顕著 なひずみ速度効 果が見 られるが、その後 の繰返 し載荷 による定常状態での

復元力特性をbi-linear型 履歴 曲線で表現すれば、塑性域の勾配がひずみ速度の増加

に伴い上昇する傾 向が見 られる。 しかし、本実験 のひずみ振幅程度であれば上昇の

程度 は小 さく、履歴吸収エネルギーに対す るひず み速度の影響は極めて小 さいと見

ることができる。 ひずみ硬化が顕著に現われる程度のひずみ振幅であれば応力度が

更に増加 することも予想 されるが、降伏棚域程度のひずみ振幅で は鋼架構 の挙動に

及ぼすひずみ速度効果は小 さいと考えられ る。今後、さらに大 きなひずみ振幅領域

における影響を調べる必要がある。

SS400鋼 の突合せ溶接接合部 を対象 とした場合、突合せ溶接接合部近傍の母材で主

な塑性化 が進行す るため、耐力上 のひずみ速度効 果は鋼素材に近い傾向を示す。溶

接部近傍 について定常状態の履歴曲線をbi-Hnear型で表現すれば、鋼素材 と比較 して

塑性域の勾配はわずかに大 きい傾向が見 られた。

高力ボル ト摩擦接合部を対象 とした場合 、被接合材板要素の降伏 が先行 し、続い

て摩擦接合部のすべ りが生 じる設計の2面 せん断型継手では、載荷速度の増加に伴

い摩擦限界がわずかに低 下す る傾 向が見 られた。単調引張実験か ら得た載荷速度 と

の関係はばらつ きが大 きく、初すべ り時の耐力は載荷速度の影響 を顕著に受けると

は結論づけることはできない。

しか し、すべ り耐力 を超 える繰返 し荷重 を受ける高力ボル ト摩擦接合部 の復元力

特性は、主にすべ り耐力 に大 きな影響が見 られた。繰返 し数 と共 にすべ り耐力は低

下 し、第2～3サ イクルでほぼ定常の履歴 曲線 を描 くが、載荷速度の影響はこのす

べ り耐力 とその低下率にあらわれた。

すべ り耐力の低下 と載荷 速度の影響を考慮 に入れ、完全弾塑性型 の履歴 曲線で復

元力特性を定量的に表現 したが、第2～3サ イクル以後の定常状態におけるすべ り

耐力は、初すべ り時 と比較 して最大1/2程 度 にまで低下 し、載荷速度が増大するほど

低下率は大 きくなる。従 って、低層のブレース付 きラーメ ン架構 や トラス架構など

の、地震時などに比較的載荷速度 の影響 を受けやすいと考 えられ る架構では、高力

ボル ト接合部のすべ り耐力の低下 に伴い、架構のエネルギー吸収能力 などが低下す

ることが予想される。

中ボル トせん断型接合部 を対象 と した場合、被接合材板要素の降伏が先行 し、ボ

ル ト軸部は降伏 しない設計のめっき中ボル トによる2面 せん断型接合部では、載荷

速度の増大に伴 って単調引張載荷 による最大降伏 点の上昇が見 られる。繰 返 し載荷

による履歴 曲線では、ボル ト軸部 と板要素 の問の支圧部分の塑性 変形量 に相当する
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振幅 です べ りが生 じ、 このすべ り領域 での復 元力特性 は、 すべ り荷重 が低 い ため に

高力 ボル ト摩擦接合 ほ どの載荷 速度 の影響 を受け ない。

高力 ボル ト摩擦接 合部 につ いては、実際 の架構 に使用 さ れる状況 ではボ ル ト本 数

が多 い点 や、 また 、ボル ト軸部の破 断、板 要素の 降伏、 は しあ き部降伏 、 な どさま

ざまな破 壊形式が 考 え られる点か ら、デ ィテールの違 いに より載荷 速度 の 影響 も異

なる様相 を示す こ とが予想 され る。同 じ接 合方法 に よって も、 この ようなデ ィテー

ルの違 いに よる力学的性状 は異な り、今後、 さらに詳細 な検 討が必 要 と考 え られる。

本研究 で は対 象 を接合 部 に限定 したが、接合部の 力学的性状 が載 荷速度 の影響 を

受 けて変 化 した場 合、架構全体 の性状 に及 ぼす影響 を明 らかにす る こと も今後 の重

要 な課題で ある と考 え られ る。

第4章 では、塔状鋼構造物の代表的な架構形式である冷間成形鋼管から成 るダブ

ルワレン型の トラス架構 を対象に、特に塔状鋼構造物に水平荷重が作用 したときの

変形性能 に注目して、部分架構を用いた静的載荷実験を行 い、従来架構 の静力学的

特性について調べた。

架構の変形性能に及ぼす影響が大 きい構造的条件 として、水平面内にお ける水平

力の作用 方向、主柱材の初期導入 軸力 レベル、主柱材 ・斜材の細 長比の組合せ、が

あげられる。

従来型の トラス架構に、部材の座屈 ・降伏後の非線形挙 動を考慮 に入れ た終局強

度設計の適用可能性を考 えると、水平力が対角方 向に作用 する場合 には部材細長比

が限界細長比以下で非弾性座屈する場合には一定 レベルの変形性能を期待で きるが、

構面平行方向に作 用する場合 には座屈後の復元力 は急激な劣化 を示すため変形性能

に期待で きない点 を指摘 した。従 って、特 に構面平行方向の水平力 に対す る変形性

能を改善することが必要である。

第5章 では、特 に従来型 トラス架構の変形性能が低い構面平行方向の水平力に対

する変形性能を向上 させ ることを 目的に新 しい トラス架構形式 を提案 し、静的載荷

実験によ りその効果を検証 した。提案架構 の特徴 は、斜材 両端部 の主柱材 との接合

部 に曲げ降伏する部材を追加 した もので、架構の非線形挙動を安定化 させ ると同時

に、圧縮部材の座屈発生を遅 らせることを意図 した ものである。

従来のダブルワレン形式の塔状 トラス架構では、主要な部材の座屈発生後 に復元

力が急激 に低下す る場合 が多いの に対 して 、提案 トラス架構では安定 した復元力特

性 を示 している。特 に、構面平行 方向の水平力に対す る変形性能の向上は著 しく、
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一般 的な鋼構造 ラーメン架構 に近い性状 を示 した。

KneeBlace形 式、片 持 ば り形式の2種 類 の架構形式 を提 案 した。KneeBrace形 式

では、KneeBrace部 材 が主柱材 の補 剛材 となって座屈耐力 を向上 させ る とと もに、

座屈後の急 激 な載荷 能力 の低 下 を防止す る効 果 を示 した。 試験体 架構 の塑性変形倍

率 は3～5以 上の値 を得 た。 また、片 持ちば り形式 の架構 は、鋼材量 お よび製作加

工量が従 来型 トラス と変 わ らない点が特徴 であ るが、曲げ降伏部 材が降伏 してか ら

最大耐力 に達す る までの 間の復 元 力特性 は安定 してお り、 良好な変形性 能 を有す る

こ とを実験 的に示 した。試験体架構の塑性 変形倍率 は2.5以 上 の値 を示 した。

2種 類 の提案架構 を比較 すれば、KneeBra㏄ 部材 に よる主柱材 の補剛効 果 によ り、

KneeBrace形 式 が よ り高 い変形性能 を示す と考 えられる。 また、KneeBrace形 式 の

架構 につ いて、平 面 モデ ル を用 い た増分解 析 を行 った結果 、適切 な接合部 デ ィテー

ルのモデ ル化 によ り架構 の崩壊過 程 と終局耐力 を十分 な精度 で評 価で きる ことを示

した。

この よう に曲げ降伏先行 部材 を追 加す る ことによ り、圧縮 部材 の座屈発 生 を遅 ら

せ、 曲げ部材 の塑性 変形 によるエ ネルギー吸収能力 を利用 す る手法 は、主 要な部材

座屈 後の変 形性 能 に期待 で きない トラス架構 の変 形性能 を向上 させ る手法 として有

効で ある こ とが明 らか となった。 この ような架構 形式 を採用 す る ことに よって、 ト

ラス架構 に対 して も一般 的 な鋼構 造 ラーメ ン架構 と同様 の終局強度設計の 手法 を採

用 し、 よ り合 理的 に構 造 安全性 を評価す る こ とが 可能であ る と考 えられる。 トラス

架構 に対 す る新 たな設計手法 を確立 する ことも今 後の研究課題で あると考 え られる。





203

発 表 論 文 ・梗 概 リス ト(共 著者)

第1章

・塔状鋼構 造物 の耐震性 評価 に関 す る基礎 的研 究 、 日本建 築学会 大会学術 講演梗概

集(北 海道)構 造II、PP.779-781、1986年8月.(金 歩潔、 甲津功 夫、平川恭章)

・塔状鋼構 造物 の動 的特性 に関す る実験的研究 、京 都大学 防災研究 所年報、 第31号

B-1、pp.363-377、1988年4月.(金 ≠潔 、 甲津功夫 、平川恭 章)

第2章

・塔状鋼構 造物の動 的特性 に関す る実験的研究 、 日本建築学会近畿支部研 究報告書、

第28号 構 造系、pp.429-432、1988年5月.(金 歩 潔、 甲津功夫、平川恭章)

・振動台実験 に よる鉄 塔 一架渉線連成系構 造物の システム同定 、第8回 日本地震工学

シ ンポジ ウム、pp.1977・1982、1990年.(金 歩 潔、 甲津功夫、藤村和男)

・鉄塔 一架渉線連 成系 にお ける鉄 塔 の動 的応答 について、 日本建 築学会大 会学術講

演梗概 集(関 東)構 造II、pp.1377-1378、1993年9月.(金 歩潔、 甲津功 夫)

・振動台 実験 による鉄塔 一架渉線 連成系 の地震応答 につい て、 日本建 築学 会構造系

論 文報告集 、投稿 中.(金 歩潔、 甲津功夫)

第3章

・高速繰 返 し載荷 を受 け る鋼構造 各種接合 部 の履 歴特性 に関す る実験 的研 究、京都

大学防災研究所年報 、第35号B-1、pp.137-145、1992年4月.(金 歩潔 、甲津功夫)

・TheEf石ectofStrainRateinSteelStnlcturalJointsduetoHighSpeedCycHcLoadings,

Proceedingsofthe10thWCEE,Vol.5,pp.2863-2866,1992.(IsaoKohzu,KiyoshiKaneta)

・高 速繰 返 し載 荷 を受 け る鋼 構 造 ボル ト接 合 部 の 履 歴 特 性 に関 す る研 究 、 日本 建 築

学 会大 会 学 術 講 演 梗 概 集(東 北)構 造II、pp.1057-1058、1991年9月.(金 歩 潔 、 甲

津 功 夫 、藤 村 和 男)

・鋼 構 造 各 種 接 合 部 の高 速 繰 返 し載 荷 実 験 、 日本 建 築 学 会 近 畿 支 部研 究 報 告 書 、 第

32号 構 造系 、PP.253-256、1992年5月.(金 歩 潔 、 甲津 功 夫 ・ 安富 正佳)

・高 速繰 返 し載荷 を受 け る鋼 素材 ・溶 接 接 合 部 の 履 歴 特性 につ い て、 日本 建 築 学 会

大 会 学術 講 演 梗 概 集(北 陸)構 造II、PP.1657-1658、1992年8月 ・(金 歩 潔 ・ 甲津 功

夫 、 安 富 正佳)



204発 表論文 ・梗概

・高速繰返 し荷重下における鋼構造接合部の復元力特性、 日本建 築学会構造系論文

報告集、投稿中.(金 歩潔、甲津功夫、安富正佳)

第4章

・鋼 管 を用 い た塔 状 立体 トラス構 造 物 の力 学 的挙 動 につ い て
、京 都 大 学 防 災研 究 所

年 報 、 第30号B-1、PP.169-182、1987年4月.(金 歩 潔 、 甲津 功 夫 、平 川 恭 章 、稲 岡真

也)

・対 角 方 向水 平 力 を受 け る鋼 管 塔 状 立 体 トラス構 造 物 の力 学 的挙 動 につ い て、 京 都

大 学 防 災研 究 所 年 報 、 第31号B-1、PP.351-361、1988年4月.(金 歩 潔 、 甲津 功 夫 ・ 平

川 恭 章 、稲 岡真 也)

・鉛直力 と水平力 を同時 に受け る鋼管塔状立体 トラス構造物 の力学 的挙動 につ いて、

京都大学防災研究所年報、第32号B-1、pp483-497、1989年4月.(金 歩潔 、甲津功 夫、

稲 岡真也、山田直人)

・SmbilityandDefomabilityofSpaceTrussedTubularSuuctures
,TubularS㎝ctures,the

ThirdIntemationalSymposium,pp.380-387,1989.(KiyoshiKaneta,IsaoKohzu,Kazuo

Fujimura)

・鋼 管 トラ ス に よ り構 成 さ れ る塔 状 構 造 物 の 塔 体 部 の 復 元 力 特 性 に 関 す る 研 究 、 日

本 建 築 学 会 近 畿 支 部 研 究 報 告 書 、 第 刀 号 構 造 系 、pp.429-432、1987年5月.(金 歩 潔 、

甲 津 功 夫 、 平 川 恭 章 、 稲 岡 真 也)

・鋼管 トラス によ り構成 され る塔 状構造 物 の塔体 部の復 元力特性 に関す る実験 的研

究(そ の1構 面平行方 向水 平力 を受 け る場合)、 日本建 築学会 大会学術 講演梗概集

(近畿)構 造II、pp.957-958、1987年10月.(金 歩潔、 甲津功 夫、平川 恭章 、稲 岡真

也、藤村和 男)

・対角方 向水 平力 を受 け る鋼管 立体塔状 トラス構 造物の力 学 的挙 動 につい て、 日本

建築学会近畿支部 研究報告書、第28号 構二造系 、pF353-356、1988年5月.(金 歩潔 、

甲津功夫、平川恭章 、細川慎 也、藤村和男)

・鋼管 トラス によ り構成 され る塔 状構造物 の塔体 部 の復 元 力特性 に関す る実験 的研

究(そ の2対 角 方向水平力 を受 ける場合)、 日本建築学会大会学術講演梗概 集(関

東)構 造II、pp.1057-1058、1988年10月.(金 ラ潔 、甲津功夫、平川恭章 、稲 岡真 也、

藤村和 男)

・水 平力 と鉛 直力 を同時 に受 ける鋼 管立体塔状 トラス構造物 の力学 的挙 動 につ いて、

日本建 築学会近畿 支部研 究報告書、 第30号 構 造系 、pp.393-396、1989年5月.(金 歩

潔、 甲津功夫 、平川恭章、細 川慎 也、藤村和 男)

第5章

・LoadCarryingCapacityofSteelTubularTowerStructures
,IABSESymposium,PP.581-586,

1989.(KiyoshiKaneta,IsaoKohzu,ShinyaInaoka,KazuoFujimura)



205

・鋼 管で構成 され る塔状 トラス構 造物の耐 力及 び変形 性能 につい て(曲 げ降伏 先行

型 架構 の力学 的挙動 につ いて)・ 京都 大学 防災研 究所年 報、第33号B-1、PP.321-

329、1989年4月.(金 歩潔、 甲津功夫、山田直人、安 田俊 一)

・KNEEBRACE付 き鋼管 トラス構 造の力学的挙動 に関す る基礎 的研究
、 日本建 築学

会大会学術 講演梗概集(東 北)構 造II、PP.ll99-1200、1991年9月.(安 田俊 一 、金

歩潔 、甲津功夫 、藤村和男)

その他 の論 文 ・梗 概 リス ト

・各種鋼 構造柱梁 溶接接 合部の疲 労特性 に関す る研究、 日本建築 学会近畿支部研究

報告書 、第22号 く構造 系 〉、pp.237-240、1982年6月.(金 歩 潔、甲津功夫、内山義英)

・繰 返 し曲げ を受 け る鋼構 造梁端 部 の挙動 に関す る実験的研究(平 均 変位 を有 す る

変位 制御実験)、 日本建築学会近畿支部研 究報告書、第22号 構造系、pp.241-244、

1982年6月.(金 歩潔 、甲津功夫、内山義英)

・各 種 鋼 構 造 柱 梁 溶接 接 合 部 の 疲 労特 性 に 関 す る研 究
、 日本 建 築 学 会 大 会 学 術 講 演

梗概 集(東 北)構 二造II、pp.1751-1752、1982年10月.(金 歩 潔 、 甲津功 夫 、 内 山i義英)

・繰 返 し載荷 を受 け る鋼 構 造 梁 端 部 の破 壊 挙 動 、 第6回 日本 地震 工 学 シ ン ポ ジ ウム 、

pp.697-704、1982年12月.(金 歩 潔 、 甲津 功 夫 、 内 山義 英)

・鋼 製 サ ン ドイ ッチ板 構 造 に関 す る基 礎 的研 究(そ の2)、 日本 建 築 学 会 大会 学 術 講

演 梗 概 集(北 陸)構 造II、pp.1167-1168、1983年10月.(金 多 潔 、 甲津 功 夫 、村 上 陸

太 、伊 藤 茂 樹)

・鋼 製 サ ン ドイ ッチ板 構 造 に関 す る基 礎 的研 究(そ の4)、 日本 建 築 学 会 大会 学 術 講

演 梗 概 集(北 陸)構 造II、pp.1171-1172、1983年10月.(金 歩 潔 、 甲津 功 夫 、福 井 茂

和)

・鋼 製 サ ン ドイ ッチ板 構 造 に 関す る実験 的研 究(そ の1鋼 製 サ ン ドイ ッチ板 単体 の力

学 的特 性 に つ い て)、 日本建 築 学 会近 畿 支 部研 究報 告 書 、 第24号 構 造 系 、pp.325.

328、1984年6月.(金 歩 潔 、 甲津 功 夫 、伊 藤 茂樹 、今 野和 近 、 馬屋 原 秀 昭)

・鋼製サ ン ドイ ッチ板構造 に関す る実験 的研 究(そ の2鋼 製サ ン ドイ ッチ板構 造の力

学 的特性 につ いて)、 日本建 築学会近畿支部研 究報告書、第24号 構造系、pp.32g。

332、1984年6月.(金 歩 潔、 甲津功夫 、伊藤茂樹 、今野和近、小 迫予志江)

・鋼 製サ ン ドイ ッチ板構 造 に関す る実験 的研 究(そ の1)、 日本建 築学会大会 学術 講

演梗概 集(関 東)構 造II、PP.1367-1368、1984年10月.(金 歩潔、甲津功夫、伊藤 茂

樹 、今 野和 近)

・鋼 製サ ン ドイ ッチ板 構 造 に関す る実験 的研 究(そ の2)、 日本建築学会大会 学術講

演梗概 集(関 東)構 造II、PP.1369-1370、1984年10月.(金 歩潔・ 甲津功 夫・伊藤 茂

樹 、今 野和 近)



206発 表論文 ・梗概

・鋼 製サ ン ドイ ッチ板 の表面板 におけ る座 屈現象 に関す る研究 、 日本建築 学会近 畿

支部研究報告書 、第25号 構造系 、PP凶89-492、1985年5月.(金 多潔、 甲津功 夫 ・伊

藤茂樹 、今野和近 、深沢卓 司)

・鋼製サ ン ドイ ッチ板接 合部 に関 す る実験 的研 究 、 日本建 築学会 近畿支部研 究報告

書、第25号 構造系 、PP!　93-496、1985年5月.(金 歩潔、 甲津功 夫、伊藤 茂樹 、今野

和近、林文賢)

・鋼製サ ン ドイ ッチ板 の表面板 に おける座屈 現象 に関す る研 究、 日本建 築 学会大会

学術 講演梗概集(東 海)構 造II、PP.735-736、1985年10月.(金 歩 潔、甲津功 夫、伊

藤茂樹 、今野和近 、深沢卓 司)

・鋼製サ ン ドイ ッチ板 の剛性評価 に関す る研 究、 日本建 築学 会近 畿支部研究報告 書、

第26号 構造系、pp.385-388、1986年5月.(金 歩 潔、 甲津功 夫、前 田幹博)

・鋼製サ ン ドイ ッチ板構 造 におけ る柱梁接合 部周 辺の表面板 の応 力状 態、 日本建 築

学会大会学術講演梗概 集(北 海 道)構 造II、pp.781-782、1986年8月.(金 歩 潔、 甲

津功夫、武内一夫)

・鋼 製 サ ン ドイ ッ チ板 の 剛 性 評価 に 関す る研 究 、 日本 建 築 学 会 大 会 学術 講 演 梗 概 集

(北 海 道)構 造II、pp.783-784、1986年8月.(金 歩 潔 、 甲津 功 夫 、 武 内 一 夫)

・NewlyDevelopedSandwichConstructionfbrEarthquakeResistanceStructures
,Proceedings

ofthe8thEAEE,Vol.4,pp.7.2/41-48,1986.(KiyoshiKaneta,IsaoKohzu,ShigekiItoh,

KazuchikaKomo)

・OntheStrengthandDuctilityofSteelSandwichConstructionsSubjectedtoSeismicForces
,

Proceedingsofthe8thEAEE,VoL4,pp.7.2!49-56,1986.(KiyoshiKaneta,IsaoKohzu,

ShigekiItoh,KazuchikaKomo)

・鉄 骨 造H形 鋼 柱 梁 仕 口 部 の 強 度 な らび に 変 形 性 能 に 関 す る 実 験 的 研 究
、 京 都 大 学

防 災 研 究 所 年 報 、 第32号B-1、pp.499-512、1989年4月.(金 歩 潔 、 甲津 功 夫 、 上 妻 正

典 、 兵 頭 陽)

・H形 鋼 柱 梁仕 口部の耐 力評価 に関す る実験 的研 究、 日本建 築学 会近畿支部研 究報

告書、第30号 構 造系、pp.353-356、1989年5月.(金 歩 潔、 甲津功 夫、藤 井堅二、木

田隆、布施常清)

・2方 向 地震力 を受 ける鋼構 造立体 架構 の振動 実 験、 日本建 築学 会大会学術 講演梗

概 集(東 北)構 造II、pp.1495-1496、1991年9月.(金 歩潔、 甲津功 夫、武内一夫)

・金属系 新素材 ・新 材料 の利用 技術 の開発(建 設 省総合 プ ロジェ ク ト ・新 素材)そ

の2060キ ロ級 高性 能鋼 の柱 梁接合 部の繰 返 し載荷 実験、 日本建 築 学会大会 学

術講演梗概 集(東 北)構i造II、PP.1121-1122、1991年9月.(山 口義弘 、 甲津 功夫 、

小 島秀一、浜 田貴 照)

・シス テム同定 による鋼構 造立体 架構 の動 力学的特性 評価 に関 す る研究 、平成3年 度

科学研 究費補助金(一 般研 究(b)、No.Ol460193)研 究成果報告書、1992年3月.(金

歩潔、 甲津功 夫、西澤英和)



207

・低 降伏 比高張力鋼 を用 いた鋼構 造柱梁溶接接合部の耐震安全性評価 に関する研 究、

平成3年 度科 学研 究費補助金(一 般研究(c)、No.02650397)研 究成 果報 告書、1992

年3月.(甲 津功 夫)

・InelasticResponseofSteelStructureSubjectedtoTwoHorizontalGroundModons
,

Proceedingsofthe10thWCEE,Vol.5,pp.2961-2964,1992.(lsaoKohzu,KiyoshiKaneta)

・低 降 伏 比60キ ロ 級 鋼 柱 梁 溶 接 接 合 部 の 低 サ イ ク ル 疲 労 特 性 、 日本 建 築 学 会 近 畿

支 部 研 究 報 告 書 、 第32号 構 二造 系 、pp.257-260、1992年5月.(甲 津 功 夫 、 金 歩 潔)

・ス テ ン レ ス 鋼 素 材 及 び 高 力 ボ ル ト接 合 部 の 高 速 繰 返 し載 荷 実 験 、 日本 建 築 学 会 大

会 学 術 講 演 梗 概 集(関 東)構 造II、pp.1183-1184、1993年9月.(福 田 昌 圭 、 金 歩 潔 、

甲 津 功 夫)





謝 辞

本論文は、筆者が京都大学大学院に在学 して以来とり組んできた塔状鋼構造物に関する一

連の研究をまとめたものである。当時、鋼構造 に対する興味はつ きないものの、研究対象と

すべき問題点を定めきれずに坤吟 していた筆者 に、塔状構造物 というテーマを教示いただい

たのは恩師金歩潔博士(京 都大学教授)で あった。ひと口に塔状鋼構造物といっても、そこ

には鉄骨構造全般にかかわる多 くの課題が山積 している。10年近 くにわたってこのテーマと

とり組む中で、問題点を絞 り込み研究計画を立てるところから、ひとつの論文 としてまとめ

るまでの間に、金歩潔博士 には逐次示唆に富む ご指導をいただいた。方向を見失いがちで遅

筆な筆者に辛抱強 く進むべき道 を示 し、激励いただいた金歩潔博士に改めて感謝申しあげま

す。

藤原悌三博士(京 都大学防災研究所教授)、 桂順治博士(京 都大学防災研究所教授)に は

論文審査の過程でご専門の立場から筆者の至らない点を多々ご指摘いただき、論文の内容を

さらに充実することができた。

甲津功夫博士(大 阪工業大学教授)に は、京都大学在職中に進めてこられた鋼構造接合部

を対象 に低サイクル疲労特性をはじめとする一連の研究をお手伝いさせていただ く中で、専

門知識をまった く持たない筆者に対 して懇切丁寧に指導いただいた。銅構造の基礎的な知識

から構造実験、数値解析などの具体的な手法まで幅広 くご教示いただいた。

本研究を進められたのは、金多研究室スタッフの西澤英和博士(京 都大学講師)、 澤村秀

夫技官、布施常清技官をはじめ、 ともに実験、解析 にとり組んでいただいた研究室の卒業生、

在学生の皆さまの労をいとわないご努力 によるところが大きい。特に、平川恭章、稲岡真也、

細川慎也、山田直人、安田俊一、小島秀一、深見健史、西啓司、阿久根大介、浅井純、白井

卓哉の各氏には卒業研究として取 り組む中で多数の載荷実験を行 うと共に、議論に参加 し数々

の貴重な意見 をいただいた。

また、藤村和男博士(日 本電炉㈱)に は鉄塔の実務設計に関する多 くの貴重な資料 をいた

だき、特に トラス架構の実験でご協力いただいた。振動実験では京都大学防災研究所の人為

地震発生装置をお借 りし、特に市川信夫技官には装置の運転で多 くの時間を割いていただき

お世話になった。

ここに筆者を支えていただいた多 くの皆さまに厚 くお礼申しあげます。

1994年1月 吹田 啓 一 郎




